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1．はじめに 
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（以下「原子力機構」という。）の

高速増殖原型炉もんじゅ（以下「もんじゅ」という。）における非常用ディーゼ

ル発電機（以下「非常用 DG」という。）B 号機の点検のために取り外したシリ

ンダヘッドを 2 台のレール付電動クレーン（以下「電動クレーン」という。）と

ギアクレーン付き吊り治具（以下「吊り治具」という。）を用いて運搬していた

ところ、電動クレーンの操作を誤って落下させ、シリンダヘッドのインジケー

タコック等を損傷させた。本事象については、シリンダヘッドのインジケータ

コックの変形が確認されたことから、平成 27 年 7 月 17 日 15 時 10 分に、安全

上重要な機器の変形により、原子炉施設の安全を確保するために必要な機能を

有していないと評価し、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法

律第 62 条の 3 の規定に基づく報告（以下「法令報告」という。）事象に該当す

ると判断した。 
これらの内容等については、平成 27 年 7 月 24 日「27 原機(も)189」を以て

原子力規制委員会に報告した。 
その後、落下の影響、要因分析及び再発防止対策の調査、分析等を行い、平

成 27 年 8 月 28 日、その結果を「27 原機(も)263」により原子力規制委員会に

報告した。 
また、平成 27 年 9 月 29 日では、同年 8 月 28 日の報告の後、原子力規制庁

との面談で受けた指摘等を踏まえ、要因分析、再発防止対策について見直し、

追加等を行い、その結果を補正として「27 原機（も）293」により原子力規制

委員会に報告した。 
平成 27 年 9 月 30 日に行われた原子力規制庁との面談において、原子力規制

庁から、「精査と確認のための時間を要するが、取り急ぎ、当方で補正書を通読

したところ、今回事象の原因となった吊り治具は今後使用しないこととし、安

全な取扱実績を有する従前の取扱い（吊り）方法に戻すことを再発防止策とし

て同書に掲げられていることが確認できたことから、非常用 DGB 号機の復旧作

業の実施は差支えないものと考えられる」旨を伝えられた。 
また、平成 27 年 11 月 25 日の原子力規制委員会において、「新たな治具を製

作する場合のルールの明確化、揚重作業を実施する場合の作業手順及び注意事

項の具体化、これらの高所作業、閉所内作業、有機溶剤取扱作業、潜水作業、

回転機器取扱作業への適用、異常時を想定した異常時通報連絡訓練等の他の作

業への水平展開についても適切であると認められる。これらのことから、原子

力規制委員会は、本件事象の再発防止策及び水平展開は概ね妥当なものと判断

する。」との了解を得た。（平成 27 年度原子力規制委員会 第 42 回会議議事録 

平成 27 年 11 月 25 日(水)参照） 
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一方で、本法令報告に対し、平成 27 年 10 月 16 日付け業務連絡書（15 安品

(業)101501）で、もんじゅ所長から安全・核セキュリティ統括部長宛てに根本

原因分析（以下「RCA」という。）の対象として連絡があった。 
また、平成 27 年度第 2 回保安検査（平成 27 年 9 月 3 日～9 月 16 日）等にお

いて、高速増殖原型炉もんじゅ非常用 DGB 号機シリンダヘッドインジケータコ

ックの変形に関して法令報告した事象について、次に示す事項について、保安

規定に抵触することから「違反」と判定された。 
(1) 調達先の経営面に係る評価について、その評価及び再評価の方法、基準

等が「競争参加者資格審査要領（契約部通達）」に定めているとしているが、

その文書は保安規定に基づく品質マネジメントシステム文書として管理さ

れていない。 
(2) 調達先の経営面についての評価は、敦賀事業本部が入札手続きで調達先

から委任状・使用印鑑届（国の競争参加資格の確認の項がある）を入手し、

国の参加資格を有することの確認を行い、これにより、競争参加者資格審査

要領に定められた、評価方法、基準に基づき供給者の評価を実施したとして

いるが、その実施したことを記録で確認できなかった。 
(3) 供給者の技術的能力・品質管理に係る評価については、「もんじゅ物品

等調達管理要領」に基づき、設備所管課の機械保修課長が引合先品質管理評

価票により実施したとしているが、当該設備の製作メーカであれば、品質管

理体制等の確認項目を免除する等としており、評価方法、評価基準が不明確

で品質管理面の評価が適切に実施されたことを記録で確認できなかった。 
(4) 当該調達先は、毎回、非常用 DG 設備の点検工事を受注しているが、品

質管理に係る再評価に関する方法・基準が定められていなかったことから、

原子力機構では、平成 27 年 6 月 23 日付けで「もんじゅ物品等調達管理要

領」を改正していたが、改正内容に従って供給者の再評価が行われていなか

った。本件の再評価が行われていなかったことを不適合と認知せず、これま

で再評価が行われていなかったことに対する点検工事に係る品質への影響

評価が行われていることが確認できなかった。 
(5) 敦賀事業本部での当該点検事業者に対する経営状況等の評価において、

評価の根拠とした記録が品質記録として作成及び管理されていない。 

 
これらについて、契約部契約調整課長は不適合管理票「「調達先の評価・選定

管理要領」に定める調達先の経営状況に関する評価に係る記録の不備について」

（平成 27 年 9 月 17 日、改訂平成 27 年 9 月 24 日、その 2 平成 27 年 10 月 26
日）を、不適合発見室課として高速増殖原型炉もんじゅ品質保証室は不適合報

告書「「もんじゅ物品等調達管理要領」における調達プロセスの不備」（平成 27
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年 9 月 25 日、R1 平成 27 年 11 月 11 日、R2 平成 28 年 2 月 9 日、R3 平成 28
年 3 月 13 日）を作成した。 
安全・核セキュリティ統括部長は、もんじゅ所長及び契約部長からの依頼に

基づき、「不適合等の根本原因分析に係る手順（QS-A05）」に沿って、分析チー

ムを設置した。本報告書は、分析チームにおいて実施した RCA の結果及びその

結果に基づく必要な対策の提言について取りまとめたものである。 

 
2．事象の概要 

もんじゅでは、非常用 DGB 号機を平成 27 年 7 月 8 日から待機除外とし、7
月 15 日から点検を行っていた。 

7 月 17 日 14 時 20 分頃、点検のため取り外した No.7 シリンダヘッド（重さ

450kg）を 2 台の電動クレーンと吊り治具で吊った状態で移動操作中、床面から

約 1m の高さより床面から約 0.5m の高さの発電機軸受潤滑油戻り配管、ケーブ

ルボックス及び電線管の上に落下させ、これにより B 号機の潤滑油戻り配管、

ケーブルボックスの変形を生じさせた。更に、床面まで落下した後に、床面を

転がったことによりシリンダヘッドのインジケータコックに変形が生じた。 
これを受けもんじゅでは、シリンダヘッドのインジケータコックの変形が確

認されたことから、安全上重要な機器の変形により、原子炉施設の安全を確保

するために必要な機能を有していないと評価し、核原料物質、核燃料物質及び

原子炉の規制に関する法令報告事象に該当すると判断した。 
なお、保安規定における低温停止及び燃料交換における非常用 DG の運転上

の制限が非常用 DG2 基以上動作可能であり、B 号機が必要な機能を有していな

いと判断したとき、もんじゅは低温停止中で非常用 DGA 号機及び C 号機が自

動待機中であったことから、運転上の制限を満たしているものと判断した。ま

た、他の設備及び環境への影響はなく、本事象における負傷者の発生もなかっ

た。 
また、原子力機構契約部は、品質マネジメントシステム文書「調達先の評価・

選定管理要領」（契約部制定）に定める国の競争契約の参加資格を取得している

者として非常用 DGB 号機の点検作業の調達先を原子力機構における競争参加

資格有資格者としたが、当該調達先に対する経営状況に関する評価において、

評価の根拠とした記録が品質記録として作成及び保存していなかった。また、

保安規定に基づく品質マネジメントシステム文書として管理されていない「競

争参加者資格審査要領について（契約部通達）」（本要領には、調達先の経営面

に係る評価及び再評価の方法、基準等が定められている。）を適用して、調達先

の経営状況に係る評価を実施していた。 
一方、品質管理に関わる評価に関しては、保安規定及び品質保証計画書（以
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下「QAP」という。）で評価・再評価の基準を定めることを要求されているにも

関わらず、「もんじゅ物品等調達管理要領」に評価・再評価の基準を明確に定め

ていなかった。このうち、再評価の仕組みについては、当該要領の平成 27 年 6
月の改訂で新たに仕組みを規定したが、不適合管理の下で実施していなかった。 

 
3．根本原因分析の実施体制 

3.1 分析対象事象の抽出及び分析チームの設置 
安全・核セキュリティ統括部長は、もんじゅ非常用 DGB 号機点検の際、

No.7 シリンダヘッドが落下し、インジケータコックが変形し、周辺機器が損

傷した法令報告事象を踏まえて、「QS-A05 不適合等の根本原因分析に係る手

順」（安全統括部（現安全・核セキュリティ統括部） 平成 19 年 12 月制定 平
成 27 年 7 月改訂）（以下「原子力機構の分析手順」という。）に従って、本

件を「安全に重大な影響を与える事象」として位置付け、平成 27 年 10 月 16
日に分析チームを設置し、活動を行うこととした。（図－1 分析チームの組織

上の位置付け 参照）安全・核セキュリティ統括部長は、RCA を実施するに

あたり、分析チームの要員が処遇上の不利益を被らないよう、もんじゅ所長

及び所属長に要請し活動を行うこととした。なお、分析対象のもんじゅ及び

関連する部署には、本分析の重要性を認識し、分析に係る調査に協力するこ

とを要請した。 
この他、当該事象に関する情報収集を行うため、中立的な立場で活動が行

える範囲でもんじゅに調査チームを設置した。（図－2 分析チーム等の体制 

参照） 

 
3.2 分析チームの体制 

安全・核セキュリティ統括部長は、原子力機構の分析手順に従い、RCA の

中立性を確保するため、分析チームのメンバーを人選した。（別添－1 分析チ

ームの構成及び取組み 参照） 

 
4．分析の進め方 

4.1 分析・調査の方針 
分析チームは、原子力機構の分析手順に従って、以下の対応を行った。 
（1）調査の方針・課題 

もんじゅ非常用 DGB 号機の点検の際、No.7 シリンダヘッドが落下し、

インジケータコックが変形し、周辺機器が損傷した法令報告において、

もんじゅでは直接原因調査のため、事象発生に至るまでの経緯について、

平成 27 年 7 月 18 日～29 日に設備担当者 A 並びに受注者の本社、現場
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監督及び作業者に対するヒアリングを行って時系列を作成し、その時系

列から事象発生の原因となる要因分析を行った。 
一方、RCA では、組織としての問題が潜在していないかどうかを調

査・分析するために、関連する文書、記録等から、客観的な事実を収集

するとともに、必要に応じて関係者からの聞き取り調査等を実施する。 
調達管理の不備については、非常用 DGB 号機シリンダヘッドインジ

ケータコックの変形に関する調達管理の不備において、組織としての問

題が潜在していないかどうかを調査・分析する。調査では、関連する文

書、記録等から、客観的な事実を収集する。 
また、分析結果から組織として問題が認められた場合、それに対する

対策（または検討事項）について提言する。 
（2）調査すべき事実関係 

①もんじゅ非常用DGB号機の点検の際、No.7シリンダヘッドが落下し、

インジケータコックが変形し、周辺機器が損傷した法令報告に関する

事項 
②調達管理の不備に関する事項 
③ その他分析チームが必要とした調査事項 

（3）調査・検討スケジュール 
調査・検討は、事実関係調査、事実の時系列、問題点の抽出、要因分

析及び対策の検討について段階的に行う。 

 
4.2 採用した分析手法 

分析チームは、RCA にあたり、原子力安全・保安院の「事業者の根本原因

分析実施内容を規制当局が評価するガイドライン」（以下「国のガイドライン」

という。）のベースとなった「根本原因分析に対する国の要求事項」に示され

る「根本原因分析の実施に当たっては、分析主体の中立性、分析結果の客観

性及び分析方法の論理性が確保されることを確実にすること」等を基本とし

て、また、民間規格の「原子力発電所における安全のための品質保証規程

（ JEAC4111-2009 ） の 適 用 指 針 － 原 子 力 発 電 所 の 運 転 段 階 － 」

（JEAG4121-2009）付属書－2「根本原因分析に関する要求事項」の適用指

針に適合するよう努めた。 
また、事象に対する時系列の分析を行い、見出された問題点に関して、背

後要因を SAFER（Systematic Approach For Error Reduction）の方法を用

いて分析した。この過程で、関連する文書類の確認、事実関係の調査を実施

した。 
SAFER の方法による分析では、頂上事象を起点として、今まで調査した
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事実に基づき、なぜその事象が発生したのかを辿っていき、背後要因の連鎖

構造を明確にするが、その中に時系列の分析で見出された問題点が全て入っ

ていること、また、それらの背後要因が含まれていることが必要である。単

に問題点から出発するのではなく、頂上事象から出発して漏れなく事象の背

後要因全体を明確にすることが SAFER の方法である。 
更に、抽出された背後要因の中で、マネジメントの観点から何が大きな要

因なのかを究明し、 終的に直接要因の背後にある組織の要素を含む背後要

因（以下「組織の要因」という。）を取り除くために有効な対策について検討

する。 

 
5. 事象の把握と問題点の整理 
5.1 インジケータコックの変形 

5.1.1 分析手順 
  分析の手順は、もんじゅでの分析では、①書類やインタビューによる事実

関係の調査を行い、非常用 DG のシリンダヘッドが落下し、インジケータコ

ックが変形し、周辺機器が損傷したことを頂上事象に時系列として整理し、

②時系列の中から問題となる事象を摘出し、③問題事象を切り口として、問

題を直接引き起こしたと考えられる要因（直接要因）を分析した。 
一方、分析チームでは、④もんじゅでの分析を補強する形で時系列を追記・

整理を行い、⑤時系列の中から問題となる事象を選定し、⑥その直接要因の

背後に潜む要因を分析展開し、⑦分析された背後要因の中で、組織の要素が

踏むまれる要因を抽出した。この際、組織の要素を特定するために旧独立行

政法人原子力安全基盤機構がまとめた「組織要因表（JOFL：JNES 
Organizational Factors List）」を参考に分類し、その後、⑧組織の要素を含

む要因について、組織の要素毎に分別した。この際、過去の RCA 報告書（保

守管理の不備 平成 27 年 11 月及び過去非発トラブル 平成 22 年 12 月）で得

られた組織の要素を含む背後要因との関連性を調査した。 

 
5.1.2 時系列の整理 
 文書類の調査及び関係者への聞き取り調査によって確認された発生事象を

時系列に整理した。なお、問題事象の番号は要因分析の順に合わせて整理し

た。（添付資料－1.1 高速増殖原型炉もんじゅ非常用ディーゼル発電機 B 号

機シリンダヘッドインジケータコックの変形について（時系列）参照） 
この時系列は、各時期に行われた業務の流れに沿って、業務に携わった当

時の関係者（担当部長、担当課長、担当課課長代理、担当者（チームリーダ

ー及びチーム員）、調達課長）が、各業務にどの様に関わったか、当時どの様
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に考えたのか事実関係を整理した。また、この時系列の中で今回の事象に関

連すると考えられる問題点を抽出し、この問題点を 6.1.1 項の要因分析に反

映した。 

 
(1) 設備担当者 A の配属と入所時教育（平成 26 年 4 月 1 日） 

他電力会社からの出向である設備担当者 A が、機械保修課へ配属される。

平成 26 年度は「淡排水系の保守」が担当業務であった。また、配属と同時

に導入教育を受け、その一つとして異常時通報連絡に関する教育を受ける。 
一方で、設備担当者 A は、これ以降、通報連絡の教育と訓練は受けてお

らず、「もんじゅ教育訓練要領」等には機械保修課を含むプラント保全部員

に対する通報連絡の教育と訓練は義務化されていない。  

 
(2) プラント保全部「作業要領書標準記載要領」の反復教育（平成 26 年 6 月

25 日、26 日） 
プラント保全部により、「作業要領書等確認マニュアル」に基づき、教

育が実施された。教育の中での 3H 作業の説明は、「3H 作業に係る要領書

確認シート」 様式－2 にて確認することのみで、3H 作業に該当するもの

がどのようなものであるかの具体的説明はなされなかった。 
一方、機械保修課では OJT 等を含めた 3H 作業の定義、その時の対応を

課員に理解させる教育は実施されていない。その理由は、インタビューに

よれば 3H 作業は受注者が報告するものだとの考えが根強かった点にある。 

 
(3) 非常用 DG 点検作業の引継ぎ（平成 27 年 1 月～3 月） 

平成 27 年 1 月～6 月までの間に非常用 DG の点検作業の担当者が引き継

がれる。引継ぎ状況の詳細を次に示す。 
① 引継ぎ手順 
非常用 DG の点検を担当する 3 人の設備担当者（B,C,D）から、1 月に

設備担当者 D の出向解除、2 月に設備担当者 C の退職により、設備担当者

B とチームリーダーに引き継がれ、3 月～6 月の間に設備担当者 B と一緒

に設備担当者 A も担当するようになった。 
プラント保全部では出向者が多く、機械保修課では頻繁に人が入れ替わ

るが引継ぎ計画はない。 
② 引継ぎ方法及び資料 
設備担当者 A が引継いだ 3 月には前回の作業は終了しており、直接に作

業を見ておらず、設備担当者 B から当該設備に関する前任者の引継書を受

け取ったが、前回の故障の対策しか記載されておらずシリンダの吊り上げ
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作業内容の詳細が解かる情報はなく、点検作業に係る技術の継続的な維

持・向上を図るために、受注者からの報告書を活用して、新たな知見や点

検経験を蓄積する取組みがなかった。 
③ 機械保修課内における設備担当者 A へのフォロー等について 
機械保修課の管理職や機械 2 チームリーダーは、設備担当者 A が点検作

業を引き継いでから、法令報告事象が発生した平成 27 年 7 月までの間、

点検作業に係るフォローやチェックをしていなかった。 
(4) 引合仕様書の作成（平成 27 年 3 月～5 月） 

設備担当者Aは、業務を引継いだ直後から「もんじゅ物品等調達管理要領」

を基に引合仕様書を作成した。機械保修課では、毎年実施している作業であ

るので、点検項目のみ注視して、その他は受注者が報告するという考えがあ

った。 

 
(5) 吊り治具の検討（平成 27 年 3 月） 

受注者（A 社）の協力会社（B 社）がシリンダヘッドの吊り上げ・運搬用

に新たに製作した吊り治具は、トロリを使用するために吊り荷が端部に移動

する可能性があることを踏まえてストッパの取付位置の妥当性が確認され

ていなければならなかったが、新たな吊り治具のストッパの取付位置が適切

でなく、妥当性確認がなされないままに現場で使用され、吊り荷が端部に移

動した際に重心がずれて傾く構造となっていた。（問題事象 1－1） 

  
(6) 契約起案から契約締結（平成 27 年 5 月 25 日～7 月 14 日） 

設備担当者 A は契約請求票を起案した。契約請求票の起案は、「契約請求

マニュアル」に基づけば、作業着手から逆算して約 2 ケ月前（5 月 15 日）

に実施する必要があるが、50 日前の 5 月 25 日に実施した。 

 
(7) 作業日前日（平成 27 年 7 月 14 日） 

設備担当者 A は敦賀事業本部から受注者（A 社）と契約締結されたことの

連絡を受けた。作業開始（平成 27 年 7 月 15 日）前に、以下を実施した。 

 
① 点検要領書の作成と確認及び受注者との打合せ 

受注者（A 社）により点検要領書が作成された。 
機械保修課では、3H 作業や予定外作業（異常に伴う措置等）がある

場合には、受注者が報告するものと誤認していた。設備担当者 A は、予

定外作業に関する内容を聞き出すことを行わず、作業手順に変更がない

ものと考えていた。 
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また、点検要領書にももんじゅ専用の治具を用いて揚重作業を実施す

ることが明記されていなかった。更に、点検要領書の確認は、形式的に

しか実施されず、受注者（A 社）との打合せも読み合わせ程度であった。 
     ②  受注者（A 社）の保安教育 

受注者（A 社）の監督者 A が講師となって、協力会社（B 社）の班長

A に対して「高速増殖原型炉研究開発センター安全統一ルール」（以下

「統一ルール」という。）の全文について読み合わせを行う教育を実施

した。設備担当者 A は、受注者（A 社）監督者 A が作業員に対して周

知した安全統一ルールについて、作業員が理解しているかどうかを確認

していなかった。 
③  A 社の現地品質保証計画書及び安全対策計画書の作成と確認 

A 社の現地品質保証計画書及び安全対策計画書を設備担当者 A が受

領し、確認した。 

 
(8) 作業開始日（平成 27 年 7 月 15 日） 

設備担当者 A は新たな吊り治具が協力会社（B 社）によって搬入された際、

現場で治工具類を確認したが、新しい吊具であるとは認識できなかった。 

 
(9) 法令報告日（平成 27 年 7 月 17 日） 

受注者（A 社）の事務所で KY 及び TBM が行われたが、設備担当者 A は

参加していない。設備担当者 A は、No.1 及び No.7 シリンダヘッド廻りの分

解が立会対象であったので、分解作業に立ち会った。 

 
① 新しい吊り治具の使用 

設備担当者 A は、受注者（A 社）監督者 B から、安全性と効率向上の

ため新たな吊り治具を使用していることの説明を受けた。 
このとき、設備担当者Ａは、新たな吊り治具を使用することが作業手

順の変更（3Ｈ作業）に該当すると判断できず、作業を止めなかった。（問

題事象 1－2） 
② 不具合事象の発生時の対応 

新しい吊り治具を用いて No.7 シリンダヘッドを吊り上げ所定の仮保

管位置まで移動させる途中で、海側の電動クレーンが下がったことで、

吊荷のシリンダヘッドが一気にストッパ位置まで移動し、吊り治具の山

側が跳ね上がり、吊り治具が大きく傾いた。この際、異常音が発生した。

このとき、設備担当者 A 及び受注者（A 社）監督者 B は、新しい吊り治

具の常設保管場所を確認するため D／G－B 室外に居たが、異常音を聞い
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て D／G－B 室へ戻った。 
設備担当者 A 及び受注者（A 社）監督者 B は、吊り治具が海側に傾い

た際に、作業を止めなかった（問題事象 1－3） 
また、本事象について通報連絡を行わなかった。 
更に、協力会社（B 社）班長 A は、傾いた吊り治具の修正を図ろうと

したが、その作業によって更に吊り治具が大きく傾き、No.7 シリンダヘ

ッドが落下し、インジケータコックが変形し、周辺機器が損傷した。（頂

上事象 1） 

 
5.1.3 分析対象とする頂上事象の選定 

5.2 項の時系列の整理の結果、再発を防止しなければならない事象として

「傾いた吊り治具の修正を図ろうとしたが、その作業によって更に吊り治具

が大きく傾き、No.7 シリンダヘッドが落下し、インジケータコックが変形し、

周辺機器が損傷した」を選定し、以下の項目を頂上事象とした。 
【頂上事象 1】 

非常用ディーゼル発電機 B 号機点検の際、No.7 シリンダヘッドが落下

し、インジケータコックが変形し、周辺機器が損傷した 

 
5.2  調達管理の不備 
5.2.1 分析手順 
文書類の調査については、非常用 DGB 号機シリンダヘッドインジケータコッ

クの変形に関する調達管理の不備に関連した文書、記録等について調査した。 
関係者の調査については、時系列等について調査した。 

 
5.2.2 時系列の整理 

5.2.1 項による文書類の調査及び関係者の調査を基に、「調達先の評価・選定

管理要領」に定める調達先の経営状況に関する評価に係る記録の不備ともんじ

ゅ調達プロセスの不備に関する状況を整理した。（添付資料－1.2「調達先の評

価・選定管理要領」に定める調達先の経営状況に関する評価に係る記録の不備

について（時系列）参照、添付資料－1.3 もんじゅ調達プロセスの不備について

(時系列）参照。） 
この時系列は、業務の流れに沿って、業務に携わった関係者が、どの様に関

わったかの事実関係を整理した。また、この時系列の中で今回の事象に関連す

ると考えられる問題点を抽出し、この問題点を 6.3.1 項の要因分析に反映した。 

 
（「調達先の評価・選定管理要領」に定める調達先の経営状況に関する評価に係
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る記録の不備） 
(1)調達先の経営状況に関する評価（平成 24 年 9 月 10 日～） 

契約部は、品質マネジメントシステム文書として管理されている「調達先の

評価・選定管理要領」を適用して調達先の経営状況に係る評価を明確にして実

施すべきであったが、品質マネジメントシステム文書として管理されていない

「競争参加者資格審査要領について（契約部通達）」（調達先の経営状況に関す

る評価及び再評価の方法、基準等が定められている。）を適用して、調達先の

経営状況に係る評価を実施していた。(問題事象 2－1) 
(2) 調達先の経営状況に関する評価の根拠とした記録の作成（平成 24 年 9 月 10
日～） 

契約部は、品質マネジメントシステム文書「調達先の評価・選定管理要領」

に基づき、国の競争契約の参加資格を取得している者である当該調達先を原子

力機構の競争参加資格有資格者としたが、当該調達先に対する経営状況に関す

る評価において、評価の根拠とした記録が品質記録として作成及び保存されて

いなかった。(問題事象 2－2) 
(3)引合先の選定に係る品質管理記録の作成（平成 27 年 7 月 3 日） 

調達課において引合先の選定に係る品質管理記録が作成及び保存されてい

なかった。(問題事象 2－3)  
(4) 「調達先の評価・選定管理要領」に定める調達先の経営状況に関する評価に

係る記録の不備が発生（平成 27 年 10 月 26 日） 
「調達先の評価・選定管理要領」に定める調達先の経営状況に関する評価に

係る記録の不備が発生した。（品質マネジメントシステム文書として管理され

ていない文書を適用して調達先の経営状況に関する評価を行い、その評価の記

録を作成しなかった。また、引合先の選定に係る記録を作成しなかった。） 

 
（もんじゅ調達プロセスの不備） 
(1)もんじゅ物品等調達管理要領の改正起案（平成 27 年 6 月 17 日） 

管理課は、保安規定及びＱＡＰで評価・再評価の基準を定めることを要求さ

れているにも関わらず、「もんじゅ物品等調達管理要領」に評価・再評価の基

準を明確に定めなかった。(問題事象 3－1) 
(2) もんじゅ物品等調達管理要領の改正（平成 27 年 6 月 23 日） 

再評価の仕組みについては、平成２７年６月の改正で新たに仕組みを規定し

たが、不適合管理の下で実施しなかった。(問題事象 3－2) 
(3)もんじゅの調達プロセスに不備（平成 27 年 9 月 16 日） 

もんじゅの調達プロセスにおいて調達先の評価／再評価基準が明確でなか

った。また、再評価については評価の仕組みがなかったことに対して、不適合



12 
 

管理せずに「もんじゅ物品等調達管理要領」の変更を行った。 

 
5.2.3 分析対象とする頂上事象の選定 

5.2.2 項の時系列の整理の結果、再発を防止しなければならない事象として以

下の項目を頂上事象とした。 
【頂上事象 2】 

「調達先の評価・選定管理要領」に定める調達先の経営状況に関する評価に

係る記録の不備が発生した。（品質マネジメントシステム文書として管理されて

いない文書を適用して調達先の経営状況に関する評価を行い、その評価の記録

も作成しなかった。また、引合先の選定に係る記録を作成しなかった。） 
【頂上事象 3】 

もんじゅの調達プロセスに不備があった。 
（もんじゅの調達プロセスにおいて調達先の評価/再評価基準が明確でなかった。

また、再評価については評価の仕組みがなかったことに対して、不適合管理せ

ずに「もんじゅ物品等調達管理要領」の変更を行った） 

 
6．分析の結果 
6.1 組織の要因の視点 

組織の要因の分析を進める過程で、組織の要因が重要な因子と考えられる事

項を抽出することとした。また、前述の SAFER の方法では、分析を進める

際の視点が示されていないため、組織の要因の分析の視点については、「国の

ガイドライン」に参考として示されている「根本原因分析における組織要因の

視点」及びその具体的な内容が示された旧独立行政法人 原子力安全基盤機構

(JNES) の組織要因表（JOFL：JNES Organizational Factors List）を参照

する。 
 

6.2 インジケータコックの変形 
6.2.1 「非常用ディーゼル発電機 B 号機点検の際、No.7 シリンダヘッドが落

下し、インジケータコックが変形し、周辺機器が損傷した」に関する分析の結

果 
5.1.3項で選定した【頂上事象1】「非常用ディーゼル発電機B号機点検の際、

No.7 シリンダヘッドが落下し、インジケータコックが変形し、周辺機器が損

傷した」に係る事象に対し、5.1.1 項及び 5.1.2 項を踏まえ要因を掘り下げる分

析を実施した。（添付資料－2.1 高速増殖原型炉もんじゅ非常用ディーゼル発

電機 B 号機シリンダヘッドインジケータコックの変形について（要因分析図）

参照） 
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この頂上事象に対する 3 つの問題事象に対して、以下の直接要因を明らかに

し、その背後にある組織の要因を分析した。 

 
（1） 問題事象 1－1 に関する要因分析 

受注者（A 社）の協力会社（B 社）がシリンダヘッドの吊り上げ・運搬用

に新たに製作した吊り治具は、トロリを使用するために吊り荷が端部に移動

する可能性があることを踏まえてストッパの取付位置の妥当性が確認されて

いなければならなかったが、新たな吊り治具のストッパの取付位置が適切で

なく、妥当性確認がなされないままに現場で使用され、吊り荷が端部に移動

した際に重心がずれて傾く構造となっていた（問題事象 1－1） 

直接要因 1－1 
もんじゅにおける「もんじゅ物品等調達管理要領（請負契約にかかわる一般仕

様書）」では、受注者に対し、工事計画認可の対象機器を取り扱う揚重作業で使用

する治具をもんじゅ専用として新たに製作する場合、製作する旨を原子力機構担

当者に連絡し、受注者として製作管理を行わなければならないことを要求事項と

して明記するべきであったが、明記していなかったため吊り荷がずれた際に傾く

構造の吊り治具が納入された 

○直接要因 1－1 の組織の要因 
直接要因 1－1 に示す「もんじゅ物品等調達管理要領（請負契約にかかわ

る一般仕様書）」の文書所管は、管理課であり、要求がないと管理課は見直し

を実施しない。このため、見直しの要求をすべき機械保修課の設備担当者及

び管理職が要望しなかったという視点で分析すると、組織の要因として「も

んじゅでは「もんじゅ物品等調達管理要領（請負契約にかかわる一般仕様書、

請負契約仕様書記載要領）」において、保守点検に伴い揚重作業で使用する治

具をもんじゅ専用として新たに製作する場合等を考慮し、受注者から製作す

る旨の連絡が必要であること及び受注者が製作管理を行うことを引合仕様書

に明記するよう規定すべきであったが、製作管理を想定した要求事項が不足

していた等、QMS 文書の定期レビューや見直しによって要領類を維持管理す

る意識が不足していた」（組織の要因 1－1）が挙げられる。 

 

直接要因 1－2  
設備担当者 A は、準備段階で作業要領書等のレビューを通して作業手順の記

述が不十分であると認識し、受注者及び協力会社より作業手順を確認すること

で、新しい吊具を使用することを聞き出すべきであったが、そのような行為は行

われず新しい吊具は妥当性確認がなされないままに現場で使用された 

○直接要因 1－2 の組織の要因 
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設備担当者 A が担当者として、自ら作業手順を把握して受注者の管理を行う

との視点から、「もんじゅは、過去の非常用 DGＣ号機シリンダライナーのひび

割れに係るＲＣＡ結果を踏まえた対策の提言「請負業者及び協力会社の作業員

の力量が前年度と同じであると期待することなく、「常に問いかける姿勢」に

関する取り組みを推進するとともに、もんじゅ、請負業者、協力会社間のコミ

ュニケーションの場を充実させ、情報共有や要求事項の伝達を適切に行ってい

く」に従い受注者とのコミュニケーションを図るべきであったが、その対策が

実行されておらず、機械保修課は、作業要領書の文書レビューや承認が形式的

であり、その妥当性確認が不十分であった」（組織の要因 1－2）が挙げられる。

これは、非常用 DG のシリンダライナーのひび割れ事象の再発である。 
また、管理・監督者からの要因としては、次の 2 つが挙げられる。 

① 「機械保修課管理職は、機械 2 チームのチームリーダーの課題（多忙でチー

ム内を統率できない）を確認して、適切にフォローをすべきであったが、担

当者等に業務を任せっきりにしてチームの計画や実施結果を自ら確認して

おらず、ラインとしてのフォローやチェックができていなかった」（組織の

要因 1－3） 
その他、設備担当者 A は、今年度に初めて担当者になったことから、次に示

す引継ぎ等に関する要因もあった。 
② 「プラント保全部では、出向者が多く頻繁に人が入れ替わることを考慮して、

業務の着実な伝承ができるように、年度の初めに業務の引継ぎを計画して、

十分な期間を確保するとともに、作業内容の把握を確実にしておくべきであ

ったが、引継ぎ計画がなく不十分な引継ぎになり段取りが不足していた」（組

織の要因 1－4） 
③ 「機械保修課は、毎年度実施される点検作業の継続的な維持・向上を図るた

めに、受注者からの報告書を活用して、新たな知見や点検経験を蓄積すると

ともに、それを引継書に反映するべきであったが、そのような改善につなげ

る取組みがなかった」（組織の要因 1－5） 
④ 「機械保修課長は、3H 作業について、現場作業の経験に基づき理解できる

よう、OJT 等を行い課員に周知、理解させる教育をすべきであるが、設備

担当者Aが点検作業における3H作業は受注者から報告があるものと誤認し

ており、作業管理における 3H 作業等基本事項を担当者に十分理解させる取

組みを行っていなかった」(組織の要因 1－6） 

 
 

（2） 問題事象 1－2 に関する要因分析 
設備担当者Ａは、新たな吊り治具を使用することが作業手順の変更（3Ｈ作
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業）に該当すると判断できず、作業を止めなかった。(問題事象 1－2)  

直接要因 1－3 
もんじゅの「作業要領書標準記載要領」では、工事計画認可の対象機器の点検

等でもんじゅ専用の治具を用いて揚重作業を実施する場合の作業手順及び注意事

項を明確にし、その手順に変更が生じた場合、3H 作業に該当することを明記す

るべきであったが、工事計画認可の対象機器の点検等でもんじゅ専用の治具を用

いて揚重作業を実施する場合の作業手順及び注意事項を具体的に記載することを

明記していなかった 

○直接要因 1－3 の組織の要因 
文書所管は保全管理課であり、機械保修課からの要望がないと変更できな

いという視点から、「もんじゅの「作業要領書標準記載要領」において、工事

計画認可の対象機器を取り扱う揚重作業で使用する治具をもんじゅ専用とし

て新たに製作する場合、製作する旨を原子力機構担当者に連絡し、受注者と

して製作管理を行うことを明記して引合仕様書に記載させるようにすべきで

あったが、調達先が 3H 作業を理解できないことを想定する等、QMS 文書の

定期レビューや見直しによって要領類を維持管理する意識が不足していた」

（組織の要因 1－7）が挙げられる。 

 

直接要因 1－4 
設備担当者 A は、どのような作業が 3H 作業に該当するかを理解しておくべ

きであったが、当該担当者が受けていた教育は 3H 作業に該当した場合に受注

者の行ったレビューに対する妥当性を確認する方法であり、どのような作業が

3H 作業に該当するかの具体例を教育されていなかった 

○直接要因 1－4 の組織の要因 
設備担当者Aが3H作業の教育を受けているが具体例が教育されていなかっ

たとの視点から、「作業管理に係る教育内容が不十分」（組織の要因 1－6 再掲）

が挙げられる。 

 

直接要因 1－5 
設備担当者 A は、現場で受注者（A 社）から新たな吊具を使用して作業を実

施することを伝えられた際、新たな吊具を使用することが手順の変更に該当す

ると認識できなかった 

○直接要因 1－5 の組織の要因 
3H 作業を認識することができなかったかの視点から考えると、「受注者と

のコミュニケーション不適切」（組織の要因 1－2 再掲）が挙げられる。 
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(3) 問題事象 1－3 に関する要因分析 

設備担当者 A 及び受注者（A 社）監督者 B は、吊り治具が海側に傾いた際

に、作業を止めなかった(問題事象 1－3) 

直接要因 1－6 
もんじゅにおける「もんじゅ物品等調達管理要領（請負契約にかかわる一般仕

様書）」においては、受注者に対して“予定外（計画外）の作業方法に基づく作業

は禁止とする”ことを TBM 及び KY の中で十分に認識させることを要求するべき

であったが、具体的な要求として明記されておらず、吊り治具が海側に傾いたこ

とが予定外（計画外）作業となったことを認識できず、作業を禁止できなかった

○直接要因 1－6 の組織の要因 
受注者が「予定外（計画外）作業」を十分な理解をしているのを前提とし

ていたので、「もんじゅは、「もんじゅ物品等調達管理要領（請負契約にかか

わる一般仕様書）」において、受注者に対して、異常時の初動対応（“予定外

（計画外）の作業方法に基づく作業は禁止とする”こと等）を規定すべきであ

ったが、安全統一ルールとの整合性等の QMS 文書の定期レビューや見直し、

要領類の維持管理が不足していた」（組織の要因 1－8）が挙げられる。 

 

直接要因 1－7 
もんじゅにおいては、正常でない（通常と異なる）場合、又は異常であるかも

知れないと感じた場合に連絡する訓練を受注者に対して実施しておくべきであっ

たが、通報・連絡方法の周知のみであった 

○直接要因 1－7 の組織の要因 
設備担当者 A は、受注者（A 社）に対し、通報連絡に関する教育・訓練を

実施して、受注者が理解しているかを確認する点について、「もんじゅは、過

去の非常用ＤＧＣ号機シリンダライナーのひび割れに係るＲＣＡ結果を踏ま

えた対策の提言「作業上の些細なことであっても、報告、連絡、相談する仕

組みを作り、習慣化することが必要である。」に対する対策（安全管理強化と

してのメーカとの一体化の意識強化）が有効に機能していなかった。」（組織

の要因 1－9）が挙げられる。 

 

直接要因 1－8 
設備担当者 A は、「作業要領書標準記載要領」に従って“予定外（計画外）の作

業方法による作業は禁止とする”行動を取るべきであったが、吊り治具が傾いた時

点で予定外（計画外）作業になることを理解できておらず、吊り治具が海側に傾

いた際に、作業を禁止する指示を行わなかった  
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○直接要因 1－8 の組織の要因 
設備担当者 A は、予定外（計画外）作業の理解について、吊り治具が海側

に傾いた異常が認識できたかという点で、「機械保修課長は、異常に伴う措置

が予定外作業であることについて、課員に周知、理解させるための OJT 等を

行い教育して作業管理を行うべきであったが、設備担当者 A は、予定外作業

は受注者が報告するものと誤認している等、作業立会者の職務や作業管理に

おける留意事項が明確になっていない」（組織の要因 1－10）が挙げられる。 

直接要因 1－9 
機械保修課ＴＬ及び機械保修課長は、設備担当者 A に対し、予定外（計画外）

作業を止めることを徹底しておくべきであったが、「作業要領書標準記載要領」の

教育の中で実施されていると考えていたため、徹底していなかった 

○直接要因 1－9 の組織の要因 
機械保修課 TL 及び機械保修課長が「予定外（計画外）作業」を設備担当

者 A に徹底できたかという点から、「作業管理に係る教育内容が不十分」（組

織の要因 1－10 再掲）が挙げられる。 

 

直接要因 1－10 
設備担当者 A は、「高速増殖炉研究開発センター安全統一ルール」に記載され

ている“異常であるかも知れないと感じた場合、構内異常時通報連絡体制に基づき

連絡する”との行動を実効的にするために現場で何かあった場合に連絡するとの

訓練を受けておくべきであったが、訓練を受けておらず、実践できなかった 

○直接要因 1－10 の組織の要因 
設備担当者Aが構内異常時通報連絡体制に基づき連絡する訓練を受けてか

いなかったことについては、「プラント保全部は、保守管理における異常時対

応訓練を行うべきであったが、「もんじゅ教育訓練要領」には運転管理におけ

る異常時対応しか明記されておらず、保修担当課で独自に異常時訓練を行う

仕組みがなかった」（組織の要因 1－11）が挙げられる。 

 

直接要因 1－11 
機械保修課ＴＬ及び機械保修課長は、設備担当者 A に対し“異常であるかもし

れないと感じた場合”として、立ち止まり連絡を行うことを徹底しておくべきであ

ったが、毎週通報連絡三原則の唱和を実施しているので十分であると考えていた

ため、徹底していなかった 

○直接要因 1－11 の組織の要因 
「保守管理における異常時対応が不十分」(組織の要因 1－11 再掲）が挙げ

られる。 
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6.2.2 組織の要因の検討（改善すべき組織の要因の決定） 

(1) 6.2.1 項の要因分析を踏まえ、国のガイドラインの「根本原因分析における

組織要因の視点」、「JNES の組織要因表（JOFL）」を参考に、抽出した要因

（組織の要因）を分類、整理した。その結果、組織の要因 1－1 から組織の

要因 1－11 は中間管理要因に該当した。 

 
(2) 中間管理要因 

① 組織の要因 1－1：もんじゅでは「もんじゅ物品等調達管理要領（請負契

約にかかわる一般仕様書、請負契約仕様書記載要領）」において、保守点

検に伴い揚重作業で使用する治具をもんじゅ専用として新たに製作する

場合等を考慮し、受注者から製作する旨の連絡が必要であること及び受注

者が製作管理を行うことを引合仕様書に明記するよう規定すべきであっ

たが、製作管理を想定した要求事項が不足していた等、QMS 文書の定期

レビューや見直しによって要領類を維持管理する意識が不足していた(新
しい治具の持込みルールの不足 JOFL 4-2-3 ルールの維持管理） 

② 組織の要因 1－2：もんじゅは、過去の非常用 DGC 号機シリンダライナ

ーのひび割れに係る RCA 結果を踏まえた対策の提言「請負業者及び協力

会社の作業員の力量が前年度と同じであると期待することなく、「常に問

いかける姿勢」に関する取り組みを推進するとともに、もんじゅ、請負業

者、協力会社間のコミュニケーションの場を充実させ、情報共有や要求事

項の伝達を適切に行っていく」に従い受注者とのコミュニケーションを図

るべきであったが、その対策が実行されておらず、機械保修課は、作業要

領書の文書レビューや承認が形式的であり、その妥当性確認が不十分であ

った(受注者とのコミュニケーション不適切 JOFL  4-6-1 協力会社との

コミュニケーション） 
③ 組織の要因 1－3：機械保修課管理職は、機械 2 チームのチームリーダー

の課題（多忙でチーム内を統率できない）を確認して、適切にフォローを

すべきであったが、担当者等に業務を任せっきりにしてチームの計画や実

施結果を自ら確認しておらず、ラインとしてのフォローやチェックができ

ていなかった（課内における役割・責任が不十分 JOFL 4-7-1 役割・責

任） 
④ 組織の要因 1－4: プラント保全部では、出向者が多く頻繁に人が入れ替

わることを考慮して、業務の着実な伝承ができるように、年度の初めに業

務の引継ぎを計画して、十分な期間を確保するとともに、作業内容の把握

を確実にしておくべきであったが、引継ぎ計画がなく不十分な引継ぎにな
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り段取りが不足していた（出向者の引継ぎ管理が不十分 JOFL 4-9-3 工
程・計画） 

⑤ 組織の要因 1－5: 機械保修課は、毎年度実施される点検作業の継続的な

維持・向上を図るために、受注者からの報告書を活用して、新たな知見や

点検経験を蓄積するとともに、それを引継書に反映するべきであったが、

そのような改善につなげる取組みがなかった(引継ぎ時の技術の伝承が不

十分 JOFL 4-3-2 技術伝承） 
⑥ 組織の要因 1－6: 機械保修課長は、3H 作業について、現場作業の経験に

基づき理解できるよう、OJT 等を行い課員に周知、理解させる教育をす

べきであるが、設備担当者 A が点検作業における 3H 作業は受注者から

報告があるものと誤認しており、作業管理における 3H 作業等基本事項を

担当者に十分理解させる取組みを行っていなかった。(作業管理に係る教

育内容が不十分 JOFL 4-7-4 教育・訓練） 
⑦ 組織の要因 1－7: もんじゅの「作業要領書標準記載要領」において、工

事計画認可の対象機器を取り扱う揚重作業で使用する治具をもんじゅ専

用として新たに製作する場合、製作する旨を原子力機構担当者に連絡し、

受注者として製作管理を行うことを明記して引合仕様書に記載させるよ

うにすべきであったが、調達先が 3H 作業を理解できないことを想定する

等、QMS 文書の定期レビューや見直しによって要領類を維持管理する意

識が不足していた(新しい治具の持込みルールの不足 JOFL 4-2-3 ルー

ルの維持管理） 
⑧ 組織の要因 1－8: もんじゅは、「もんじゅ物品等調達管理要領（請負契約

にかかわる一般仕様書）」において、受注者に対して、異常時の初動対応

（“予定外（計画外）の作業方法に基づく作業は禁止とする”こと等）を規

定すべきであったが、安全統一ルールとの整合性等の QMS 文書の定期レ

ビューや見直し、要領類の維持管理が不足していた(要領類の維持管理不

足 JOFL 4-2-3 ルールの維持管理） 
⑨ 組織の要因 1－9: もんじゅは、過去の非常用 DGC 号機シリンダライナー

のひび割れに係る RCA 結果を踏まえた対策の提言「作業上の些細なこと

であっても、報告、連絡、相談する仕組みを作り、習慣化することが必要

である。」に対する対策（安全管理強化としてのメーカとの一体化の意識

強化）が有効に機能していなかった(受注者との間の報告・連絡・相談す

る仕組みの欠如 JOFL 4-5-2 報告する文化） 
⑩ 組織の要因 1－10: 機械保修課長は、異常に伴う措置が予定外作業である

ことについて、課員に周知、理解させるための OJT 等を行い教育して作

業管理を行うべきであったが、設備担当者 A は、予定外作業は受注者が
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報告するものと誤認している等、作業立会者の職務や作業管理における留

意事項が明確になっていない（作業管理に係る教育内容が不十分 JOFL 
4-7-4 教育・訓練） 

⑪ 組織の要因 1－11: プラント保全部は、保守管理における異常時対応訓練

を行うべきであったが、「もんじゅ教育訓練要領」には運転管理における

異常時対応しか明記されておらず、保修担当課で独自に異常時訓練を行う

仕組みがなかった（保守管理における異常時対応が不十分 JOFL 4-7-4 
教育・訓練） 

 
6.2.3 過去の RCA 等の調査結果との比較 

過去に実施された「保守管理上の不備」における RCA の調査結果からの

反映事項について、今般の「非常用ディーゼル発電機 B 号機点検の際、No.7
シリンダヘッドが落下し、インジケータコックが変形し、周辺機器が損傷し

た。」の再発防止策へ反映すべき事項として以下の 5 項目が考えられる。 
① 「4-2-3 ルールの維持管理」の問題 
② 「4-7-1 役割・責任」の問題 
③ 「4-9-3 工程・計画」の問題 
④ 「4-3-2 技術伝承」の問題 
⑤ 「4-7-4 教育・訓練」の問題 
一方で、過去の類似事象として「高速増殖原型炉もんじゅ非常用 DGC 号

機シリンダライナーのひび割れに係る RCA」の再発事象として次のものが挙

げられる。 
⑥ 「4-6-1 協力会社とのコミュニケーション」の問題 
⑦ 「4-5-2 報告する文化」の問題 

 
6.2.4 「27 原機（も）293」での直接要因に関連する背後要因の候補の整合

性 
平成 27 年 9 月 29 日に「27 原機（も）293」で「直接要因に関連する背後

要因の候補」を次のように示している。 
① 受注者と協力会社のコミュニケーションに対する機構の調達要求事項

について 
② 「調達先の評価・選定管理要領」にて定める敦賀事業本部及びもんじ

ゅで行われている評価・再評価の方法又は再評価の実施について 
③ 「もんじゅ物品等調達管理要領」に定める引合先の品質管理評価の方

法について 
④ 受注者から提出される「品質保証計画書」に対する機構の審査状況に
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ついて 
これらの背後要因の候補と今般の RCA での組織の要因と比較して、要因

の是非を次にまとめた。 
(1) 受注者と協力会社のコミュニケーションに対する機構の調達要求事項

について 
受注者と協力会社のコミュニケーションに対する機構の調達要求事

項は、「もんじゅは、過去の非常用 DGC 号機シリンダライナーのひび

割れに係る RCA 結果を踏まえた対策の提言「請負業者及び協力会社の

作業員の力量が前年度と同じであると期待することなく、「常に問いか

ける姿勢」に関する取り組みを推進するとともに、もんじゅ、請負業

者、協力会社間のコミュニケーションの場を充実させ、情報共有や要

求事項の伝達を適切に行っていく」に従い受注者とのコミュニケーシ

ョンを図るべきであったが、その対策が実行されておらず、機械保修

課は、作業要領書の文書レビューや承認が形式的であり、その妥当性

確認が不十分であった。」（組織の要因 1－2）の再発になり、今般の組

織の要因に含まれる。 

 
(2) 「調達先の評価・選定管理要領」にて定める敦賀事業本部及びもんじ

ゅで行われている評価・再評価の方法又は再評価の実施について 
「調達先の評価・選定管理要領」にて定める敦賀事業本部及びもん

じゅで行われている評価・再評価の方法又は再評価の実施について、

今回の組織の要因の中には含まれない。 

 
(3) 「もんじゅ物品等調達管理要領」に定める引合先の品質管理評価の方

法について 
「もんじゅ物品等調達管理要領」に定める引合先の品質管理評価に

ついて、今回の組織の要因の中には含まれない。 

 
(4) 受注者から提出される「品質保証計画書」に対する機構の審査状況に

ついて 
設備担当者 A は、契約締結が作業開始日の前日であるため、要領書

は読み合わせのみで、現地品質保証計画書及び安全対策計画書は目を

通す程度の確認で、十分な作業内容の把握を行わなかった。その組織

の要因は、組織の要因 1－2（受注者とのコミュニケーション不適切）

及び組織の要因 1－3（課内における役割・責任が不十分）となり、今

般の組織の要因に含まれる。 
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平成 27 年 9 月 29 日の「27 原機（も）293」の背後要因の候補から、受

注者と協力会社のコミュニケーションに対する機構の調達要求事項につい

て及び受注者から提出される「品質保証計画書」に対する機構の審査状況に

ついては今般の組織の要因に含まれる。一方で、「調達先の評価・選定管理

要領」にて定める敦賀事業本部及びもんじゅで行われている評価・再評価の

方法又は再評価の実施について及び「もんじゅ物品等調達管理要領」に定め

る引合先の品質管理評価の方法については今般の組織の要因の中には含ま

れないことを確認した。 

 
 

6.2.5 対策の提言 
6.2.1 の要因分析及び 6.2.2 の組織の要因の検討を踏まえ、組織の要因を防

止するために必要な対策を以下のとおり提言する。また、直接要因及び組織の

要因とその対策の関係を整理した（添付資料－3.1 高速増殖原型炉もんじゅ非

常用ディーゼル発電機 B 号機シリンダヘッドインジケータコックの変形の根

本原因分析結果の整理表 参照）。なお、「高速増殖原型炉もんじゅにおける点

検間隔等の変更に係る保守管理上の不備に関する根本原因分析結果の報告書」

（以下「RCA 報告書」という。）で抽出した「組織の要素を含む背後要因」及

び「対策の提言」と同様の内容であるか、その関連性を確認した。 

 

組織の要因 1－1 
もんじゅでは「もんじゅ物品等調達管理要領（請負契約にかかわる一般仕様書、

請負契約仕様書記載要領）」において、保守点検に伴い揚重作業で使用する治

具をもんじゅ専用として新たに製作する場合等を考慮し、受注者から製作する

旨の連絡が必要であること及び受注者が製作管理を行うことを引合仕様書に

明記するよう規定すべきであったが、製作管理を想定した要求事項が不足して

いた等、QMS 文書の定期レビューや見直しによって要領類を維持管理する意

識が不足していた〈新しい治具の持込みルールの不足：JOFL 4-2-3 ルールの

維持管理〉 

【対策の提言－1】 
「もんじゅ物品等調達管理要領（請負契約にかかわる一般仕様書、請負契

約仕様書記載要領）」、「作業要領書標準記載要領」の要領類について、保守点

検に伴う治具等の製作管理、異常時の初動対応を要求事項として明確化する

等、QMS 文書の定期レビューや見直しによって要領類の維持管理を行うこと。 
この組織の要因は、RCA 報告書の組織の要素を含む背後要因 1-⑦に準ずる。

また、この対策の提言は、RCA 報告書の対策の提言「(1)④ⅰ」に準ずる。 
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組織の要因 1－2 
もんじゅは、過去の非常用 DGC 号機シリンダライナーのひび割れに係る RCA
結果を踏まえた対策の提言「請負業者及び協力会社の作業員の力量が前年度と

同じであると期待することなく、「常に問いかける姿勢」に関する取り組みを

推進するとともに、もんじゅ、請負業者、協力会社間のコミュニケーションの

場を充実させ、情報共有や要求事項の伝達を適切に行っていく」に従い受注者

とのコミュニケーションを図るべきであったが、その対策が実行されておら

ず、機械保修課は、作業要領書の文書レビューや承認が形式的であり、その妥

当性確認が不十分であった〈受注者とのコミュニケーション不適切：JOFL 
4-6-1 協力会社とのコミュニケーション〉 

【対策の提言－2】 
もんじゅは、過去の非常用 DGC 号機シリンダライナーのひび割れ対策

（安全管理強化）が有効に機能していないことを考慮し、もんじゅ、請負業

者、協力会社間のコミュニケーションの場を充実させ、情報共有や要求事項

の伝達を適切に行うため、実施体制、３Ｈ作業等の有無等確認すべきポイン

トについて抜け落ちなくチェックリストにする等して、受注者とのコミュニ

ケーションを確実にすること。 
この組織の要因は、非常用 DGC 号機シリンダライナーのひび割れに係る

RCA 結果で得られた組織の要因の再発であり、対策の提言もその内容を拡

充したものである。 

 

組織の要因 1－3 
機械保修課管理職は、機械 2 チームのチームリーダーの課題（多忙でチーム内

を統率できない）を確認して、適切にフォローをすべきであったが、担当者等

に業務を任せっきりにしてチームの計画や実施結果を自ら確認しておらず、ラ

インとしてのフォローやチェックができていなかった<課内における役割・責

任が不十分：JOFL 4-7-1 役割・責任> 

【対策の提言－3】 
機械保修課は、管理職とチームリーダー、チームリーダーと担当者間の

報告・連絡・相談の徹底によって、課及び各チームの業務管理表に基づく業

務進捗や課題を把握・管理し、フェイストゥフェイスでの指導・支援を強化

すること。 
この組織の要因は、RCA 報告書の組織の要素を含む背後要因 1-⑱に準ず

る。また、この対策の提言は、RCA 報告書の対策の提言「(1)⑥ⅰ」に準ず

る。 
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組織の要因 1－4 
プラント保全部では、出向者が多く頻繁に人が入れ替わることを考慮して、業

務の着実な伝承ができるように、年度の初めに業務の引継ぎを計画して、十分

な期間を確保するとともに、作業内容の把握を確実にしておくべきであった

が、引継ぎ計画がなく不十分な引継ぎになり段取りが不足していた<出向者の

引継ぎ管理が不十分：JOFL 4-9-3 工程・計画> 

【対策の提言－4】 
プラント保全部の各課長は、事前に予定される出向者の引継ぎにあたっ

ては、早い段階で引継ぎに関する必要事項(引継書作成・管理マニュアル等

の記載事項） を明確にし、前後担当者が線接触を行える等適切に検討され

た引継ぎ計画を策定し、関係者間で引継ぎに関する情報の共有を図る仕組み

を整えること。 
この組織の要因は、RCA 報告書の組織の要素を含む背後要因 1-㉗に準ず

る。また、この対策の提言は、RCA 報告書の対策の提言の「(1)③ⅱ」に準

ずる。 

 

組織の要因 1－5 
機械保修課は、毎年度実施される点検作業の継続的な維持・向上を図るために、

受注者からの報告書を活用して、新たな知見や点検経験を蓄積するとともに、

それを引継書に反映するべきであったが、そのような改善につなげる取組みが

なかった<引継時の技術の伝承が不十分：JOFL 4-3-2 技術伝承> 

【対策の提言－5】 
プラント保全部の各課長は、短期間に出向者が交代する「もんじゅ」の

事情に対応して、誤作業や見落とし等を防止し保全技術を継承していけるよ

う、点検要領書の標準化・整備を計画的に進めること。また後継者に円滑な

引継ができるよう、受注者による作業状況や作業の重要ポイント等を写真等

を活用して分かり易くまとめた引継書を策定し引き継ぎを行うこと。 
この組織の要因は、RCA 報告書の組織の要素を含む背後要因 1-㉘に準ず

る。また、この対策の提言は、RCA 報告書の対策の提言「(3)①ⅳ」に準ず

る。 

 

組織の要因 1－6 
機械保修課長は、3H 作業について、現場作業の経験に基づき理解できるよう、

OJT 等を行い課員に周知、理解させる教育をすべきであるが、設備担当者 A
が点検作業における 3H 作業は受注者から報告があるものと誤認しており、作



25 
 

業管理における 3H 作業等基本事項を担当者に十分理解させる取組みを行って

いなかった<作業管理に係る教育内容が不十分：JOFL 4-7-4 教育・訓練> 

【対策の提言－6】 
プラント保全部の各課長は、課内教育の一環として、作業管理における基

本事項を理解させる目的で、3H 作業に関すること、異常に伴う措置が予定

外作業になること、予定外作業の禁止、異常発生時の作業停止等の訓練を

OJT 等により、教育すること。 
この組織の要因は、RCA 報告書の組織の要素を含む背後要因 2-④に準ず

る。また、この対策の提言は、RCA 報告書の対策の提言「(3)③ⅳ」に準ず

る。 

 

組織の要因 1－7 
もんじゅの「作業要領書標準記載要領」において、工事計画認可の対象機器を

取り扱う揚重作業で使用する治具をもんじゅ専用として新たに製作する場合、

製作する旨を原子力機構担当者に連絡し、受注者として製作管理を行うことを

明記して引合仕様書に記載させるようにすべきであったが、調達先が 3H 作業

を理解できないことを想定する等、QMS 文書の定期レビューや見直しによっ

て要領類を維持管理する意識が不足していた<新しい治具の持込みルールの不

足：JOFL 4-2-3 ルールの維持管理> 

【対策の提言－7】 
「もんじゅ物品等調達管理要領（請負契約にかかわる一般仕様書、請負契

約仕様書記載要領）」、「作業要領書標準記載要領」の要領類について、記載

が無くても受注者が製作管理を行うことは常識であると考えるのではなく、

受注者は記載がなければ行わないと想定して、QMS 文書の定期レビューや

見直しによって要領類の維持管理を行うこと。 
この組織の要因は、RCA 報告書の組織の要素を含む背後要因 1-⑦に準ず

る。また、この対策の提言は、RCA 報告書の対策の提言「(1)④ⅰ」に準ず

る。(組織の要因 1－1 再掲) 

 

組織の要因 1－8 
もんじゅは、「もんじゅ物品等調達管理要領（請負契約にかかわる一般仕様書）」

において、受注者に対して、異常時の初動対応（“予定外（計画外）の作業方法

に基づく作業は禁止とする”こと等）を規定すべきであったが、安全統一ルール

との整合性等の QMS 文書の定期レビューや見直し、要領類の維持管理が不足

していた<要領類の維持管理不足：JOFL 4-2-3 ルールの維持管理> 

【対策の提言－8】 
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「もんじゅ物品等調達管理要領（請負契約にかかわる一般仕様書、請負契

約仕様書記載要領）」、「作業要領書標準記載要領」の要領類について、記載

が無くても受注者が製作管理を行うことは常識であると考えるのではなく、

受注者は記載がなければ行わないと想定して、QMS 文書の定期レビューや

見直しによって要領類の維持管理を行うこと。 
この組織の要因は、RCA 報告書の組織の要素を含む背後要因 1-⑦に準ず

る。また、この対策の提言は、RCA 報告書の対策の提言「(1)④ⅰ」に準ず

る。(組織の要因 1－1 再掲) 

 

組織の要因 1－9 
もんじゅは、過去の非常用 DGC 号機シリンダライナーのひび割れに係る RCA
結果を踏まえた対策の提言「作業上の些細なことであっても、報告、連絡、相

談する仕組みを作り、習慣化することが必要である。」に対する対策（安全管

理強化としてのメーカとの一体化の意識強化）が有効に機能していなかった<
受注者との間の報告・連絡・相談する仕組みの欠如：JOFL 4-5-2 報告する文

化> 

【対策の提言－9】 
もんじゅは、過去の非常用DGC号機シリンダライナーのひび割れ対策（安

全管理強化）が有効に機能していないことを考慮し、もんじゅ、請負業者、

協力会社間のコミュニケーションの場を充実させ、情報共有や要求事項の伝

達を適切に行うため、実施体制、3H 作業等の有無等確認すべきポイントに

ついて抜け落ちなくチェックリストにする等して、受注者とのコミュニケー

ションを確実にすること。 
この組織の要因は、非常用 DGC 号機シリンダライナーのひび割れに係る

RCA 結果の再発であり、対策の提言もその内容を拡充したものである。(組
織の要因 1－2 再掲) 

 

組織の要因 1－10 
機械保修課長は、異常に伴う措置が予定外作業であることについて、課員に周

知、理解させるための OJT 等を行い教育して作業管理を行うべきであったが、

設備担当者 A は、予定外作業は受注者が報告するものと誤認している等、作業

立会者の職務や作業管理における留意事項が明確になっていない<作業管理に

係る教育内容が不十分：JOFL 4-7-4 教育・訓練> 

【対策の提言－10】 
プラント保全部の各課長は、課内教育の一環として、作業管理における

基本事項を理解させる目的で、3H 作業に関すること、異常に伴う措置が予
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定外作業になること、予定外作業の禁止、異常発生時の作業停止等の訓練を

OJT 等により、教育すること。(組織の要因 1－6 再掲) 
この組織の要因は、RCA 報告書の組織の要素を含む背後要因 2-④に準ず

る。また、この対策の提言は、RCA 報告書の対策の提言「(3)③ⅳ」に準ず

る。 

組織の要因 1－11 
プラント保全部は、保守管理における異常時対応訓練を行うべきであったが、

「もんじゅ教育訓練要領」には運転管理における異常時対応しか明記されてお

らず、保修担当課で独自に異常時訓練を行う仕組みがなかった<保守管理対応

における異常時対応が不十分：JOFL 4-7-4 教育・訓練〉 

【対策の提言－11】 
プラント保全部の各課は、課内教育の一環として、作業管理における基

本事項を理解させる目的で、3H 作業に関すること、異常に伴う措置が予定

外作業になること、予定外作業の禁止、異常発生時の作業停止等の訓練を

OJT 等により、教育すること。(組織の要因 1－6 再掲) 
この組織の要因は、RCA 報告書の組織の要素を含む背後要因 1-②に準ず

る。また、この対策の提言は、RCA 報告書の対策の提言「(3)③ⅳ」に準ず

る。 

 
6.3  調達管理の不備 
分析方法は、「調達先の評価・選定管理要領」に定める調達先の経営状況に関

する評価に係る記録の不備ともんじゅ調達プロセスの不備に分けて、組織の要

因を抽出する。 

 
6.3.1「調達先の評価・選定管理要領」に定める調達先の経営状況に関する評価

に係る記録の不備が発生したことに関する分析 
5.2.3 項で選定した【頂上事象 2】『「調達先の評価・選定管理要領」に定める

調達先の経営状況に関する評価に係る記録の不備が発生した。（品質マネジメン

トシステム文書として管理されていない文書を適用して調達先の経営状況に関

する評価を行い、その評価の記録も作成しなかった。また、引合先の選定に係

る記録を作成しなかった。）』に対し、分析を実施した（添付資料－2.2「調達先

の評価・選定管理要領」に定める調達先の経営状況に関する評価に係る記録の

不備について（要因分析図）参照）。 
この頂上事象に対する 3 つの問題事象の直接要因に対して、その背後にある

組織の要因を分析した。 
(1) 問題事象 2－1 に関する要因分析 
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契約部は、品質マネジメントシステム文書として管理されている「調達先の

評価・選定管理要領」を適用して調達先の経営状況に係る評価を明確にして実

施すべきであったが、品質マネジメントシステム文書として管理されていない

「競争参加者資格審査要領について（契約部通達）」（調達先の経営状況に関す

る評価及び再評価の方法、基準等が定められている。）を適用して、調達先の経

営状況に係る評価を実施していた（問題事象 2－1） 

直接要因 2－1 
契約部は、調達先の経営状況に関する評価及び再評価の方法、基準等を品質マ

ネジメントシステム文書として明確にすべきであったが、品質マネジメントシ

ステム文書としている「調達先の評価・選定管理要領」に明確にしていなかっ

た 

契約部は「調達先の評価・選定管理要領」のレビューにあたって QMS にお

ける留意点を明確にした上でレビューすべきであったが、理解と知識が不足し

ており、十分なレビューができなかった。 
これは、契約部は、QMS についての教育として、JEAC4111 の概要等につ

いての教育は受講していたが、保安規定、QAP、「調達先の評価・選定管理要

領」等に基づく調達プロセスについて十分な教育を受けていなかったためであ

った。 
この組織の要因として、契約部及び調達課はQMSの教育として、JEAC4111、

保安規定、QAP、「調達先の評価・選定管理要領」等に基づく調達プロセスに

ついて、系統立った教育を行って、文書レビューのやり方を含め QMS の理解

を深めさせるべきであったが、JEAC4111 の概要教育等の個別の教育のみで

あり、QMS を理解するための教育を実施していなかった。（組織の要因 2－1）
ことが挙げられる。 
また、安全・核セキュリティ統括部は、管理責任者の下で契約部での QMS

の実施状況のチェックを行い必要に応じて契約部を指導することが望ましか

ったが、その取組みが十分でなかった（組織の要因 2－2）ことが挙げられる。 

 
(2) 問題事象 2－2 に関する要因分析 

契約部は、品質マネジメントシステム文書「調達先の評価・選定管理要領」

に基づき、国の競争契約の参加資格を取得している者である当該調達先を原子

力機構の競争参加資格有資格者としたが、当該調達先に対する経営状況に関す

る評価において、評価の根拠とした記録が品質記録として作成及び保存されて

いなかった（問題事象 2－2） 

直接要因 2－2 
契約部は、品質マネジメントシステム文書「調達先の評価・選定管理要領」（契
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約部契約調整課作成）及び「競争参加者資格審査要領について（契約部通達）」

において、国の競争契約の参加資格を取得している者に対する経営状況に関す

る評価記録の作成及び保存の必要性を記載していなかった 

契約部は、公開され公知である国の競争契約の参加資格を取得している者は

全て原子力機構の競争参加資格者にも必ずなることから、これを確認すれば記

録の作成と保存は必要ないと誤認した。また、契約部は、「調達先の評価・選

定管理要領」についてレビューし、調達先に対する経営状況に関する評価の記

録の作成及び保存を明確に記載するべきであったが、レビューが不十分であり、

記載しなかったことから、契約部及び調達課における QMS 文書と保安規定、

QAP 及び JEAC4111 に関する教育不足（組織の要因 2－1 再掲）が挙げられ

る。 
また、この組織の要因として、安全・核セキュリティ統括部は、管理責任者

の下で契約部での QMS の実施状況のチェックを行い必要に応じて契約部を

指導することが望ましかったが、その取組みが十分でなかったことから、安

全・核セキュリティ統括部は、QMS のレビューが不十分（組織の要因 2－2 
再掲）が挙げられる。 

 
(3) 問題事象 2－3 に関する要因分析 
調達課において引合先の選定に係る品質管理記録が作成及び保存されていな

かった（問題事象 2－3） 

直接要因 2－3 
調達課は、引合先の選定に係る品質管理記録を作成及び保存すべきであった

が、作成及び保存することがルールになかったので、作成及び保存しなかった

調達課は、ルールがなくても JEAC4111 に従い品質管理記録を作成及び保

存すべきであったが、マニュアルに沿って業務を行えばいいと思っており、記

録の作成及び保存しようという意識がなかったことから、契約部及び調達課の

QMS 文書と保安規定、QAP 及び JEAC4111 に関する教育不足（組織の要因

2－1 再掲）が挙げられる。 

 

直接要因 2－4 
契約部は、品質マネジメントシステム文書「調達先の評価・選定管理要領」（契

約部契約調整課作成）の 4.2 調達先の品質管理に関する評価・選定において、

契約担当箇所における引合先の選定の手順及び記録の作成及び保存を明確に

記載すべきであったが明確に記載されていなかった 

契約部は、調達先が原子力機構の競争参加資格を取得しており、既に確認・

評価されていること、契約請求箇所が調達先の品質管理に関する調査結果を契
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約担当箇所に提出することが「調達先の評価・選定管理要領」に記されている

ことから、更に契約担当箇所における引合先の選定の記録の作成までは必要な

いと誤認した。 
これは、契約部は、品質マネジメントシステム文書である「調達先の評価・

選定管理要領」について保安規定の要求事項を明確にした上でレビューし、引

合先の選定に係る記録の作成を明確にすべきであったが、レビューが不十分で

あったためであり、契約部及び調達課の QMS 文書と保安規定、QAP 及び

JEAC4111 に関する教育不足（組織の要因 2－1 再掲）が挙げられる。 
一方、安全・核セキュリティ統括部は、文書及び記録の定義とその扱いにつ

いてより明確に記載した方が、契約部が理解し易かったが、契約部にとって文

書と記録の定義があいまいに読み取れる等、要領書の分かり易い記載改善につ

いての配慮が不足していたことから、安全・核セキュリティ統括部は、QMS
のレビューが不十分（組織の要因 2－2 再掲）が挙げられる。 

 
6.3.2 もんじゅ調達プロセスの不備に関する分析 

5.2.3 項で選定した【頂上事象 3】 
もんじゅの調達プロセスに不備があった。 
（もんじゅの調達プロセスにおいて調達先の評価/再評価基準が明確でなかっ

た。また、再評価については評価の仕組みがなかったことに対して、不適合管

理せずに「もんじゅ物品等調達管理要領」の変更を行った）（添付資料－2.3 も
んじゅ調達プロセスの不備について（要因分析図）参照。） 
この頂上事象に対する 3 つの問題事象の直接要因に対して、その背後にあう

る組織の要因を分析した。 

 
(1) 問題事象 3－1 に関する要因分析 
「もんじゅ物品等調達管理要領」に評価・再評価の基準が定められていなか

った。（管理課は、保安規定及びＱＡＰで評価・再評価の基準を定めることを要

求されているにも関わらず、「もんじゅ物品等調達管理要領」に評価・再評価の

基準を明確に定めなかった ）（問題事象 3－1）） 

直接要因 3－1 
「もんじゅ文書管理要領」の様式 5 では、保安規定及び QAP との整合性を確認

する際の具体的な視点等が明確になっていなかった 

管理課の担当者は、「もんじゅ文書管理要領」の文書レビューを行うための

様式 5 で保安規定及び QAP との整合性を確認すべきであったが、レビューを

行う項目が具体的に記載されていなかったため、確認しなかった。また、保安

規定及び QAP との整合性をチェックできるように様式 5 を改善する等の工夫
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をすべきであったが、管理課は調達業務に直接携わってはいない（調達行為に

ついて管理課の押印はない）ことから、当該文書に対する責任と権限を持つ所

管課でありながら、改善をしなければいけないとの考えに至らなかった。 
また、管理課長は、「もんじゅ文書管理要領」の様式 5 について保安規定及

び QAP と整合しているか確認すべきであったが、しなかった。また、様式 5
について、保安規定及び QAP との整合性確認を行うべきであったが、管理課

は契約の実務に携わってはいないことから、「もんじゅ物品等調達管理要領」

の所管課であるにも関わらず、保安規定及び QAP との整合性を確認する必要

があるとの考えに至らなかった。 
このことから、管理課長は、「もんじゅ物品等調達管理要領」の改正前に「も

んじゅ文書管理要領」様式５に基づき、保安規定及びＱＡＰとの整合性確認を

確実に実施すべきであったが、管理課は契約の実務に携わっていないことから、

「もんじゅ物品等調達管理要領」を管理する姿勢が不足していた（組織の要因

3－1）ことが挙げられる。 

 

直接要因 3－2 
管理課は、文書所管課であるが、他室課からの情報を基に文書改正時の手続き

のみを実施していたため、保安規定及び QAP で要求されている評価・再評価

の基準の必要性を十分に理解していなかった 

管理課の担当者は、「もんじゅ物品等調達管理要領」における、評価・再評

価の基準の必要性を十分に理解しておくべきであったが、保安規定、QAP 及

び JEAC4111 に関する知識が不足していたため、評価・再評価の基準の必要

性についての意識に欠けていた。これは、管理課の文書担当者は、自ら保安規

定、QAP 及び JEAC4111 の内容を確認することで評価・再評価の基準の必要

性を認識すべきであったが、課会等では要領の改正時の教育や現場で起きた不

適合の教育までで、保安規定、QAP 及び JEAC4111 について教育を受けてい

なかったために、そのような認識を持つことができなかった。また、管理課長

は、保安規定、QAP 及び JEAC4111 に関する教育を徹底すべきであったが、

「もんじゅ物品等調達管理要領」等の QMS 文書と保安規定、QAP 及び

JEAC4111 に関する内容を理解できる教育をしていなかった（組織の要因 3
－2）が挙げられる。 

 

直接要因 3－3 
管理課は、「もんじゅ物品等調達管理要領」の改正において、評価・再評価の

基準を意識すべきであったが、品質保証室長代理からの改正依頼であることか

らそのまま改訂を行った。なお、管理課では様式-2 の「調査内容」欄の記載が
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基準であると誤認していた 

管理課長、は品質保証室長からの改正依頼を受け、自ら改正内容を十分に確

認すべきであったが、確認しなかったことから、「もんじゅ物品等調達管理要

領」を管理する姿勢が不足していた（組織の要因 3－1 再掲）と QMS 文書と

保安規定、QAP 及び JEAC4111 に関する内容を理解できる教育をしていなか

った（組織の要因 3－2 再掲）ことが挙げられる。 

 
(2) 問題事象 3－2 に関する要因分析 
再評価を実施していなかったことについて、不適合管理の下で「もんじゅ物

品等調達管理要領」の改正を実施しなかった。 
（再評価の仕組みについては、平成２７年６月の改正で新たに仕組みを規定

したが、不適合管理の下で実施しなかった）（問題事象 3－2） 

直接要因 3－4 
管理課は、「もんじゅ物品等調達管理要領」の改正において、不適合管理の下

で改正を実施すべきであったが、品質保証室からの改正依頼で、改善であると

聞いていたため、不適合管理にあたるとは認識しなかった。 

管理課長は、QMS 文書に規定された事項の不履行について、不適合管理要

領の下で処置するべきであったが、不適合管理要領の内容を十分に理解してお

らず処置しなかった（組織の要因 3－4）ことが挙げられる。 

 
6.3.3 組織の要因の検討（改善すべき組織の要因の決定） 

6.2 項の要因の分析を踏まえ、国のガイドラインの「根本原因分析における組

織要因の視点」、「JNES の組織の要因表（JOFL）」を参考に、抽出した要因（組

織の要因）を分類、整理した。「調達先の評価・選定管理要領」に定める調達先

の経営状況に関する評価に係る記録の不備の組織の要因 2－1、2－2 及びもんじ

ゅ調達管理の不備の組織の要因 3－1 から 3－3 は中間管理要因に該当した。 

 
(1)中間管理要因 
①組織の要因 2－1：契約部及び調達課は QMS の教育として、JEAC4111、保

安規定、QAP、「調達先の評価・選定管理要領」等に基づく調達プロセスにつ

いて、系統立った教育を行って、文書レビューのやり方を含め QMS の理解

を深めさせるべきであったが、JEAC4111 の概要教育等の個別の教育のみで

あり、QMS を理解するための教育を実施していなかった。〈QMS 文書と保安

規定、QAP 及び JEAC4111 に関する教育不足：JOFL4－3－1 学習意欲の

促進〉 
② 組織の要因 2－2：安全・核セキュリティ統括部は、管理責任者の下で契約
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部でのQMSの実施状況のチェックを行い必要に応じて契約部を指導するこ

とが望ましかったが、その取組みが十分でなかった。〈QMS のレビューが不

十分：JOFL4－2－2 ルールの遵守〉 
③ 組織の要因 3－1：管理課長は、「もんじゅ物品等調達管理要領」の改正前に

「もんじゅ文書管理要領」様式５に基づき、保安規定及びＱＡＰとの整合性

確認を確実に実施すべきであったが、管理課は契約の実務に携わっていない

ことから、「もんじゅ物品等調達管理要領」を管理する姿勢が不足していた

〈「もんじゅ物品等調達管理要領」を管理する姿勢が不足：JOFL4－7－1 
役割・責任〉 

④ 組織の要因 3－2：管理課長は、保安規定、QAP 及び JEAC4111 に関する教

育を徹底すべきであったが、「もんじゅ物品等調達管理要領」等の QMS 文

書と保安規定、QAP 及び JEAC4111 に関する内容を理解できる教育をして

いなかった〈QMS 文書と保安規定、QAP 及び JEAC4111 に関する教育不

足：JOFL4-3-1 学習意欲の促進〉 
⑤ 組織の要因 3－3：管理課長は、QMS 文書に規定された事項の不履行につい

て、不適合管理要領の下で処置するべきであったが、不適合管理要領の内容

を十分に理解しておらず処置しなかった。〈不適合管理要領の理解不足：

JOFL4-7-4 教育・訓練〉 

 
6.3.4 対策の提言 

6.3.1 項と 6.3.2 項の要因分析及び 6.3.3 項の組織の要因の検討を踏まえ、組

織の要因を防止するために必要な対策を以下のとおり提言する。また、直接要

因及び組織の要因とその対策の関係を整理した（添付資料－3.2 と 3.3 の「調達

先の評価・選定管理要領」に定める調達先の経営状況に関する評価に係る記録

の不備についての整理表、「もんじゅ調達プロセス」の不備についての整理表 

参照）。 なお、RCA 報告書で抽出した「組織の要素を含む背後要因」及び「対

策の提言」と同様の内容であるか、その関連性を確認した。 

 

組織の要因 2－1 
契約部及び調達課は QMS の教育として、JEAC4111、保安規定、QAP、「調達

先の評価・選定管理要領」等に基づく調達プロセスについて、系統立った教育

を行って、文書レビューのやり方を含め QMS の理解を深めさせるべきであっ

たが、JEAC4111 の概要教育等の個別の教育のみであり、QMS を理解するた

めの教育を実施していなかった。〈QMS 文書と保安規定、QAP 及び JEAC4111
に関する教育不足：JOFL4－3－1 学習意欲の促進〉 

【対策の提言 1】 
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契約部及び調達課は QMS についての教育として、人員が短期間で交代す

ることを踏まえて、JEAC4111、保安規定、QAP、「調達先の評価・選定管

理要領」等の調達プロセスについて系統立った教育を実施する。 
また、文書レビューのやり方、調達先の評価・選定の実施方法等の実際に

必要となる活動内容を教育すること。教育後には確実に理解されていること

を確認すること。 
この組織の要因は、RCA 報告書の組織の要素を含む背後要因 1-⑯に準ず

る。また、これらの対策の提言は、RCA 報告書の対策の提言「(3)③ⅱ」及

び「(1)④ⅰ」に準ずる。 

 

組織の要因 2－2 
安全・核セキュリティ統括部は、管理責任者の下で契約部での QMS の実施

状況のチェックを行い必要に応じて契約部を指導することが望ましかった

が、その取組みが十分でなかった。〈QMS のレビューが不充分：JOFL4-2-2
ルールの遵守〉 

【対策の提言 2】 
安全・核セキュリティ統括部は、契約部からの質問、協力依頼があった場

合、契約部からの依頼内容に応じた必要な指導を実施すると共に管理責任者

の下で契約部の QMS 実施状況を把握し、規格・規準類との整合が保たれて

いること等、必要な指導を行うこと。 
この組織の要因は、RCA 報告書の組織の要素を含む背後要因 1-⑤に準ず

る。また、この対策の提言は、RCA 報告書の対策の提言の「(2)①ⅳ」に準

ずる。 

 

組織の要因 3－1 
管理課長は、「もんじゅ物品等調達管理要領」の改正前に「もんじゅ文書管

理要領」様式５に基づき、保安規定及びＱＡＰとの整合性確認を確実に実施

すべきであったが、管理課は契約の実務に携わっていないことから、「もん

じゅ物品等調達管理要領」を管理する姿勢が不足していた〈「もんじゅ物品

等調達管理要領」を管理する姿勢が不足：JOFL4-7-1 役割・責任〉 

【対策の提言 3】 
・管理課長は、業務が職務ラインでマネジメントされていることやその実施

結果を確認すること。 
・管理課に品質保証室を兼務する品質保証担当者（JEAC4111 又は ISO9000
の内部監査員研修を修了し合格した者相当）を配置し、作業単位毎に承認レ

ベルでのチェック機能を確実にする。また、担当者を輪番制として、「常に
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問いかける姿勢」を定着させることや QMS に係る意識の底上げを図ること。

この組織の要因は、RCA 報告書の組織の要素を含む背後要因 1-⑱に準ずる。

また、これらの対策の提言は、RCA 報告書の対策の提言の「(1)②ⅲ」及び

「(3)②ⅰ」と同じである。 

 

組織の要因 3－2 
管理課長は、保安規定、QAP 及び JEAC4111 に関する教育を徹底すべきで

あったが、「もんじゅ物品等調達管理要領」等の QMS 文書と保安規定、QAP
及び JEAC4111 に関する内容を理解できる教育をしていなかった〈QMS 文

書と保安規定、QAP 及び JEAC4111 に関する教育不足：JOFL4－3－1 学

習意欲の促進〉 

【対策の提言 4】 
・管理課長は、調達管理のための「もんじゅ物品等調達管理要領」等の QMS
文書と保安規定、QAP 及び JEAC4111 の理解促進に係る教育を実施する。 
・管理課長は、課会等の教育で、文書レビューのやり方、視点を教育する。

また、教育には具体的に管理課が文書所管となっている文書について、どの

ように整合性確認を実施したかを確認者に問いかける等、チェックの仕方を

含めること。 
この組織の要因は、RCA 報告書の組織の要素を含む背後要因 1-⑯に準ず

る。また、これらの対策の提言は、RCA 報告書の対策の提言「(3)③ⅱ」及

び「(1)④ⅰ」に準ずる。 

 

組織の要因 3－3 
管理課長は、QMS 文書に規定された事項の不履行について、不適合管理要

領の下で処置するべきであったが、不適合管理要領の内容を十分に理解して

おらず処置しなかった。〈不適合管理要領の理解不足：JOFL4－7－4 教

育・訓練〉 

【対策の提言 5】 
管理課長は自らも含め、不適合管理を的確に適用するための教育を徹底す

ること。この組織の要因は、RCA 報告書の組織の要素を含む背後要因 3-②
に準ずる。また、この対策の提言は、RCA 報告書の対策の提言の「(3)②ⅱ」

に準ずる。 

 
 
 



36 
 

7．まとめ 
もんじゅで発生した「高速増殖原型炉もんじゅ非常用ディーゼル発電機 B 号機

シリンダヘッドインジケータコックの変形について」の法令報告事象に対して、

組織風土の問題を含む組織に潜在している問題を分析・抽出し対策を提言する

ため、今回の問題に直接関与しないメンバーを主体とした「分析チーム」を組

織し、中立的な立場で根本原因に係る調査・分析を実施した結果を、以下にま

とめる。 

 
(1) もんじゅでの分析を補強する形で時系列を追記・整理を行い、その直接要因

の背後に潜む要因を分析展開し、分析された背後要因の中で、組織の要素が

含まれる次の 9 項目を組織の要因として抽出し、それぞれに対策の提言を行

った。 
① 新しい治具の持込みルールの不足 
② 受注者とのコミュニケーション不適切 
③ 課内における役割・責任が不十分 
④ 出向者の引継ぎ管理が不十分 
⑤ 引継ぎ時の技術の伝承が不十分 
⑥ 作業管理に係る教育内容が不十分 

⑦ 要領類の維持管理不足 
⑧ 受注者との間の報告・連絡・相談する仕組みの欠如 
⑨ 保守管理における異常時対応が不十分 

 
(2) 過去に実施された「保守管理上の不備」における RCA の調査結果からの反

映事項について、今般の「非常用 DGB 号機点検の際、No.7 シリンダヘッ

ドが落下し、インジケータコックが変形し、周辺機器が損傷した。」の再発

防止策へ反映すべき事項として以下の 5 項目が考えられる。 
① 「4-2-3 ルールの維持管理」の問題 
② 「4-7-1 役割・責任」の問題 
③ 「4-9-3 工程・計画」の問題 
④ 「4-3-2 技術伝承」の問題 
⑤ 「4-7-4 教育・訓練」の問題 
一方で、過去の類似事象として「高速増殖原型炉もんじゅ非常用デ

ィーゼル発電機 C 号機シリンダライナーのひび割れに係る根本原因分

析」の再発事象として次のものが挙げられる。 
⑥ 「4-6-1 協力会社とのコミュニケーション」の問題 
⑦ 「4-5-2 報告する文化」の問題 
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(3) 平成 27 年 9 月 29 日に報告した「27 原機（も）293」の背後要因の候補と

の比較 
①受注者と協力会社のコミュニケーションに対する機構の調達要求事項

について及び④受注者から提出される「品質保証計画書」に対する機構の審

査状況については今般の組織の要因に含まれる。一方で、②「調達先の評価・

選定管理要領」にて定める敦賀事業本部及び③もんじゅで行われている評

価・再評価の方法又は再評価の実施について及び「もんじゅ物品等調達管理

要領」に定める引合先の品質管理評価の方法については今般の組織の要因に

含まれないことを確認した。 

 
また、原子力機構における「調達管理の不備について」の保安規定違反に対

して、組織風土の問題を含む組織に潜在している問題を分析・抽出し対策を提

言するため、今回の問題に直接関与しないメンバーを主体とした「分析チーム」

を組織し、中立的な立場で根本原因に係る調査・分析を実施した結果を、以下

にまとめる。 
契約部ともんじゅでの分析を補強する形で時系列を追記・整理を行い、その

直接要因の背後に潜む要因を分析展開し、分析された背後要因の中で、組織の

要素が含まれる次の 4 を組織の要因として抽出し、それぞれに対策の提言を行

った。 

 
① QMS 文書と保安規定、QAP 及び JEAC4111 に関する教育不足 
② QMS のレビューが不十分 
③ 「もんじゅ物品等調達管理要領」を管理する姿勢が不足 
④ 不適合管理要領の理解不足 

 
以上をきちんと PDCA を回して自律的な活動を行えるようにするために、本

報告で述べた対策の提言をかみ砕き、実効的な対策について早急に検討して実

施していくようにもんじゅ及び契約部に要請する。 
以 上 
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図－1 分析チームの組織上の位置付け 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－2 分析チーム等の体制 

理事長 安全・核セキュリティ統括部長 

高速増殖原型炉もんじゅ 

DG シリンダヘッドの落下に関する根本原因分析チーム 

（分析チーム） 

 
DG シリンダヘッドの落下に関する根本原因分析チーム 

リーダー 
敦賀事業本部 安全品質推進室長 

 

DG シリンダヘッドの落下に関する根本原因分析チーム 

メンバー（調査・分析） 

 

那珂核融合研究所 管理部  

もんじゅ運営計画・研究開発センター プラント安全評価部 

  ナトリウム安全・格納容器評価グループ 

計 2 名 

：分析の主体 

調査チームメンバー 

もんじゅ プラント保全部 保全管理課 

計 3 名 

（調査チーム＊） 

事象の把握と問題点の整理（直接

要因の検討）に対する情報の共有  

（＊：もんじゅに設置し、事実関係の整理及び直接原因を調査するチーム） 
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別添－1 分析チームの構成及び取組み 

 

1．分析チームの構成員（3 名） 

リーダー ： 敦賀事業本部 安全品質推進室長 

メンバー ： 核融合研究開発部門 那珂核融合研究所 管理部(～平成 28 年 3 月 31 日) 

（敦賀事業本部 安全品質推進室 技術主席(平成 28 年 4 月 1 日～)） 

  もんじゅ運営計画・研究開発センター プラント安全評価部 ナトリウム安全・

格納容器評価グループ 

   

 

2. 調査チームの構成（3 名） 

メンバー ： もんじゅ プラント保全部 保全管理課       

  もんじゅ プラント保全部 保全管理課 

  もんじゅ プラント保全部 保全管理課 

 

 

3．取組みの経緯等 

（1）作業期間 

   平成 27 年 10 月 16 日～平成 28 年 5 月 31 日 

（2）作業内容 

・平成27 年10 月16日からRCA チームは、調査活動を開始 

・もんじゅ調査チームとともにエビデンスの調査、時系列の作成・確認、聞き取り調査及び分析チ

ームによる要因分析を実施 

 

（3）聞き取り調査 

平成 27 年 11 月 11 日～平成 28 年 5 月 26 日まで、もんじゅ、敦賀事業本部、本部及び大洗研究開

発センターにて実施：20 名 

 





高速増殖原型炉もんじゅ非常用ディーゼル発電機Ｂ号機シリンダヘッドインジケータコックの変形について（時系列） 添付資料-1.1（1／23）

課長A
課長B
課長C

課長代理 ＴＬ
設備担当者B
設備担当者C
設備担当者D

設備担当者A

平成26年3月 平成25年度
～ 作業報告

平成26年3月14日 報告書審査

平成26年4月1日 担当者A
～ 配属・教育

時　期 作業段階
適用される
ＪＡＥＡ所管
ＱＭＳ文書等

敦賀事業本部
調達課長A

所長
所内関係箇所

プラント保全部 Ａ社 Ｂ社

本社 班長Ａ

作業員（Ｂ）
作業員（Ｃ）
作業員（Ｄ）
作業員（E）

監督者Ａ 監督者Ｂ
部長

その他部内関係
箇所

次長

機械保修課

本社

【設備担当者A】

プラント保全部

機械保修課に配

属（もんじゅ出

向）

補足（力量評価表より記載）

他電力協力会社からの出向者

他電力での経験年数：機械設備保守業務7年

平成26年の役割（平成26年度の育成シート）

淡排水設備の保守業務

点検報告書
作成

本社へ提出

確認・承認

ＪＡＥＡへ提
出

【設備担当者
B】

報告書受領・
上覧

確認【課長C】
承認

【設備担当者
B】
検収

補足（平成25年度点検要領書連絡体制図より記載）

平成25年度も平成27年度と同様な契約関係で実施

A社→受注者

B社→協力会社

作業終了

補足

以降、当該列については全て「設備担当者

A」の実施した事項であることから、【設備担

当者A】の記載は省略する。

監督者Bインタビュー

監督者Aと班長Aが吊り治具の話を

している場にいたため、話は聞いて

いた。

監督者Aインタビュー

シリンダヘッドの吊り上げ作業においては、

治具を使用していない（クレーン2台でけん

か吊り）。

監督者Aインタビュー

作業終了後シリンダヘッドの吊り上げ作業においては、

吊り天秤を使うことで芯出しが容易になり、作業効率も上

がるため、使ってみてはどうかと提案した。

補足 「非常用ディーゼル発電機設備（機械設備）点検

報告書」（平成25年度）

設備担当者Aインタビュー

平成26年度は淡排水系の作業を実施

（要因-2）

機械保修課は、構内異常時通報連絡体制に基づき定期的に

通報・連絡訓練を実施し、迅速な対応が図れるように教育を行

うべきであるが、危機管理課が主催する教育・訓練をすればよ

いとする考えであった(E-15）

設備担当者Aインタビュー：

通報連絡に関する教育及び訓練は入所時教育であったと

思うが、訓練については無いと思う。

課長代理インタビュー：

設備担当者Ａ氏に通報連絡に関する教育及び訓練を行って

いないと思う。

「高速増殖炉研

究開発センター

安全統一ルー

ル」（第13次改

正版）

（平成26年6月

改正）

補足

「高速増殖炉研究開発センター安全統一ルール」

20.異常発生時の措置

（3） 下記の異常を発見した場合は、直ちに構内異常時通報連絡体制に基づき

連絡する。なお、発見者は周囲の者と協力し、けが人の救護並びに二次災害の

防止に努める。

・人身事故、火災、爆発、エリアモニタ警報発生時

・目で見えなくとも正常でない（通常と異なる）場合、又は異常であるかもしれな

いと感じた場合

「もんじゅ教育

訓練要領」（平

成26年10月1日

改正）

補足

「もんじゅ教育訓練要領」

第7条 もんじゅ要員に必要な力量は、「力量基準表」（別表3）のとおりとする。

第8条 力量の評価を行う者は、もんじゅ要員に対して、必要な力量が付与されていることを教

育訓練実績、業務観察、面談、資格取得実績表により総合的に評価するものとする。

[要因Ｔ-3] 

もんじゅでは高速増殖炉研究開発センター統一

ルールでは異常時の発生措置に関する記載、危機

管理室は「災害対策要領」で訓練計画表は記載して

いるが、プラント保全部員等を対象にした通報連絡

訓練に関する教育・訓練に関することが記載されて

いなかった。(Ｈ-16）

（要因-1）

プラント保全部は、保守管理における異常時対応訓練を行う

べきであったが、「もんじゅ教育訓練要領」には運転管理にお

ける異常時対応しか明記されておらず、保修担当課で独自に

異常時訓練を行う仕組みがなかった（F-15）

【凡例】

直接要因

補足

頂上事象 →

問題事象 →

→

→

インタビュー →

背後要因 →

組織の要素を

含む背後要因
→



高速増殖原型炉もんじゅ非常用ディーゼル発電機Ｂ号機シリンダヘッドインジケータコックの変形について（時系列） 添付資料-1.1（2／23）

課長A
課長B
課長C

課長代理 ＴＬ
設備担当者B
設備担当者C
設備担当者D

設備担当者A

時　期 作業段階
適用される
ＪＡＥＡ所管
ＱＭＳ文書等

敦賀事業本部
調達課長A

所長
所内関係箇所

プラント保全部 Ａ社 Ｂ社

本社 班長Ａ

作業員（Ｂ）
作業員（Ｃ）
作業員（Ｄ）
作業員（E）

監督者Ａ 監督者Ｂ
部長

その他部内関係
箇所

次長

機械保修課

本社

平成26年6月25日 部内教育
平成26年6月26日

平成26年8月頃 安全統一
ルール配布

平成27年1月 引継ぎ

【保全管理課】

プラント保全

部導入教育実

施

プラント保全部

導入教育受講

【保全管理課】
部内教育にて
「作業要領書
標準記載要
領」の反復教
育実施

補足

（平成26年6月度 プラント保全部内教育資料より記載）

「作業要領書等確認マニュアル」に基づき、3H作業に該

当する場合は様式-2にて確認することについて教育。

「作業要領書標準記載要領」の教育は、3H作業に該当し

た場合の方法がメインであり、3H作業に該当するものは

どのようなものであるかの教育でない。

【プラント保全部員】
部内教育を受講（ビデオ教育含む）

受領

【安全衛生推進
協議会】

「安全統一ルー
ル」を配布

【直接要因-3】 D-4
機械保修課担当者は、どのような作業が3H作業に該当するかを理解しておくべきであったが、当該担当者が

受けていた教育は3H作業に該当した場合に受注者の行ったレビューに対する妥当性を確認する方法であり、

【直接要因-4：関連する問題事象-2（19/23ページ）】 （要因分析図のアドレス先：D-9）
機械保修課担当者は、どのような作業が3H作業に該当するかを理解しておくべきであったが、当該担当者が受けていた教育は3H

作業に該当した場合に受注者の行ったレビューに対する妥当性を確認する方法であり、どのような作業が3H作業に該当するかの具

体例を教育されていなかった

補足

「センター内教育訓練報告書」で出席確認

補足

「センター内教育訓練報告書」で出席確認

設備担当者Aインタビュー：

1.3Ｈ作業（初めて、変更、久しぶり）は認識していた。

2.3H作業に関する具体的な教育はなかった。ただ、新入職

員ではない出向職員は、常識として知っていることと思う。

設備担当者Ｄ（出向解除)から
設備担当者Ｂ及びTLへ引継

ぎ

補足

設備担当者D業務引継書

引継担当者：設備担当者

Aの名前あり。

補足 機械保修課 体制変更について

機械保修課 機械2チーム
1月1日：12名

課長代理インタビュー：

３Ｈ作業に関する具体的説明を行う教育を行わなかった。

補足

「引継書作成・管理マニュアル」（改正4版）（平成26年9月30

日改正、施行）：

4.業務引継書の作成・管理体制 （1）作成

②作成の際の留意点

(h)必要に応じ現場の確認を実施する。

サブチームリーダインタビュー

理由：(チームリーダ長期休暇中のため代理として実施）

たぶん、3H作業についての具体的な説明は無かったのではな

いか。

（要因-10）

「作業要領書標準記載要領」の教育は、3H作業に該当した場合の方法が

メインであり、3H作業に該当するものがどのようなものであるかの教育で

はなかった

(C-9）

（要因-6）

機械保修課長は、３H作業の定義、３H作業が発生した時

の対応方法等について、OJT等を含めながら意識の共有

が図れるように教育を行うべきであるが、3H作業は受注

者が報告するものだとの考えが根強く、教育することを思

いつかなかった (E-9）

設備担当者インタビュー

この時点で設備担当者Aは、担当では

ない。

[要因Ｔ-7] 

機械保修課の機械2チームリーダは、DGの点検を前年度の現場作

業が行われている間に立ち会わすことを前提に、設備担当者Aが

前年度に担当していた淡排水系の作業を早い段階で後任に引き継

ぐなど計画的に実施すべきであったが、引継ぎは、現場作業実施

中の1月と2月では、前任者であり設備担当者D及び設備担当者C

からチームリーダと設備担当者Bへ引き継いだ後、現場作業終了

後の3月に、6月の設備担当者B出向解除まで一緒に行う形で設備

（要因-11)

機械保修課は、毎年度実施される点検作業の継続的な維持・向上を図るために、

受注者からの報告書を活用して、新たな知見や点検経験を蓄積するとともに、それ

を引継書に反映するべきであったが、そのような改善につなげる取組みがなかった

（F-7)

（要因-4）

機械保修課長は、受注者からの報告を待つのではなく、率先して3H作業の定義、その時の対応を

課員に理解させるべきであったが、受注者による長年の作業を通して受注者に頼り切りになり、理

解させる取組みを行わなかった(F-9）

（要因-3)

機械保修課長は、3H作業について、現場作業の経験に基づき理解できるよう、OJT等を行い課員

に周知、理解させる教育をすべきであるが、設備担当者Aが点検作業における3H作業は受注者から

報告があるものと誤認しており、作業管理における3H作業等基本事項を担当者に十分理解させる

取組みを行っていなかった（E-7)

（要因-9）

設備担当者Aは、「作業要領書標準記載要領」に基づく作業要領書に、工事計

画認可の対象機器の点検等でもんじゅ専用の治具を用いて揚重作業を実施す

る場合の作業手順及び注意事項を具体的に明確にし、その手順に変更が生じ

た場合、3H作業に該当することを明記するよう保全管理課に変更するよう依頼

すべきであったが、調達先が十分理解していると思い込み依頼しなかった(E-8)

（要因-8）

設備担当者Aは、新たな吊具を使用することは3H作業に該当することを調達先が理解してい

ないことを前提に、「作業要領書標準記載要領」での要求事項を明確にし、それに対応した作

業要領書を調達先に作成させるような工事管理を行うように検討すべきであったが、毎年実

施している作業であるため、調達先が十分理解していると思い込みそのような検討を行わな

かった(F-8)

（要因-5）

もんじゅの「作業要領書標準記載要領」において、工事計画認可の対象機器を

取り扱う揚重作業で使用する治具をもんじゅ専用として新たに製作する場合、製作

する旨を原子力機構担当者に連絡し、受注者として製作管理を行うことを明記して

引合仕様書に記載させるようにすべきであったが、調達先が3H作業を理解できな

いことを想定する等、QMS文書の定期レビューや見直しによって要領類を維持管

理する意識が不足していた(G-8)

（要因-7）
設備担当者Aは、どのような作業が3H作業に該当するかを理解しておくべきであったが、当該担当者が受けていた教育は3H作業に

該当した場合に受注者の行ったレビューに対する妥当性を確認する方法であり、どのような作業が3H作業に該当するかの具体例を

教育されていなかった（D-9）
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課長A
課長B
課長C

課長代理 ＴＬ
設備担当者B
設備担当者C
設備担当者D

設備担当者A

時　期 作業段階
適用される
ＪＡＥＡ所管
ＱＭＳ文書等

敦賀事業本部
調達課長A

所長
所内関係箇所

プラント保全部 Ａ社 Ｂ社

本社 班長Ａ

作業員（Ｂ）
作業員（Ｃ）
作業員（Ｄ）
作業員（E）

監督者Ａ 監督者Ｂ
部長

その他部内関係
箇所

次長

機械保修課

本社

平成27年2月 引継ぎ

監督者Aインタビュー 【再掲】

作業終了後シリンダヘッドの吊り上げ作業においては、

吊り天秤を使うことで芯出しが容易になり、作業効率

も上がるため、使ってみてはどうかと提案した。

設備担当者C（退職）から設備
担当者Ｂ及びTLへ引継ぎ

補足

設備担当者C業務引継書

引継担当者：設備担当者

Aの名前あり。

設備担当者Aインタビュー

1.引継ぎ資料は、開始時点では理解できず、やっているうちに理解できる。なん

となく理解できる程度

2.添付フォルダーの映像及び画像もない

3.引継ぎ計画はない

「引継書作成・

管理マニュア

ル」（改正4版）

（平成26年9月

30日改正、施

行）

(要因-13）

プラント保全部では、出向者が多く頻繁に人が入れ替わることを

考慮して、業務の着実な伝承ができるように年度の初めに業務の

引継ぎを計画して、、十分な期間を確保するとともに、作業内容の

把握を確実にしておくべきであったが、引継ぎ計画がなく不十分な

引継ぎになり段取りが不足していた(E-6）

サブチームリーダインタビュー

このような流れで引継いだ。

課長代理インタビュー

このような流れで正しい。

設備担当者インタビュー

この時点で設備担当者Aは、担当では

ない。。

サブチームリーダインタビュー

現場で現物を見ていないと認識は難しい。受注者が作成する点検要

領書に記されていないと分からない。前年度の作業を知っていれば、

比較すれば3H作業の認識できるのでは。業務引継書で静止画（写

真）や動画（映像）が残っていれば大変良い。

課長代理インタビュー

1.引継書に静止画（写真）や動画（映像）を活用することについて、良いとは思うが、本来、機械設

備を担当するには、ユーティリティ→バルブ→非常用発電機といった順に１０年かけて人を育て、

１人前にするもの

2.引継ぎ計画といった類の物はない

(要因-14）

設備担当者Aは、前年度の報告書、引継書、6月までの前任者

の引継ぎから作業内容を十分に理解して、自らの視点で受注者に

内容の確認及び指摘するなどを行うべきであるが、気がまわらな

かった (D-6）

設備担当者Aインタビュー

DGについては平成27年3月頃から机上で資料を見ていた。DG

の現場に入る余裕が出来たのは平成27年度になってから。（淡

排水を行っている間でも非常用発電機DGの点検は進んでいる

が、 そこに見学にいける余裕はなかった。試運転を見た程度

だった

部長インタビュー

プラント保全部では毎年度半分くらいの人が入れ替わる。人の交代が点接触な

ので、引き継いだ後に、前任者に出張で来てもらうなどして何とか引き継ぐという

のが実態。前任者と後任者が点接触ではなく線接触、オーバーラップする期間が

あれば引継ぎについて非常に助かるはずだが実現しない。

（要因-12)

プラント保全部では、出向者が多く頻繁に人が入れ替わる

ことを考慮して、業務の着実な伝承ができるように、年度の

初めに業務の引継ぎを計画して、十分な期間を確保すると

ともに、作業内容の把握を確実にしておくべきであったが、

引継ぎ計画がなく不十分な引継ぎになり段取りが不足して

いた（F-6)
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課長A
課長B
課長C

課長代理 ＴＬ
設備担当者B
設備担当者C
設備担当者D

設備担当者A

時　期 作業段階
適用される
ＪＡＥＡ所管
ＱＭＳ文書等

敦賀事業本部
調達課長A

所長
所内関係箇所

プラント保全部 Ａ社 Ｂ社

本社 班長Ａ

作業員（Ｂ）
作業員（Ｃ）
作業員（Ｄ）
作業員（E）

監督者Ａ 監督者Ｂ
部長

その他部内関係
箇所

次長

機械保修課

本社

平成27年3月 平成26年度
～ 作業報告

平成27年3月26日 報告書審査

設備担当者Aへの
引継ぎ開始

点検報告書
作成

本社へ提出

確認・承認

ＪＡＥＡへ提
出

報告書受領・
上覧

確認【課長B】
承認

検収

補足（平成26年度点検要領書連絡体制図より記載）

平成26年度も平成27年度と同様な契約関係で実施：

A社→受注者

B社→協力会社

監督者Aインタビュー 【再掲】

平成26年度の作業でシリンダヘッドの吊り上げ作業にお

いては、治具を使用していない（クレーン2台でけんか吊

り）。

作業終了

監督者Bインタビュー 【再掲】

監督者Aと班長Aが吊り治具の話をしている場にい

たため、話は聞いていた。

補足

「非常用ディーゼル発電機設備（機械設備）点

検」報告書（平成26年度）

補足：育成シートR1

主たる保守業務

平成27年度

非常用ディーゼル発電機DG点検

制御用圧縮空気設備ＩＡ点検

所内用圧縮空気設備SA点検

保守管理不備に伴う再点検

平成27年後設備点検、契約発注業務

補足 [H27.3.1] 機

械保修課 体制変

更について：

機械保修課 機械2チーム
3月1日：10名 (減員：2名）

設備担当者Ａインタビュー

1.育成シートは本人自身が記入した。

2.育成シートにおいて3つの作業（DG,IA,SA）を担当することに納得はしたが、人の応援が必要であることは機械

2チームリーダーに言い、チームリーダーを通して機械保修課長に伝わった。

3.担当する設備の分担は機械2チーム内で決めるのだが、機械2チーム内の調整が不十分であった(チームリー

ダー変更後(平成27年1月からは1度もミーティングは行っていない)

サブチームリーダーインタビュー

1.設備担当者Aの平成27年度の育成シートは見たことがない。

2.引継ぎ計画という名の書類、引継ぎを計画する書類はない。

3.初めはIA（制御用圧縮空気系）とSA（所内用圧縮空気設備）だけを引き継い

だと思う。その後、DGを担当する者がいなくなったから、設備担当者AはDGも

担当することになってしまったという流れだったと。

4.3つの作業の担当は、チームリーダーと平成26年12月末までのチームリー

ダーが検討していたと思うが、よくは分からない。

5.3つの作業を設備担当者Aが引き継ぐのは厳しいと思った。DGだけを設備担

当者Dと設備担当者Cの2名で行っていて、そのDGを設備担当者A一人に引き

継いで、さらにIAまでも設備担当者Aの担当になった。

課長代理インタビュー

1.設備担当者Ａの「プラント保全部育成シート（平成２７年度）」（平成27年3月31

日付機械保修課長印。機械保修課長代理印はなし。）は記憶にない。

2.設備担当者Aは、非常用発電機DGを含む、IA（制御用圧縮空気系）、SA（所内

用圧縮空気設備）の3つの作業を同時に引継ぐ。

3.3つの作業の担当を決めた点としてはSAの作業はDGの作業、ＩＡの作業に比し

て小さい。DGの作業を担当できるのはもんじゅのこのDGではないがDGの経験

がある設備担当者A氏しかいなかった。

5.理由は、機械2チーム員全員がそれぞれ担当する業務があったためＩＡの作業

も設備担当者A氏に担当してもらった。ただし、機械2チーム員全員が相当の量

の業務があり、設備担当者A氏の業務だけが過重だったわけではない。

6.機械２チームＴＬの長期休暇後に、チームの状況を確認した結果、チーム内の

打合せがなく、コミュケーションが取れていない状況でした。

設備担当者Bと一緒に実施する
形で設備担当者Aに引継ぎ開始

育成シート見直
し

引合仕様書作成
開始
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課長A
課長B
課長C

課長代理 ＴＬ
設備担当者B
設備担当者C
設備担当者D

設備担当者A

時　期 作業段階
適用される
ＪＡＥＡ所管
ＱＭＳ文書等

敦賀事業本部
調達課長A

所長
所内関係箇所

プラント保全部 Ａ社 Ｂ社

本社 班長Ａ

作業員（Ｂ）
作業員（Ｃ）
作業員（Ｄ）
作業員（E）

監督者Ａ 監督者Ｂ
部長

その他部内関係
箇所

次長

機械保修課

本社

平成27年3月頃 吊り治具
の検討

参考に他サイ
トで使用して
いる治具の写
真を提示

トロリ付の吊
り治具を作
成することを
決定した

写真確認

班長Ａインタビュー

提案を受けたが、現状なくても困

るものではなかったため、あまり製

作に乗り気ではなかった。

班長Ａインタビュー

・2～3年前から話はされており、そろそ

ろ作らないといけないのかなと思った。

・写真を見せられ、受注者（A社）より製

作の指示があったものと受け取った。

・監督者A及びBに連絡していない。

補足（提示された治具の写真より記載）

提示した他サイトで使用実績のある写真は、吊ピース幅

と同じ程度の長さで製作されており、ストッパの位置は吊

ピースより内側にトロリの重心が来るよう取り付けられて

いる。

監督者Aインタビュー

・A社監督者Aは、B社班長Aに対し、新たに吊り治具を製作してはどうかと打診

したが、B社から製作する返答がなかったため、製作するならA社本社に連絡す

るように伝え、B社に製作時に対する注意点や手書き図面を渡さなかった。

・新たな方法は他サイトでも使用実績があったため、もんじゅでの適用について

も問題ないと考えていた。

・写真を提示したのみで、費用の関係もあるので、製作するよう要求したわけで

はない。

補足

上記とは別

日

課長代理インタビュー

1.非常用ディーゼル発電機設備（機械設備）点検要領書」（平成27年7月14日）に

ついては、受注者が２０年間ほど点検をしてきており、過去と同じ作業という前提

であった。

2.製作管理は、受注者側が出さないとどうしようもない。

機械保修課管理職は、引合仕様書のレビューで工事計画

認可の対象機器を取り扱う揚重作業で使用する治具をもん

じゅ専用として新たに製作する場合、製作する旨を機構担

当者に連絡し、受注者として製作管理を行わなければなら

ないことをもんじゅにおける「もんじゅ物品等調達管理要領

（請負契約にかかわる一般仕様書）」に要求事項として明記

するように機械保修課担当者に指示を行うべきであったが、

点検の発注なのでその発想がなく指示がなかった。(E-2）

機械保修課担当者は、文書の所管である管理課に「もんじゅ

物品等調達管理要領（請負契約にかかわる一般仕様書）」の

文書レビューを行うときに、揚重作業で使用する治具をもん

じゅ専用として新たに製作する場合、製作する旨を機構担当

者に連絡し、受注者として製作管理を行わなければならないこ

との記載を直すことを要求すべきだったが、点検の発注なの

で発想がなかった。(D-1）

（要因-17）

設備担当者Aは、点検作業であっても製作管理の記

載を直すことを要求すべきであったが、毎年実施して

いる作業であるため、工事仕様のみを意識して、見直

す考えはなかった(E-1）

【組織要因-1：関連する問題事象-1（6/23ページ）】（要因分析図のアドレス先：F-1)

もんじゅでは「もんじゅ物品等調達管理要領（請負契約にかかわる一般仕様書、請負契約仕様書

記載要領）」において、揚重作業で使用する治具をもんじゅ専用として新たに製作する場合、製作す

る旨を機構担当者に連絡させ、受注者が製作管理を行うことを引合仕様書に明記すべきであった

が、調達先が点検に用いる治具等の製作管理を行わないケースを想定してＱＭＳ文書を改訂する

等、QMS文書の定期レビューや見直しによって要領類を維持管理する意識が不足していた。

（要因-16）

機械保修課管理職は、点検作業であっても製作管理の

記載をするように設備担当者Aに、指示すべきであった

が、ディーゼル発電機の点検は20年間、毎年点検を実施

しているため、点検項目のみを注視して指示しなかった

(F-2）

（要因-15）

もんじゅでは「もんじゅ物品等調達管理要領（請負契約にかかわる一般仕様書、請負契約仕様書

記載要領）」において、保守点検に伴い揚重作業で使用する治具をもんじゅ専用として新たに製作

する場合等を考慮し、受注者から製作する旨の連絡が必要であること及び受注者が製作管理を行

うことを引合仕様書に明記するよう規定すべきであったが、製作管理を想定した要求事項が不足し

ていた等、QMS文書の定期レビューや見直しによって要領類を維持管理する意識が不足していた

(F-1)

（要因-18）

機械保修課管理職は、引合仕様書のレビューで工事計画

認可の対象機器を取り扱う揚重作業で使用する治具をもん

じゅ専用として新たに製作する場合、製作する旨を原子力

機構担当者に連絡し、受注者として製作管理を行わなけれ

ばならないことをもんじゅにおける「もんじゅ物品等調達管理

要領（請負契約にかかわる一般仕様書）」に要求事項として

明記するように設備担当者Aに指示を行うべきであったが、

点検の発注なのでその発想がなく指示がなかった(E-2）

（要因-19）

設備担当者Aは、文書の所管である管理課に「もんじゅ物品等

調達管理要領（請負契約にかかわる一般仕様書）」の文書レ

ビューを行うときに、揚重作業で使用する治具をもんじゅ専用

として新たに製作する場合、製作する旨を原子力機構担当者

に連絡し、受注者として製作管理を行わなければならないこと

の記載を直すことを要求すべきだったが、点検の発注なので

発想がなかった(D-1）
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課長A
課長B
課長C

課長代理 ＴＬ
設備担当者B
設備担当者C
設備担当者D

設備担当者A

時　期 作業段階
適用される
ＪＡＥＡ所管
ＱＭＳ文書等

敦賀事業本部
調達課長A

所長
所内関係箇所

プラント保全部 Ａ社 Ｂ社

本社 班長Ａ

作業員（Ｂ）
作業員（Ｃ）
作業員（Ｄ）
作業員（E）

監督者Ａ 監督者Ｂ
部長

その他部内関係
箇所

次長

機械保修課

本社

現場にて採
寸

吊り治具の
製作を依頼

班長Ａインタビュー

・ストッパの位置についてはトロリが外れなけ

れば良い程度で特に気にしていなかった。構

造については、本社に相談し、荷重に耐えう

る構造かどうかは確認した。これを受けて製

作側に作ってもらった。

・完成したら妥当性確認等を行うようには伝

えていないし、製作後自らも実施していない。

担当者と
相談

作成に当
たって本社
へ相談

吊り治具を
製作

補足

上記とは別

日

補足

上記とは別

日

（要因-24）

もんじゅにおける「もんじゅ物品等調達管理要

領（請負契約にかかわる一般仕様書）」では、

受注者に対し、工事計画認可の対象機器を取

り扱う揚重作業で使用する治具をもんじゅ専

用として新たに製作する場合、製作する旨を

原子力機構担当者に連絡し、受注者として製

作管理を行わなければならないことを要求事

項として明記するべきであったが、明記してい

なかったため吊り荷がずれた際に傾く構造の

吊り治具が納入された（C-1）

補足（使用された吊り治具の確認により記載）

・現地で採寸し作成したが、吊高さによってはD/G-B室の

換気ダクトに干渉する長さとなっていた。

・トロリの外れ止めストッパの位置が治具両端にあったため、

トロリが最端部まで移動した場合、吊り治具を吊るための

吊ピースより外にトロリの重心が来る構造となっていた。

【問題事象1-1】

（要因-26）

受注者（A社）の協力会社（B社）がシリンダヘッ

ドの吊り上げ・運搬用に新たに製作した吊り治

具は、トロリを使用するために吊り荷が端部に

移動する可能性があることを踏まえてストッパ

の取付位置の妥当性が確認されていなければ

ならなかったが、新たな吊り治具のストッパの

取付位置が適切でなく、妥当性確認がなされ

ないままに現場で使用され、吊り荷が端部に

移動した際に重心がずれて傾く構造となってい

た（B-1）

設備担当者Aインタビュー

1.平成２７年７月１５日（水）に協力会社Ｂ社が新たに製作した吊り治具が現場に搬入された時

にもし立ち会っていても、受注者Ａ社又は協力会社Ｂ社から従前とは異なる構造の吊り治具を

製作をしたという説明がなければ、見ただけで識別することはできないと思う。

2. 製作管理は、平成27年7月17日の事故後に決まった話で、平成27年度5月に引合仕様書

に明記できることではない。今回初めての作業ではなく、毎年実施している作業であるため、

工事仕様以外のメニューは触っていない。

（要因-22）

設備担当者Aは、作業要領書、現地品質保証計画書及び安全対策計画書のレ

ビューに関して、作業内容についての受注者との十分なコミニュケーションを取るべき

であったが、契約締結から作業着手までにコミュニケーションンができればいいという

認識で特段の計画をしなかった(E-3）

（要因-21）

設備担当者Aは、作業要領書、現地品質保証計画書及び安全対策計画書のレビューに関して、

作業内容についての受注者との十分なコミュニケーションを取るべきであったが、平成5年度のＤ

Ｇ分解点検作業以降、受注者は実績があり、受注者に対する要求事項に変更がないことから,、

特段に要領書の文書レビューや打ち合わせを実施する必要がないと考えた。(F-3）

（要因-20）

もんじゅは、過去の非常用DGＣ号機シリンダライナーのひび割れに係るＲＣＡ結果

を踏まえた対策の提言「請負業者及び協力会社の作業員の力量が前年度と同じ

であると期待することなく、「常に問いかける姿勢」に関する取り組みを推進すると

ともに、もんじゅ、請負業者、協力会社間のコミュニケーションの場を充実させ、情

報共有や要求事項の伝達を適切に行っていく」に従い受注者とのコミュニケーショ

ンを図るべきであったが、その対策が実行されておらず、機械保修課は、作業要

領書の文書レビューや承認が形式的であり、その妥当性確認が不十分であった

（G-3)

（要因-23）

設備担当者Aは、作業要領書、現地品質保証計画書及び安全対策計画書のレビューに関して、作

業内容についての受注者との十分なコミュニケーションを取るべきであったが、契約締結が作業開

始日の前日であるため、要領書は読み合わせのみで、現地品質保証計画書及び安全対策計画書

は目を通す程度の確認で、十分な作業内容の把握を行わなかった(D-3)

（要因-25）

設備担当者Aは、準備段階で作業要領書等のレ

ビューを通して作業手順の記述が不十分である

と認識し、受注者及び協力会社より作業手順を

確認することで、新しい吊具を使用することを聞

き出すべきであったが、そのような行為は行われ

ず新しい吊具は妥当性確認がなされないままに

現場で使用された（C-3）

「もんじゅ物

品等調達管

理要領」（第

42次改正版）

（平成27年2

月24日改正、

施行）

補足：「もんじゅ物品等調達管理要領」（抜粋）

第3条 （調達のプロセス）

（1）契約請求箇所は、契約請求票、引合仕様書（ただし、購入等で契約請求票

の仕様欄に記載できる場合は省略可とする）、品質管理調査票、引合先の品

質管理（技術的能力・品質保証体制等）、調査依頼判定票及び必要な技術要

件（必要がある場合）を契約請求時に契約担当箇所に提出する。

第4条 （調達要求事項の明確化）

調達製品の発注を行う場合、契約請求箇所の意図が確実に伝わるよう引合仕

様書及び「請負契約にかかわる一般仕様書」（別添-4）にて明確にする。

別添-4 請負契約にかかわる一般仕様書

4.10 品質保証計画書

（1） 以下のa、bのいずれかに該当する受注者は、契約締結後速やかに、ＪＥ

ＡＧ4121の付属書-1「品質マネジメントシステムに関する標準品質保証仕様

書」に基づき、品質保証体制を明確にした品質保証計画書を作成し、発注者に

提出すること。また、a、bに該当しないがcに該当する受注者は、契約締結後速

やかに、品質保証計画書（ISO9001相当）を作成し、発注者に提出すること。た

だし、品質保証計画書を年度初めに提出し、これを適用する場合は、作業契

約ごとの提出を要しない。

なお、当該作業の品質保証活動が、年度初めに提出した品質保証計画書と差

異がある場合は、当該部分についてその内容を示す書類を提出すること。

a.工認対象機器を扱う作業

b.溶接事業者検査対象作業

c.運転管理、燃料管理、放射性廃棄物管理、放射線管理、保守管理及び非

常時の措置に関連する作業（カタログ等市販品の購入及び修理を除く。）
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課長A
課長B
課長C

課長代理 ＴＬ
設備担当者B
設備担当者C
設備担当者D

設備担当者A

時　期 作業段階
適用される
ＪＡＥＡ所管
ＱＭＳ文書等

敦賀事業本部
調達課長A

所長
所内関係箇所

プラント保全部 Ａ社 Ｂ社

本社 班長Ａ

作業員（Ｂ）
作業員（Ｃ）
作業員（Ｄ）
作業員（E）

監督者Ａ 監督者Ｂ
部長

その他部内関係
箇所

次長

機械保修課

本社

平成27年4月1日 組織変更
課長A就任

平成27年4月9日 機械2チーム
業務管理表作成

補足

引合仕様書の内容（抜粋）

1.6 定期用図書

本仕様書により実施する範囲に適用される主な図書を以下に示す。受注者は、これらの原子力機

構指定の適用図書の内容を検討し、設計、製作、現地工事等に反映すること。

以下の適用図書のほか、受注者が実施範囲の実施に当たり適用する必要があると判断する適用図

書は実施前に速やかに原子力機構に対し確認を得ること。

・請負契約にかかわる一般仕様書

・安全管理計画書

・品質管理計画書

・品質管理要領

・品質に係る重要度管理要領

・作業要領書標準記載要領

・設備図書等管理要領

2.2 作業内容

【その他】

・作業に伴う工程管理、作業管理、安全管理、品質管理等

2）安全管理について、高所作業、火気作業、狭所作業、重量物作業等がある作業であるため安全

帯使用、火気養生、合図・指揮者の確認、指差呼称を確実に行い安全作業に努めること。

平成27年度

もんじゅ安全

衛生管理方

針策定

補足：安全衛生管理方針（抜粋）

1.基本方針

4）現場を重視し、リスクの低減を目指した保安活動に努める

センター活動施策

①主要作業のリスクアセスメント（RA）を計画的に実施する。

②リスクレベルの高い危険・有害要因は、安全対策を立案し、計画的にリスクの低減・除去を図る。

3.管理目標

2）主要作業のリスクアセスメントを計画的に実施する。

・各室課長は、主要作業（総人工数：100人工以上）の内、危険・有害作業＊が含まれるものは、リスクアセスメントを

実施する。

＊：高所作業（2ｍ以上）、重量物取扱い作業（1ｔ以上）、火気取扱い作業（溶接・溶断作業、グラインダー作業）、酸素

欠乏危険作業、ナトリウム取扱い作業（大気開放下）

設備担当者Aインタビュー

1.作成段階でのチェック＆レビューは設備担当者Bに引合仕様書を見せたが、他

の人は別業務（再点検業務）で機械2チームは皆忙しかった。

2.もんじゅ専用として新たに製作する場合の製作管理については、平成27年7月

17日の事故後に決まった話で、平成27年度5月に引合仕様書に明記できることで

はない。今回初めての作業ではなく、毎年実施している作業であるため、工事仕

様以外のメニューは触っていない。

3.平成27年度のDGの作業前に、淡排水の業務で行った。なお、出向元の業務で

も、引合仕様書作成から契約請求起案はしたことがある。

【課長Ａ】
就任

補足 [H27.4.1] 機械保修課 体制変更

について

機械2チーム業務管理表
補足 機械保修課 業務管理表R0

DGの作業件名：非常用発電機設備弁定期点検

担当：設備担当者B、設備担当者A,その他一人

期間：7月8日～12月8日

(補足）7月15日までR1～R4まで作成されているが特に変更なし

設備担当者Aインタビュー

1.設備担当者A自身が記入、作成し、機械２チームリー

ダーに提出、機械２チームリーダーが仕上げたというこ

と。

2.期間は、現場作業を記しており、引合仕様書作成、契

約審査、予算執行委員会、契約請求票起案、受注者が

作成する点検要領書のレビュー、受注者との現場作業

開始前の打合せは記していない

サブチームリーダインタビュー

1.DG等を含む計画は、機械2チームリーダーが作成し、

サブチームリーダーは関わらない。

2.業務管理表は機械保修課長と各TLが出席するＴＬ会

議で、皆が見ているはずと思う。

3.業務管理表を見ると工事開始からの線表に見えます

が、契約起案、契約手続き、作業要領書のレビュー、

受注者との調整が含まれていない。

4.業務管理表には各自の引継ぎ期間も含まれていな

い。

課長代理インタビュー

1.業務管理表は機械保修課長、各チームリーダーが出席

するＴＬ会議で見たことがあるが、各チームリーダーが

チームの管理のために用いるもの。チーム毎は、昔から

作成されていた。2.業務管理表の計画と実績は主に作業

着手、作業完了を記す。（契約請求起案の凡例もある）計

画に、作業要領書のレビュー、受注者との調整は含まれ

ていない、見込まれていないように見える。また、各自の

引継期間は記さない。そもそも、各自の引継ぎの計画書

の類はない。

機械保修課 機械2チーム
4月1日：11名 (入れ替え：2名、追加：1名）
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課長A
課長B
課長C

課長代理 ＴＬ
設備担当者B
設備担当者C
設備担当者D

設備担当者A

時　期 作業段階
適用される
ＪＡＥＡ所管
ＱＭＳ文書等

敦賀事業本部
調達課長A

所長
所内関係箇所

プラント保全部 Ａ社 Ｂ社

本社 班長Ａ

作業員（Ｂ）
作業員（Ｃ）
作業員（Ｄ）
作業員（E）

監督者Ａ 監督者Ｂ
部長

その他部内関係
箇所

次長

機械保修課

本社

平成27年5月～ ＪＡＥＡ
契約手続

「物品等調達管

理要領」に基づ

き、本作業に対

する引合仕様

書を作成

「もんじゅ物

品等調達管

理要領」（第

42次改正版）

（平成27年2

月24日改正、

施行）

補足：「もんじゅ物品等調達管理要領」（抜粋）

第3条 （調達のプロセス）

（1）契約請求箇所は、契約請求票、引合仕様書（ただし、購入等で契約請求票の仕様欄に記載できる場合は省略可とする）、品質管理調査

票、引合先の品質管理（技術的能力・品質保証体制等）、調査依頼判定票及び必要な技術要件（必要がある場合）を契約請求時に契約担当

箇所に提出する。

第4条 （調達要求事項の明確化）

調達製品の発注を行う場合、契約請求箇所の意図が確実に伝わるよう引合仕様書及び「請負契約にかかわる一般仕様書」（別添-4）にて明

確にする。

別添-4 請負契約にかかわる一般仕様書

4.10 品質保証計画書

（1） 以下のa、bのいずれかに該当する受注者は、契約締結後速やかに、ＪＥＡＧ4121の付属書-1「品質マネジメントシステムに関する標準

品質保証仕様書」に基づき、品質保証体制を明確にした品質保証計画書を作成し、発注者に提出すること。また、a、bに該当しないがcに該

当する受注者は、契約締結後速やかに、品質保証計画書（ISO9001相当）を作成し、発注者に提出すること。ただし、品質保証計画書を年度

初めに提出し、これを適用する場合は、作業契約ごとの提出を要しない。

なお、当該作業の品質保証活動が、年度初めに提出した品質保証計画書と差異がある場合は、当該部分についてその内容を示す書類を提

出すること。

a.工認対象機器を扱う作業

b.溶接事業者検査対象作業

c.運転管理、燃料管理、放射性廃棄物管理、放射線管理、保守管理及び非常時の措置に関連する作業（カタログ等市販品の購入及び修

理を除く。）

（要因-30）

もんじゅにおける「もんじゅ物品等調達管理要領（請負契約にか

かわる一般仕様書）」においては、受注者に対して“予定外（計

画外）の作業方法に基づく作業は禁止とする”ことをTBM及び

KYの中で十分に認識させることを要求するべきであったが、具

体的な要求として明記されておらず、吊り治具が海側に傾いた

ことが予定外（計画外）作業となったことを認識できず、作業を

禁止できなかった（C-11）

サブチームリーダインタビュー

フォローなし

課長代理インタビュー

受注者に対し、工事計画認可の対象機器を取り扱

う揚重作業で使用する治具をもんじゅ専用として新

たに製作する場合の製作管理については、受注者

側が出さないとどうしようもない。

課長インタビュー

引合仕様書という細かい検討は担当者とチーム

リーダーでやり取りするのが通常。DGは毎年行っ

ている点検なので、そんなに変わらない。私が思う

に形も決まり、点検内容も同じで、基本は変わらな

い。

（要因-29）

設備担当者Aは、「もんじゅ物品等調達管理要領（請負契約に

かかわる一般仕様書）」においては、受注者に対して“予定外

（計画外）の作業方法に基づく作業は禁止とする”ことをTBM及

びKYの中で十分に認識させることを追記するように管理課に

依頼するべきであったが、異常時の初動対応を規定することが

必要と認識できず、記載がなくても、当然、調達先が十分理解

していると思い込み改訂依頼しなかった(D-11）

（要因-28）

設備担当者Aは、調達先が“予定外（計

画外）の作業方法に該当することを理解

していないことを前提に「もんじゅ物品等

調達管理要領（請負契約にかかわる一

般仕様書）」の記載変更を検討すべきで

あったが、毎年実施している作業である

ため、見直しを考えなかった。(E-11）

（要因-27）

もんじゅは、「もんじゅ物品等調達管理要領（請負契約にか

かわる一般仕様書）」において、受注者に対して、異常時の

初動対応（“予定外（計画外）の作業方法に基づく作業は禁

止とする”こと等）を規定すべきであったが、安全統一ルール

との整合性等のQMS文書の定期レビューや見直し、要領類

の維持管理が不足していた（F-11)

設備担当者Aインタビュー

1.製作管理は、平成27年7月17日の事故後に決まった話で、平成27年度5月に引合仕様書に明

記できることではない。今回初めての作業ではなく、毎年実施している作業であるため、工事仕

様以外のメニューは触っていない。

2.平成２７年７月１４日（火）の受注者Ａ社との打合では、３Ｈ作業、予定外（計画外）の作業につ

いて、受注者Ａ社が知っておくべき当然のことであるから、改めての注意はしなかった。
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課長A
課長B
課長C

課長代理 ＴＬ
設備担当者B
設備担当者C
設備担当者D

設備担当者A

時　期 作業段階
適用される
ＪＡＥＡ所管
ＱＭＳ文書等

敦賀事業本部
調達課長A

所長
所内関係箇所

プラント保全部 Ａ社 Ｂ社

本社 班長Ａ

作業員（Ｂ）
作業員（Ｃ）
作業員（Ｄ）
作業員（E）

監督者Ａ 監督者Ｂ
部長

その他部内関係
箇所

次長

機械保修課

本社

平成27年5月25日 契約請求票起案

　

契約請求票起

案

（2704C00330

PN-071）

必要書類を添

付し上覧

補足（契約請求票一式より記載）

添付資料として「請負契約にかかわる一般仕様

書」添付。

その他契約関係添付書類

・引合仕様書

・品質管理調査依頼判定票

・品質管理調査票

【副所長】

副所長
確認

【課長A】

確認
確認確認

補足

以降、当該列については全て「課長A」の実

施した事項であることから、【課長A】の記載

は省略する。

「契約請求マ

ニュアル」

（平成26年11

月26日改正、

施行）

補足：「契約請求マニュアル」（抜粋）

4. 契約方式と契約種別

機構の契約の方式は、原則、一般契約入札としておりますが、

契約審査委員会が当該請求の内容により適正な契約方式の審

査を行います。

契約方式：一般競争入札

定義 ：価格を一つの指標とした価格競争

○条件付き一般競争とは

成果物の質を維持するために、業者の能力等（技術要件等）

を入札参加資格に対して行う価格競争。但し、合理的な理由が

ない限り、入札条件を付すことができない。

所要日数：約６０日～約１２０日程度（政府調達対象案件はプラス

40日）

補足 機械保修課超勤時間

設備担当者A：48.40⇒63.10

TL：80.0⇒53.20

課長代理インタビュー

.引合仕様書作成段階で、チェック＆レ

ビューは、予算執行委員会に諮る段階で

ラフな点検内容について見るが、引合仕

様書は契約請求の時に課長代理が

チェック＆レビューをする。

設備担当者Aインタビュー

1.作成段階でのチェック＆レビューは設備担当者Bに引合仕様書を見

せたが、他の人は別業務（再点検業務）で機械2チームは皆忙しかっ

た。

2.作業要領書の承認手続きにおいてＴＬ、機械保修課長、その他機

械保修課員からコメント等は特になし。

設備担当者Aインタビュー

契約請求マニュアルから調達手続きの所要日数が約60日～約120日

程度と記載されていることは認識していた。

【課長代

理】

確認

設備担当者Aインタビュー

担当する設備の分担は機械2チーム内で決める

のだが、機械2チーム内の調整が不十分であっ

た。（チームリーダ変更後(平成27年1月）は1度も

ミーティングは行っていない）

課長代理インタビュー

機械２チームＴＬの長期休暇後に、チームの状

況を確認した結果、チーム内の打合せがなく、コ

ミュニケーションが取れていない状況でした。

課長インタビュー

引合仕様書という細かい検討は担当者と

チームリーダーでやり取りするのが通常。

DGは毎年行っている点検なので、そんな

に変わらない。私が思うに形も決まり、点

検内容も同じで、基本は変わらない。

部長インタビュー

引合仕様書が上覧されたとき

にコメント等を行っていない

（要因-34）

設備担当者Aは、「契約請

求マニュアル」の所要日

数(60日～120日) を考慮

して5月初旬に契約請求

票を起案すべきであった

が、3人体制で実施した作

業を引継いだことで引合

仕様書、契約審査の書類

を作成するのに時間を要

し予定される所要日数以

下である50日前の5月25

日に契約請求を行った

（E-4）

（要因-33）

機械保修課機械2

チームリーダーは、

チーム内の担当者の

割り当ての調整、機

械保修課担当者の作

業のフォロー及び業

務進捗管理を行う必

要があったが、自らも

多忙で、契約の準備

が遅滞していることの

フォローができなかっ

た(F-4）

（要因-32）

機械保修課管理職は、

設備担当者が3人体制

で実施した3つの作業

を引継ぎ、負担が大き

いことを理解していた

が、課の業務管理表に

遅滞していることが分

かる具体的な記載もな

く、自らも多忙で、遅滞

していることをフォロー

ができなかった(F-5）

【組織要因-3：関連する問題事象-1（6/23ページ）】（要因

分析図のアドレス先：G-4)

機械保修課管理職は、機械2チームのチームリーダの課

題（多忙でチーム内を統率できない）を確認して、適切に

フォローをすべきであったが、担当者等に業務を任せっき

りにしてその計画や実施結果を自ら確認しておらず、ライ

ンとしてのフォローやチェックができていなかった。

（要因-31）

機械保修課管理職は、機械2チームのチームリーダーの

課題（多忙でチーム内を統率できない）を確認して、適切に

フォローをすべきであったが、担当者等に業務を任せっき

りにしてチームの計画や実施結果を自ら確認しておらず、

ラインとしてのフォローやチェックができていなかった（G-4)
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課長A
課長B
課長C

課長代理 ＴＬ
設備担当者B
設備担当者C
設備担当者D

設備担当者A

時　期 作業段階
適用される
ＪＡＥＡ所管
ＱＭＳ文書等

敦賀事業本部
調達課長A

所長
所内関係箇所

プラント保全部 Ａ社 Ｂ社

本社 班長Ａ

作業員（Ｂ）
作業員（Ｃ）
作業員（Ｄ）
作業員（E）

監督者Ａ 監督者Ｂ
部長

その他部内関係
箇所

次長

機械保修課

本社

平成27年5月26日 工事管理表作成

平成27年6月3日

平成27年6月15日 Ａ社内
契約手続 Ｂ社に対し見

積を依頼

受領・確認

依頼を受け、
見積を実施

「調達先の評

価・選定要

領」（第13次

改訂版）

（平成27年4

月1日改訂）

補足：「調達先の評価・選定要領」（抜粋）

4.2 調達先の品質管理に関する評価・選定

（1） 契約請求箇所は、契約内容、保安上の重要度に応じた品質管理調査に必要な事項【技術的能力、品質保証体制等）を契約請求時に契約担当箇

所に提出する。

（2） 契約請求箇所は、一般競争入札において、調達製品等を供給する技術的能力を評価する必要がある場合には、契約請求時に、上記（1）の品質管

理調査に必要な事項に加え、当該契約に必要な技術要件（技術証明事項）を契約担当箇所に提出する。

（3） 契約担当箇所は、契約請求箇所から提出された仕様書、引合先推薦理由書、特命理由書、経営状況等を考慮し、競争参加資格認定者の中から

調達先候補（引合先）を選定する。

（4） 契約担当箇所は、見積仕様書及び上記（1）の品質管理調査に関する回答を引合先から徴収する。また、必要に応じ上記（2）の技術要件に関する

資料を徴収する。

（5） 契約担当箇所は、契約請求箇所へ見積仕様書及び上記（1）の品質管理調査に関する回答の技術審査を依頼する。

（6） 上記（1）の品質管理に関する調査及びその範囲については高速増殖原型炉もんじゅの調達管理要領による。

保全管理課へ

提出

【保全管理

課】

契約担当箇

所へ送付

【所長】

決裁

本社担当者インタビュー

吊り治具を含めた発注は本社としては行っていない。ＪＡＥAからの依頼に基づき発注

している。現地員より、吊り治具を使いたい旨の話があれば考えたが、そのような話は

なかった。

工事計画作業

進捗状況確認

シート
合議承認

設備担当者Aインタビュー

1.平成27年5月26日に作成した。これは、契約請求票に添付

する物という位置付け。

2.受注者が作成する点検要領書のレビュー及び受注者との

打合せ」は、契約に絡んだマイルストーンではないので、「工

事計画作業進捗管理・確認シート」の計画欄に記してはいな

い

「工事計画作

成マニュア

ル」

（平成26年12

月17日改訂）

補足 「工事計画作成マニュアル」（抜粋）

5.1 工事計画作業管理・確認シートの作成

(1)作成時期

保守担当者は、契約請求計画表作成時期に合わせて作

成する

補足： DG作業の工事計画管理シート

（参考）契約請求予定表はない。

課長インタビュー

1.平成27年5月26日に作成段階の機械保修課長承認

2.平成27年度工事計画作業進捗管理・確認シート」（非常用ディーゼル発電機

（機械設備）点検）上の「作業着手」の項目に、作業要領書のレビュー及び受

注者との打合せを含んでいない。
サブチームリーダ インタビュー

平成27年度工事計画作業進捗管理・確認シート」（非常用

ディーゼル発電機（機械設備）点検）上の「作業着手」の項目

に、作業要領書のレビュー及び受注者との打合せを含んでい

ると思う。作業着手日の後に要領書のレビュー及び受注者と

の打合せを行って、現場の実作業開始という意味だと思う。

課長代理インタビュー

1.「平成27年度工事計画作業進捗管理・確認シート」契約請

求に付す物なので、平成27年5月25日の契約請求の頃に

作成していたのでは

2.点検要領書のレビュー及び受注者との打合せを行った上

で「作業着手」ということ。

合議



高速増殖原型炉もんじゅ非常用ディーゼル発電機Ｂ号機シリンダヘッドインジケータコックの変形について（時系列） 添付資料-1.1（11／23）

課長A
課長B
課長C

課長代理 ＴＬ
設備担当者B
設備担当者C
設備担当者D

設備担当者A

時　期 作業段階
適用される
ＪＡＥＡ所管
ＱＭＳ文書等

敦賀事業本部
調達課長A

所長
所内関係箇所

プラント保全部 Ａ社 Ｂ社

本社 班長Ａ

作業員（Ｂ）
作業員（Ｃ）
作業員（Ｄ）
作業員（E）

監督者Ａ 監督者Ｂ
部長

その他部内関係
箇所

次長

機械保修課

本社

平成27年6月19日

平成27年6月29日 Ｂ社内
契約手続

平成27年7月1日 Ｂ社内
契約手続
機械保修課
体制変更

平成27年7月2日 作業要領書
標準記載
要領配布

平成27年7月3日

見積書を作
成

Ｂ系の部分
に「吊り天秤、
ギアトロリー
納入」を記載

見積書提出

労働者名簿
作成・現地監
督者Ａへ送
付

JAEAへ入札
仕様書（品質
管理調査票
等含む）を提

出

技術審査依

頼

技術審査（引
合先の品質管
理評価）実施

補足

「もんじゅ物品等調達管理要領」 様式-1 （抜粋）

1. 当該設備を製作したメーカか （はいの場合以下2～5につ

いては評価不要とする）

2. 品質保証の体制が整っているか

3. 設計の体制が整っているか

4. 検査体制（工場検査又は現地検査）が整っているか

5. 外注先の評価を行う体制が整っているか

補足：入札仕様書の記載（抜粋）

入札仕様につきましては、入札説明書

（2704C00330）添付の発注仕様書のとおりとし

ます。

技術審査依頼
書（兼回答書）
に回答記載

確認 確認

契約担当箇所
へ回答送付

受領

積算と数量確
認内訳書を対
比し数量確認
実施

確認 確認

受領
「作業要領書
標準記載要
領」を配布

設備担当者Aインタビュー

引合先品質管理評価票において、A社は1.の当

該設備を製作したメーカであったことから、ルー

ルどおり2～5のチェックはしていない。

班長Aインタビュー

B社班長Aは、治具について数年前から同点検時にA社か

ら薦められていたことから、そろそろ製作したほうがよいと

判断したが、製作することをA社に連絡せず、B社がA社に

提出した見積書に治具の製作費等を明記したことでA社

が認知したと考えた。

補足

回答の記載（抜粋）

「引合先品質管理評価票の総合評価結果及び、引合仕様

書の要求、技術証明項目を満足することから可とする。」

補足：設備担当者Aインタビュー：
設備担当者Aインタビューでは 数量確認書では当該冶

具の内容の記載なし。

機械保修課 機械2チーム
7月1日：10名（ 削除：1名、設備担当者 B）
当該設備の担当者は設備担当者Aの1名のみ

補足） [H27.7.1] 機械保修課 体制変更に

ついて

補足 機械保修課超勤時間：6月→7月

設備担当者A：56.30⇒63.5

TL：65：30⇒54：.40

課長：47.4⇒58.30



高速増殖原型炉もんじゅ非常用ディーゼル発電機Ｂ号機シリンダヘッドインジケータコックの変形について（時系列） 添付資料-1.1（12／23）

課長A
課長B
課長C

課長代理 ＴＬ
設備担当者B
設備担当者C
設備担当者D

設備担当者A

時　期 作業段階
適用される
ＪＡＥＡ所管
ＱＭＳ文書等

敦賀事業本部
調達課長A

所長
所内関係箇所

プラント保全部 Ａ社 Ｂ社

本社 班長Ａ

作業員（Ｂ）
作業員（Ｃ）
作業員（Ｄ）
作業員（E）

監督者Ａ 監督者Ｂ
部長

その他部内関係
箇所

次長

機械保修課

本社

平成27年7月8日 Ａ社内
契約手続

平成27年7月9日 Ａ社内
契約手続

平成27年7月10日 開札
業務管理表
更新

Ｂ社に対し注
文書発行

力量評価名
簿発行

受領・確認

見積書受領

前回と比較し
確認

受理

Ａ社本社担当者インタビュー

・前回と比較は行ったが、吊り天秤については、Ｂ系の部分に記載があるだけであり、目がいかず気が付

かなかった（人工数と日数がメイン）。

・B社からの見積もりについては、現地監督者には送付していない。

見積書受領
見積書を
JAEAへ提出

開札 入札

A社本社担当者インタビュー

吊り治具を含めた発注は本社としては行って

いない。ＪＡＥAからの依頼に基づき発注して

いる。
監督者Aインタビュー

監督者A及びBは、B社作業者のディーゼル機関点検経験や、同型機関点検経験を

① 労働者名簿

② 作業に必要な資格類の情報

③ 力量調査票

にて確認した。

・監督者Aは、もんじゅのディーゼル機関点検の経験がある。（もんじゅで過去に2年6ヶ月以上従事）

・監督者Bは、もんじゅのディーゼル機関点検の経験がある。（もんじゅで過去に8ヶ月以上従事）

業務管理表
更新

補足） 機械保修課 業務管理表r4

課長インタビュー

機械保修課 業務管理表では「各担当」と記載し、「担当者名」を記載し

ていないし、DG作業も判らないとが。チーム毎の業務管理表には作業名

および担当者の詳細は記載している。

「業務管理表

等運用要領」

（平成27年4

月15日制定）

補足） 業務管理表等運用要領

（目的）

第1条 本要領は、もんじゅコミニュケーション要領の下、高速増殖炉も

んじゅ原子炉施設保安規定（以下「保安規定」をいう。）及び各室課品質

目標及び保守管理目標に定められた各種業務の管理を実施し、発生した

課題の把握と改善に努めることを目標とする。



高速増殖原型炉もんじゅ非常用ディーゼル発電機Ｂ号機シリンダヘッドインジケータコックの変形について（時系列） 添付資料-1.1（13／23）

課長A
課長B
課長C

課長代理 ＴＬ
設備担当者B
設備担当者C
設備担当者D

設備担当者A

時　期 作業段階
適用される
ＪＡＥＡ所管
ＱＭＳ文書等

敦賀事業本部
調達課長A

所長
所内関係箇所

プラント保全部 Ａ社 Ｂ社

本社 班長Ａ

作業員（Ｂ）
作業員（Ｃ）
作業員（Ｄ）
作業員（E）

監督者Ａ 監督者Ｂ
部長

その他部内関係
箇所

次長

機械保修課

本社

平成27年7月14日 要領書
の作成

点検要領
書作成

本社へ提出承認

ＪＡＥＡへ
提出

受領

「作業要領書

標準記載要

領」（第34次

改正版）

（平成27年3

月30改正、4

月1日施行）

補足 「作業要領書標準記載要領」（抜粋）

第3条（用語の定義）

（3）3Ｈ作業

3Ｈ作業とは、次表の対象作業が示すいずれかの作業をいう。

対象作業：作業の一部が過去に経験のない作業（改造、補修、取替等）、例：点検対象設備が改造等により更新され、当該機器の点検手順を変更しなければならない場合

第5条（共通注意事項）

7 予定外（計画外）の作業方法に基づく作業は禁止とする。受注者は、作業方法を追加・変更する場合は、追加・変更内容について請負者内の検討を行うとともに、作業責任者の確

認を得ること。また、受注者は、追加・変更内容について作業担当課長の確認を必要とし、作業の再開に当たっては、追加・変更内容を作業員へ周知する。

第9条（3Ｈ作業の対応）

受注者が３Ｈ作業に該当する作業の要領書を作成する場合は、あらかじめ受注者内で各関係部門による多角的なレビューを実施する。作成した要領書については作業を実施する

前に作業担当課と第5条第2項a～d項に対し、妥当性の再確認を行う。なお、作業担当課長は、外注せず直営作業として行う場合は、多角的なレビューを自ら実施する。

補足 点検要領書より記載

前年度と同様な記載であり、シリ

ンダーヘッドの吊り上げ、移動に

関しては詳細な手順は記載されて

いない。

契約通知受
領

A社へ契約通
知

担当へ連絡
（メール）

設備担当者Aインタビュー

1.受注者Ａ社から当該吊り治具の構造を示した図面はない。

2.２台のクレーンを用いた２名のクレーン操作者による作業であることは

Ａ社作成の作業要領書に記されてない。

（要因-35）

機械保修課長は、異常に伴う措置が予定外作業で

あることについて、課員に周知、理解させるため

OJT等を行い教育して作業管理を行うべきであった

が、設備担当者Aは、予定外作業は受注者が報告

するものと誤認している等、作業立会者の職務や作

業管理における留意事項が明確になっていない（F-

13)

（要因-36）

設備担当者Aは、点検箇所を含めた作業内容を注視すべ

きであったが、毎年実施している作業であり、点検箇所の

み注視し点検箇所以外は形式的にしか確認しなかった(F-

10)
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課長A
課長B
課長C

課長代理 ＴＬ
設備担当者B
設備担当者C
設備担当者D

設備担当者A

時　期 作業段階
適用される
ＪＡＥＡ所管
ＱＭＳ文書等

敦賀事業本部
調達課長A

所長
所内関係箇所

プラント保全部 Ａ社 Ｂ社

本社 班長Ａ

作業員（Ｂ）
作業員（Ｃ）
作業員（Ｄ）
作業員（E）

監督者Ａ 監督者Ｂ
部長

その他部内関係
箇所

次長

機械保修課

本社

要領書
の審査

要領書承認

打ち合わせ
実施

打ち合わせ
出席

作業要領書
等確認シー
トにて確認・
記録作成

記録を添付し
要領書上覧

審査承認

部内マニュア

ル「作業要領

書等確認マ

ニュアル」

（第9次改正

版）

（平成26年9

月30日改正、

10月1日施

行）

補足 「作業要領書等確認マニュアル」（抜粋）：

2．適用範囲

本マニュアルは、「もんじゅ物品等調達管理要領 別添-4請負契約にかかわる一般仕様書」に基づき提出される作業要領書及

び直営で実施する作業に係る作業要領書のうち、「作業要領書標準記載要領」の適用範囲である、定期点検要領書（Q41）、保

守点検要領書（Q42）、工事要領書（R32）及び検査要領書（Q31）（以下「作業要領書等」という。）に適用する。

4．作業要領書等の確認方法

作業担当者は、「作業要領書標準記載要領」に記載する作業目的、作業範囲、作業の準備から後片づけまでの一連の作業手

順、各ステップにおけるヒューマンエラー防止、災害発生防止に向けた注意事項等が明確かつ具体的に記載されていることを

「作業要領書等確認シート」（以下「様式-1」という。）により確認する。

5．「３Ｈ作業」に係る作業要領書等の確認

作業担当者は、３Ｈ作業に該当する点検等を行う場合は、「３Ｈ作業に係る要領書確認シート」（様式-2）に基づき、あらかじめ受

注者内で当該作業に係るすべての製作図面等の確認及び各関係部門による多角的なレビューが行われていることを受注者と

妥当性の再確認を行う。

確認

（要因-37）
もんじゅの「作業要領書標準記載要領」では、工事計画認可の対象機

器の点検等でもんじゅ専用の治具を用いて揚重作業を実施する場合

の作業手順及び注意事項を明確にし、その手順に変更が生じた場合、

3H作業に該当することを明記するべきであったが、工事計画認可の対

象機器の点検等でもんじゅ専用の治具を用いて揚重作業を実施する

場合の作業手順及び注意事項を具体的に記載することを明記してい

なかった（D-8）

設備担当者Aインタビュー
ＴＬ、機械保修課長、その他機械保修課員からコメント等は、

特にはなし。

課長インタビュー

点検作業は毎年度行っており、例年と同じ作業方法と聞き、特段の

コメント等はなかったが、ポイントを押さえるよう設備担当者Ａ氏に伝

えた。なお、作業要領書には吊り治具のことは何も書かれていなかっ

た。なお、設備担当者Ａ氏は、現場で吊り治具を用いて吊り上げてか

ら、初めて新たに製作された吊り治具のことを改善として聞かされた。

設備担当者Aインタビュー

1.平成２７年７月１４日（火）の受注者Ａ社との打合では、当然知ってい

ると思い３Ｈ作業、予定外（計画外）の作業についての注意事項を改め

て確認していない。

2.異常時の通報連絡について、作業要領書の内容確認の段階で、受

注者Ａ社及び協力会社Ｂ社に説明を行った。

3.内容は要領書の読み合わせ。

4.申し出がなかったため、吊り方のレビューはしていない。

5.平成27年度5月に引合仕様書に明記できることではない。今回初め

ての作業ではなく、毎年実施している作業であるため、工事仕様以外

のメニューは触っていない。それが、想定されるものであれば、仕様書

の標準様式の中に、付け加えてみてもどうかと思う。この時点で、新し

い吊り治具を使用するという話を受注者A社からも協力会社B社からも、

平成27年7月17日まで聞いていなかった。

課長代理インタビュー

1.点検要領書の了承の押印をしている。

2.点検要領書の確認が作業日(7/15)の前日(7/14)になったことについて、十分な期間が無かったかも

しれないが、「非常用ディーゼル発電機設備（機械設備）点検要領書」（平成27年7月14日）（受注者）

については、受注者が２０年間ほど点検をしてきており、過去と同じ作業という前提であった。

3.設備担当者Ａ氏及び機械２チームリーダが押印しており、３Ｈ作業に対する確認項目があって３Ｈ作

業は「該当無」にチェックされていた。受注者が機構に対して３Ｈ作業があると言ってくれなければ、報

告してくれなければ、そういう仕組みがなければ、機構側では分からない。

審査

（要因-38）

もんじゅは、過去の非常用DG機Ｃ号機シリンダライナーのひび割れに係るRCA結

果を踏まえた対策の提言「作業上の些細なことであっても、報告、連絡、相談する

仕組みを作り、習慣化することが必要である。」に対する対策（安全管理強化として

のメーカとの一体化の意識強化）が有効に機能していなかった（E-12)
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課長A
課長B
課長C

課長代理 ＴＬ
設備担当者B
設備担当者C
設備担当者D

設備担当者A

時　期 作業段階
適用される
ＪＡＥＡ所管
ＱＭＳ文書等

敦賀事業本部
調達課長A

所長
所内関係箇所

プラント保全部 Ａ社 Ｂ社

本社 班長Ａ

作業員（Ｂ）
作業員（Ｃ）
作業員（Ｄ）
作業員（E）

監督者Ａ 監督者Ｂ
部長

その他部内関係
箇所

次長

機械保修課

本社

Ａ社教育
記録提出

保安教育記
録を提出

受領・確認

補足（保安教育記録より記載）

当該作業に係る作業者が、保

安教育を受講しており、教育の

有効期限内である。

「もんじゅ物

品等調達管

理要領」（第

44次改正版）

（平成27年6

月23日改正、

7月1日施行）

保安教育実
施（講師）

保安教育受
講

保安教育
立会

監督者Aインタビュー

教育については「高速増殖原型炉研究開

発センター安全統一ルール」の全文につい

て読み合わせた。

（要因-40）

もんじゅにおいては、正常でない（通常と異なる）

場合、又は異常であるかも知れないと感じた場

合に連絡する訓練を受注者に対して実施してお

くべきであったが、通報・連絡方法の周知のみで

あった。（C-12）

補足 「もんじゅ物品等調達管理要領」（抜粋）

別添-4 請負契約にかかわる一般仕様書

8.教育訓練

8.1 教育計画

（1）受注者は、構内にて作業を行う場合は、原則として契約件名ごとに担当

課室まで教育計画書を教育開始前までに提出すること。教育計画書には教育

予定日、教育時間（30分以上）、教育場所、講師名及び受講者名を記載するこ

と。

（4）教育テキストは安全統一ルールとする

委任等又は下
請等の承認に
ついて

審査承認

補足：「委任又は下請負等の承認について（様式A)」（抜粋）

委任先又は下請等業者名 電話番号：

所在地：

委任又は下請等の業務範囲：ディーゼル機関本体及び補機類点検

委任又は下請負等の必要性・合理的理由：機器に精通し継続的に契約を行っている。

履行能力（実績・元受との関係等）：もんじゅでの実績あり
請負契約に
かかわる一
般仕様書

補足 「請負契約にかかわる一般仕様書」（抜粋）

4.2 受注者は、重要な機器、資材又は作業の一部を外注する場合、外注先

一覧表を発注者に提出すること。外注先の選定に当たっては、品質保証の管

理体制及び製品の製造実績並びに技術者の配置状況等の技術的能力を確

認すること。また、その外注先について発注者が不適合と認めた場合は、拒否

できるものとする。

（要因-39）

設備担当者Aは、受注者に、異常であるかも

知れないと感じた場合に連絡する教育・訓練

を実施させておくべきであったが、確認する

ルールがなかっためA社監督者Aが着工前事

前検討会で安全統一ルールを周知したことに

対し、受注者が理解していることを確認してい

なかった(D-12)

設備担当者Ａインタビュー

通報連絡について、①中央制御室（当直長）、②機械

保修課設備担当者A、③受注者A社の本社という順に

通報連絡することなどの指導はしたが、機械保修課設

備担当者Aが受注者A社及び協力会社B社の教育をす

るということになっていなかったので、行わなかった。
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課長A
課長B
課長C

課長代理 ＴＬ
設備担当者B
設備担当者C
設備担当者D

設備担当者A

時　期 作業段階
適用される
ＪＡＥＡ所管
ＱＭＳ文書等

敦賀事業本部
調達課長A

所長
所内関係箇所

プラント保全部 Ａ社 Ｂ社

本社 班長Ａ

作業員（Ｂ）
作業員（Ｃ）
作業員（Ｄ）
作業員（E）

監督者Ａ 監督者Ｂ
部長

その他部内関係
箇所

次長

機械保修課

本社

Ａ社現地ＱＡＰ、
安全対策
計画書審査

Ａ社リスク
アセスメント

着工前会議

着工前会議

リスクアセ
スメントの
実施を指示

審査・承認

受領・内容
確認

「もんじゅ物

品等調達管

理要領」（第

44次改正版）

（平成27年6

月23日改正、

7月1日施行）

補足（再掲）

「もんじゅ物品等調達管理要領」（抜粋）

別添-4 請負契約にかかわる一般仕様書

4.10 品質保証計画書

（1） 以下のa、bのいずれかに該当する受注者は、契約締結後速やかに、Ｊ

ＥＡＧ4121の付属書-1「品質マネジメントシステムに関する標準品質保証仕

様書」に基づき、品質保証体制を明確にした品質保証計画書を作成し、発注

者に提出すること。また、a、bに該当しないがcに該当する受注者は、契約締

結後速やかに、品質保証計画書（ISO9001相当）を作成し、発注者に提出す

ること。ただし、品質保証計画書を年度初めに提出し、これを適用する場合は、

作業契約ごとの提出を要しない。

なお、当該作業の品質保証活動が、年度初めに提出した品質保証計画書と

差異がある場合は、当該部分についてその内容を示す書類を提出すること。

a.工認対象機器を扱う作業

b.溶接事業者検査対象作業

c.運転管理、燃料管理、放射性廃棄物管理、放射線管理、保守管理及び非

常時の措置に関連する作業（カタログ等市販品の購入及び修理を除く。）

上覧審査

リスクアセスメントを実施

実施記録作成・提出実施記録受領・確認

要領書、ＱＡＰ、安全対策書に
基づき、工程表と点検範囲の
詳細にて工事内容の説明を実

施

工程表と点検範囲の詳細
にて工事内容を確認

安全統一ルール及び分解

点検作業の教育を受講

安全統一
ルール及び
承認された工
事要領書に
て分解点検
作業を教育

「もんじゅ物

品等調達管

理要領」（第

44次改正版）

（平成27年6

月23日改正、

7月1日施行）

補足（再掲）「もんじゅ物品等調達管理要領」 （抜粋）

別添-4 請負契約にかかわる一般仕様書

3.作業管理

3.1 受注者の作業管理

（4）その他 ｃ. 受注者は、初めて当該作業に携わる作業員に対し、当

該作業員が作業に携わる前までに作業要領書の読み合わせにより作

業内容の確認を実施し、作業者が必要とする技術（力量）を付与したこ

とを議事録等に記録し、発注者に提出すること。

押印

議事録提出
議事録受
領

議事録作成

監督者Aインタビュー

シリンダヘッドの吊り上げ、吊り下げ作業の作業方法については

通常の業務範囲と認識し、打ち合わせしていない。（揚重作業の

話はあったが、吊り治具の有無にまで話は至っていない。）

監督者Bインタビュー

入構手続や、作業着手に書類作成を行っ

ており、部分的に参加した。

監督者Aインタビュー

作業員の中に初めて当該作業に携わる者が2名

いたことから「事前検討会実施報告書」を作成し、

提出した。

現地品質保
証計画書及
び安全対策
計画書作成

JAEAへ送
付

（平成27年度現地品質保証計画

書より記載）

＜現地品質保証組織表＞

班長Ａ

作業員（Ｂ）、作業員（Ｃ）、

作業員（Ｄ）、作業員（Ｅ）

Ａ社

（元請会社）

Ｂ社

（協力会社）

現場代理人

監督者Ｂ

監督者A

監督者

代表者

他作業者4名

A社現地品質保証計画書（抜粋）：

2. 品質保証体制
定検工事における品質保証体制は「現地品質保証組織票」に示す。部署

の機能と責任は次のとおり。

（1）現場代理人
1）定検工事において現場代理人下におかれる者の指導及び監督。 2）定
検工事に関する工事の指示及び指導と確認。 3）定検工事に関する工程
管理の実施。 4）試験、検査の記録承認。 5）客先との連絡調整。 6）作業
環境整備とその維持の確認。 7）品質管理記録の作成。 8）安全パトロー
ルへの参加。 9）作業員に安全管理項目の徹底。
（3）監督者
1）現場責任者からの作業指示を適切に作業員へ指示。 2）作業員に品
質管理、安全管理項目の徹底。 3）作業環境整備とその維持の確認。 4）
品質管理記録の作成。

（4）作業班長
1）作業現場で作業者の指揮・指導・監督。 2）要求される作業予定・指示
書の作成 3）作業要領書に基づくチェックシートやフローチャートによる作業
進捗状況の確認を行い、問題点の確認と日々の作業報告を行う。 4）工事
中に異常が発生した場合は添付‐6（異常発生事例集）に基づき、遅滞なく関
係者及び関係機関に連絡を入れる。

異常時発生事例集

・.治具が無い。又は正規に動作しないあるいは壊した
正規に動作しない時、あるいわ壊した時は監督者に直に連絡し指示を仰

ぐ。

作業要領書

等確認マ

ニュアル」

（第9次改正

版）

（平成26年9

月30日改正、

10月1日施

行）

補足 「作業要領書等確認マニュアル」（抜粋）

5．「３Ｈ作業」に係る作業要領書等の確認

作業担当者は、３Ｈ作業に該当する点検等を行う場合は、「３Ｈ

作業に係る要領書確認シート」（様式-2）に基づき、あらかじめ受

注者内で当該作業に係るすべての製作図面等の確認及び各関

係部門による多角的なレビューが行われていることを受注者と

妥当性の再確認を行う。

設備担当者Ａインタビュー

A社現地品質保証計画書の内容は点検要領書に

比較して、目を通す程度で確認した.。
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課長A
課長B
課長C

課長代理 ＴＬ
設備担当者B
設備担当者C
設備担当者D

設備担当者A

時　期 作業段階
適用される
ＪＡＥＡ所管
ＱＭＳ文書等

敦賀事業本部
調達課長A

所長
所内関係箇所

プラント保全部 Ａ社 Ｂ社

本社 班長Ａ

作業員（Ｂ）
作業員（Ｃ）
作業員（Ｄ）
作業員（E）

監督者Ａ 監督者Ｂ
部長

その他部内関係
箇所

次長

機械保修課

本社

平成27年7月15日 吊り治具
搬入

ＥＭ

ＥＭ

翌日の作業内容について
作業員へ説明

作業開始：作業エリアの養
生及び資材・道工具を搬入

作業日報受
領

承認

確認

監督者Ｂインタビュー

監督者Ａより治具の製作については話は聞いていた。今回使

用することについては周知の事実として発言はしなかった。確認・押印

補足

作業日報（抜粋）

予定 平成27年7月16日

作業内容

1.工事準備（分解用具、作業エリア区画・養生等）

2.デフレクション計測

3.分解前外観検査

4.№1、7シリンダーヘッド廻り分解・締結ナット弛め

5.№1、7ピストン抜出準備

6.高圧管取外し。燃料弁・始動弁抜出し

7.空気だめマンホール開放

8.清水・潤滑油・空気冷却器保温材取外し・油戻し、分解準備・分解

9.海水配管保温材取外し

連絡事項

立会確認項目

・分解前外観検査

・シリンダヘッド弛め確認

班長Aインタビュー

搬入の際、新潟の監督者も現場にい

たため、使用することは判っていたと

思い、説明は不要と考えていた。

新しい吊り治
具を確認

作業日報作
成・提出

確認・押印

監督者Ｂインタビュー

作業者に対して班長Aが注

意事項等を伝えていること

を聞いていた。

監督者Bインタビュー

非常用ディーゼル発電機設備（機械設備）点検要領書(以下「点検要領書」

という。）において、シリンダヘッドの吊り上げ・運搬の手順を具体的にしてい

なかった。

監督者Aインタビュー

作業員の中に初めて当該作業に携わる者が2名いた

ことから「事前検討会実施報告書」を作成し、提出した。

設備担当者Aインタビュー

クレーンの吊り方の変更は、平成26年度のクレーン

の吊り方を見ていないので、受注者がクレーンの吊り

方を変更するということを機構に伝えない限り3H作業

であると機構は認識できない。

サブチームリーダインタビュー

現場で現物を見ていないと認識は難しい。受注者が作成する点検要

領書に記されていないと分からない。前年度の作業を知っていれば、

比較すれば3H作業の認識できるのでは。

課長代理インタビュー

.品質保証計画書等の関連書類は、あまり細かいところまで

は見れていない。品質保証関係は例年と内容は変わってい

ないという認識。

課長代理インタビュー

３Ｈ作業は無いという認識であった。3Ｈ作業に対する確認項目

があって３Ｈ作業は「該当無」にチェックされていた。

受注者が機構に対して３Ｈ作業があると言ってくれなければ、報

告してくれなければ、そういう仕組みがなければ、機構側では分

からない.。
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課長A
課長B
課長C

課長代理 ＴＬ
設備担当者B
設備担当者C
設備担当者D

設備担当者A

時　期 作業段階
適用される
ＪＡＥＡ所管
ＱＭＳ文書等

敦賀事業本部
調達課長A

所長
所内関係箇所

プラント保全部 Ａ社 Ｂ社

本社 班長Ａ

作業員（Ｂ）
作業員（Ｃ）
作業員（Ｄ）
作業員（E）

監督者Ａ 監督者Ｂ
部長

その他部内関係
箇所

次長

機械保修課

本社

平成27年7月17日 吊り上げ
作業開始

現場にて指
揮・監督を実

施

ＴＢＭ

当日の作業
を作業員へ
説明

シリンダヘッド落下に関する
ＫＹを実施

班長Aインタビュー

・玉掛け作業においては、過去に点検を行っている実績があり、各

人の役割が決まっていた為、それをその都度口頭での指示をして

いた。

・リスク：シリンダーヘッド吊り上げ時、玉掛けが外れ吊荷が落下し

けがをする。←リスク低減対策：吊り具の使用前点検の実施。リス

クレベル：Ⅴ→Ⅱに低減。

作業エリアまで吊り治具及び
その他治工具を運搬

作業エリアに吊り治具を仮置
き

作業員（Ｃ）、
（Ｄ）に電動ク
レーンに治
具を取り付
けるよう指示

【作業員Ｃ、
Ｄ】

クレーンに
治具を取
り付け

班長Aインタビュー

吊り治具を運搬する際、電動クレーン

を高く巻き上げる必要がなかったこと

から、クレーン移動時に空調用のダク

トとは干渉しなかった。

シリンダヘッド№1、7廻りの分
解実施

シリンダ
ヘッド№1、
7の取外し
を指示

吊り治具の水
平を保つため、
山側のホイス
トと海側のホ
イストを一人
で操作し、吊
り治具を吊り
上げ

班長Aインタビュー

シリンダヘッドを下ろす際にも吊り治具の

水平を保つため、山側のホイストと海側

のホイストを一人で操作しようと考えてい

た。

監督者Aインタビュー

・監督者Aが説明している内容を聞いていた。

・KYについては、班長Aが主体で実施している

のを確認していた。

監督者Aインタビュー

TBM及びKYの中で“予定外（計画外）の作業方法に基づく作業は禁止とする”ことの周

知が十分でなかった。

立会

設備担当者Aインタビュー

平成２７年７月１７日（金）午前は、立会対象であるボルトの緩め作

業があったので、立ち会いに行っている。

（現場）設備担当者Aインタビュー：

高速増殖原型炉もんじゅ内ディーゼル発電機室（Ｂ）では行っていなかった。作業現場

（高速増殖原型炉もんじゅ内ディーゼル発電機室（Ｂ））においてＫＹを行うというルールに

はなっていなかった。
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課長A
課長B
課長C

課長代理 ＴＬ
設備担当者B
設備担当者C
設備担当者D

設備担当者A

時　期 作業段階
適用される
ＪＡＥＡ所管
ＱＭＳ文書等

敦賀事業本部
調達課長A

所長
所内関係箇所

プラント保全部 Ａ社 Ｂ社

本社 班長Ａ

作業員（Ｂ）
作業員（Ｃ）
作業員（Ｄ）
作業員（E）

監督者Ａ 監督者Ｂ
部長

その他部内関係
箇所

次長

機械保修課

本社

ＰＭ 吊り上げ
作業継続

監督者Bインタビュー

安全性と効率向上のため新たな吊り治具を使用しているこ

とを説明した。

説明内容

・天秤の使用により、これまでと比べて芯出しが容易になり、

スムーズに吊り上げることができる。

・他のプラントでも使用実績がある。

昼休み

シリンダヘッド№1、7ナット緩
め作業実施

シリンダヘッド
№1、7ナット緩
め作業立会実

施

チェーンブロックにより吊り上
げ作業実施

地下1階へ移動
地下1階へ移

動

シリンダヘッド
廻りに戻る

シリンダヘッ
ド廻りに戻る

新たな吊り治具
を用いて揚重作
業を開始してい
ることを確認

吊り治具につ
いて設備担
当者Aに説明

吊り治具を常
設したい旨相

談

吊り治具の常設
場所を確認する
ためＤ/Ｇ-Ｂ室

退室

吊り治具の常
設場所を確
認するためＤ
/Ｇ-Ｂ室退室

シリンダヘッド№7吊り上げ完
了

横移動開始
のため声掛
けによる移
動の合図を
送る

シリンダーヘッド№7横移動

「作業要領書

標準記載要

領」（第34次

改正版）

（平成27年3

月30日改正、

4月1日施行）

補足（再掲）

「作業要領書標準記載要領」（抜粋）

第3条（用語の定義）

（3）3Ｈ作業

3Ｈ作業とは、次表の対象作業が示すいずれかの作

業をいう。

対象作業：作業の一部が過去に経験のない作業（改

造、補修、取替等）、例：点検対象設備が改造等により

更新され、当該機器の点検手順を変更しなければなら

ない場合

第5条（共通注意事項）

7 予定外（計画外）の作業方法に基づく作業は禁止と

する。受注者は、作業方法を追加・変更する場合は、

追加・変更内容について請負者内の検討を行うととも

に、作業責任者の確認を得ること。また、受注者は、追

加・変更内容について作業担当課長の確認を必要とし、

作業の再開に当たっては、追加・変更内容を作業員へ

周知する。

第9条（3Ｈ作業の対応）

受注者が３Ｈ作業に該当する作業の要領書を作成す

る場合は、あらかじめ受注者内で各関係部門による多

角的なレビューを実施する。作成した要領書について

は作業を実施する前に作業担当課と第5条第2項a～d

項に対し、妥当性の再確認を行う。なお、作業担当課

長は、外注せず直営作業として行う場合は、多角的な

レビューを自ら実施する。

設備担当者Aインタビュー

他の場所で実施している補機類の点検状況確認のため移動

した。

監督者Bインタビュー

他の場所で実施している補機

類の点検状況確認のため、設

備担当者Aと移動した。

監督者Bイン

タビュー

もんじゅ専用

に製作した治

具であること

から、常設し

たい旨を設備

担当者Aに相

談した。

補足（平成27年度現地品質

保証計画書より記載）：

（4）作業班長

1）作業現場で作業者の指

揮・指導・監督

とあるため、作業者の指揮

は班長が行うこととなって

いる。

設備担当者Aインタビュー

平成２７年７月１７日（金）の午後の立会区分について、当該クレーン操作の前段階であるボ

ルトを緩める作業はシリンダヘッドを傷めないかという点で大事なので立会であったが、ク

レーン操作時は立会を要しない計画であった。ただし、一連の作業の流れから、クレーン操

作による吊り上げ作業にも立ち会った。

【問題事象1-2】

（要因-45）

設備担当者Aは、新たな吊り治具を使用することが、作業順の変更

（3H作業）に該当すると判断できず、作業を止めなかった（B-8）

設備担当者Aインタビュー

1平成27年7月15日（水）に協力会社Ｂ社が新たに製作した吊り治具が現場に搬

入された時、受注者Ａ社又は協力会社Ｂ社から従前とは異なる構造の吊り治具を

製作をしたという説明がなければ、見ただけで識別することはできないと思う（Ｈ

28.1.27 A20)

2.クレーンの吊り方の変更は、平成26年度のクレーンの吊り方を見ていないので、

受注者がクレーンの吊り方を変更するということを機構に伝えない限り3H作業で

あると機構は認識できない。

サブチームリーダインタビュー

現場で現物を見ていないと認識は難しい。受注者が作成する点検要

領書に記されていないと分からない。前年度の作業を知っていれば、

比較すれば3H作業の認識できるのでは。

課長代理インタビュー

設備担当者Ａ氏はＤＧ（非常用ディーゼル発電機設備）の点検

とＩＡ（制御用圧縮空気系）の点検の両方を同時期に担当してい

たから無理だったと思う。また、設備担当者Ａ氏の代わりの人も

人員的に無理だったと思う。

（要因-44）

点検要領書に記載されたシリン

ダヘッドの吊り上げ・運搬の手順

が具体的でなかった（C-8)

（要因-42）

設備担当者Aは、受注

者及び協力会社より作

業手順を再確認するこ

とで、新しい吊具を使

用することを聞き出し、

新しい吊り具を使用す

る作業手順から3H作

業であることを認識す

べきであったが、作業

要領書に新しい吊り具

等の作業手順が記載

されていなかったので、

作業手順には変更な

いと考えた(D-10)

（要因-43）

設備担当者Aは、

受注者及び協力会

社より作業手順を

再確認することで、

作業要領書に新し

い吊り治具等の作

業手順が記載され

ていないことを受

注者に指摘すべき

であったが、受注

者から手順変更の

報告がないため指

摘しなかった(E-

10)

（要因-41）

設備担当者Aは、現場で受注者

（A社）から新たな吊具を使用して

作業を実施することを伝えられた

際、新たな吊具を使用することが

手順の変更に該当すると認識で

きなかった（C-10)
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課長A
課長B
課長C

課長代理 ＴＬ
設備担当者B
設備担当者C
設備担当者D

設備担当者A

時　期 作業段階
適用される
ＪＡＥＡ所管
ＱＭＳ文書等

敦賀事業本部
調達課長A

所長
所内関係箇所

プラント保全部 Ａ社 Ｂ社

本社 班長Ａ

作業員（Ｂ）
作業員（Ｃ）
作業員（Ｄ）
作業員（E）

監督者Ａ 監督者Ｂ
部長

その他部内関係
箇所

次長

機械保修課

本社

Ｄ/Ｇ-Ｂ室内
の換気ダクト
と干渉するこ
とを認識

停止のため
声掛けによ
る停止の合
図を送る

シリンダーヘッド№7移動停止

【作業員Ｂ】
海側のペ
ンダントス
イッチを操
作しホイス
ト下降

作業者（Ｂ）
と打合せる
ため移動開
始

班長Aインタビュー

停止指示を受け、前回は単独

で吊り上げ作業引き続き下降

操作に入ると思い込み、指示

を待たずに下降スイッチを押

した。

移動中に異
常音を確認

海側が下
がった事で、
吊荷のシリ
ンダヘッド
が一気にス
トッパ位置
まで移動し、
山側の吊り
治具が跳ね
上がり、治
具が大きく
傾いた

「高速増殖炉

研究開発セ

ンター安全

統一ルール」

（第13次改正

版）

（平成26年6

月改正）

「作業要領書

標準記載要

領」（第34次

改正版）

（平成27年3

月30日改正、

4月1日施行）

補足（再掲） 「作業要領書標準記載要領」（抜粋）

第3条（用語の定義）

（3）3Ｈ作業

3Ｈ作業とは、次表の対象作業が示すいずれかの作業をいう。

対象作業：作業の一部が過去に経験のない作業（改造、補修、取替等）、例：点検対

象設備が改造等により更新され、当該機器の点検手順を変更しなければならない場合

第5条（共通注意事項）

7 予定外（計画外）の作業方法に基づく作業は禁止とする。受注者は、作業方法を追

加・変更する場合は、追加・変更内容について請負者内の検討を行うとともに、作業責

任者の確認を得ること。また、受注者は、追加・変更内容について作業担当課長の確

認を必要とし、作業の再開に当たっては、追加・変更内容を作業員へ周知する。

第9条（3Ｈ作業の対応）

受注者が３Ｈ作業に該当する作業の要領書を作成する場合は、あらかじめ受注者内

で各関係部門による多角的なレビューを実施する。作成した要領書については作業を

実施する前に作業担当課と第5条第2項a～d項に対し、妥当性の再確認を行う。なお、

作業担当課長は、外注せず直営作業として行う場合は、多角的なレビューを自ら実施

する。

（要因-49）

設備担当者Aは、「作業要領書標準記載要

領」に従って“予定外（計画外）の作業方法に

よる作業は禁止とする”行動を取るべきで

あったが、吊り治具が傾いた時点で予定外

（計画外）作業になることを理解できておらず、

吊り治具が海側に傾いた際に、作業を禁止す

る指示を行わなかった（D-13）

（要因-48）

機械保修課ＴＬ及び機械保修課長は、設備

担当者Aに対し、予定外（計画外）作業を止

めることを徹底しておくべきであったが、「作

業要領書標準記載要領」の教育の中で実施

されていると考えていたため、徹底していな

かった（D-14）

（要因-50）

機械保修課ＴＬ及び機械保修課長は、設備担当者Aに対し

“異常であるかもしれないと感じた場合”として、立ち止まり連

絡を行うことを徹底しておくべきであったが、毎週通報連絡三

原則の唱和を実施しているので十分であると考えていたため、

徹底していなかった（D-16）

Ｄ/Ｇ-Ｂ室へ戻
る

Ｄ/Ｇ-Ｂ室へ
戻る

（要因-51）

設備担当者Aは、「高速増殖炉研究開発センター安全統一ルール」に記載されている“異常であるかも知れないと感じた場

合、構内異常時通報連絡体制に基づき連絡する”との行動を実効的にするために現場で何かあった場合に連絡するとの

訓練を受けておくべきであったが、訓練を受けておらず、実践できなかった（D-15)

補足 「高速増殖炉研究開発センター安全統一ルール」 （抜粋）：

10.揚重・玉掛

（1）クレーン操作

⑰ 合図者は安全でクレーン運転者から見やすい場所に位置をとり、決められた方法で合図する。また見え

にくい時は無線等を使う。

⑱ 合図者は吊荷を移動するときに、荷の下に人が入らぬよう注意する。

⑲ クレーン運転者は合図者との連絡が取れないときは運転しない。また、荷を吊ったまま運転席を離れて

はならない。

班長Ａインタビュー

・ホイストの移動作業について、まず

電動クレーンのトロリを前後移動に

てシリンダヘッドNo7を発電機後部

（通路側）に移動し、その後電動ク

レーンの上下操作によってシリンダ

ヘッドNo.7を床に着座させようと考え

ていた。

・停止後に作業者（B）に吊り治具下

降の指示タイミング等を話そうと考

えていた。

設備担当者Aインタビュー

1いつ吊り治具の落下が起こるかわからないように思い、受

注者A社及び協力会社B社に対して「予定外（計画外）作業

の禁止」とは言えなかった、作業指示もできなかった

2.治具が傾いてからの作業を予定外作業と認識するかどう

かは治具の傾き方の程度によるが、通常２つのクレーンに

よる吊り作業で片方のクレーンのフックが下がっただけで予

定外作業として、予定外作業の禁止とはしないのではない

か。

3.予定外作業は止めることは認識はしていた。予定外作業

であるかどうかの判断が難しかったということ。日々の作業

日報に書いていない作業をするのであれば止めたが、日々

の作業日報の記載はそう細かなことは記していない。

課長代理インタビュー

３Ｈ作業及び予定外作業に関する具体的説明を行う教育

は実施していない

機械保修課担当者は、吊り治具が傾

いてからの作業を予定外作業として

禁止すべきであるが、吊り治具が傾

いたことを異常と認識できず、また、

それに伴う措置が予定外作業である

と想像できないなど、危険予知する能

力が不足していた。

（E-14)

機械保修課担当者は、吊り治具が海側に傾

いた際、作業エリア付近の他の作業員が

D/G室に立ち入らないよう周知することに傾

注していた。（C-14)

機械保修課ＴＬ及び機械保修課長は、

吊り治具が傾いてからの作業を予定外

作業として禁止すべきであるが、吊り治

具が傾いたことを異常と認識できず、ま

た、それに伴う措置が予定外作業であ

ると想像できないなど、危険予知する能

力を付与する取組みが不足していた。

（E-15)

（要因-46）

設備担当者Aは、吊り治具が傾いて

からの作業を予定外作業として禁止

すべきであるが、吊り治具が傾いたこ

とを異常と認識できず、また、それに

伴う措置が予定外作業であると想像

できないなど、危険予知する能力が

不足していた（E-13)

（要因-47）

機械保修課ＴＬ及び機械保修課長は、

吊り治具が傾いてからの作業を予定外

作業として禁止すべきであるが、吊り治

具が傾いたことを異常と認識できず、ま

た、それに伴う措置が予定外作業であ

ると想像できないなど、危険予知する能

力を付与する取組みが不足していた。

（E-14)

（要因-52）

設備担当者Aは、吊り治具が海側に傾いた

際、作業エリア付近の他の作業員がD/G室

に立ち入らないよう周知することに傾注して

いた（C-13)
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課長A
課長B
課長C

課長代理 ＴＬ
設備担当者B
設備担当者C
設備担当者D

設備担当者A

時　期 作業段階
適用される
ＪＡＥＡ所管
ＱＭＳ文書等

敦賀事業本部
調達課長A

所長
所内関係箇所

プラント保全部 Ａ社 Ｂ社

本社 班長Ａ

作業員（Ｂ）
作業員（Ｃ）
作業員（Ｄ）
作業員（E）

監督者Ａ 監督者Ｂ
部長

その他部内関係
箇所

次長

機械保修課

本社

状況を確認
の為、海側
へ移動

【作業員Ｂ】
班長（Ａ）と
場所を入れ
替わる

吊荷が発電
機上部に
あったため、
移動しようと
全員に指示

人払いのため、
Ｄ/Ｇ-Ｂ室より
退出

絡まった走
行チェーンを
外すよう指
示

【作業員Ｂ】
チェーンの
絡まりを取る
ようチェーン
を波打たせ
た

山側の走行チェーンを外した
直後にホイストのフックが外れ、
吊り治具がさらに傾き、山側
のホイストのレールに接触し

停止

ロープで吊り
治具のつり
合いを保持
しようと思い、
全員に山側
吊り治具を
ロープで引く
よう指示

「高速増殖炉

研究開発セ

ンター安全

統一ルール」

（第13次改正

版）

（平成26年6

月改正）

補足

「高速増殖炉研究開発センター安全統一ルール」

20.異常発生時の措置

（3） 下記の異常を発見した場合は、直ちに構内異

常時通報連絡体制に基づき連絡する。なお、発見者

は周囲の者と協力し、けが人の救護並びに二次災

害の防止に努める。

・人身事故、火災、爆発、エリアモニタ警報発生時

・目で見えなくとも正常でない（通常と異なる）場合、

又は異常であるかもしれないと感じた場合

設備担当者Aインタビュー

1設備担当者Aは、吊り治具が海側に傾いた際、作業エリア付近の他の作業員が

D/G室に立ち入らないよう周知することに傾注していた。

2.通報連絡要領及び安全統一ルールに基づき連絡しなければならない認識は

あったが、天秤が傾き、500㎏もの吊荷が衝撃で振れている状態であり、いつ落ち

るか判らない状態であった事から、2次災害を警戒し、人払いを優先させた。

「高速増殖炉

研究開発セ

ンター安全

統一ルール」

（第13次改正

版）

（平成26年6

月改正）

補足（再掲）

「高速増殖炉研究開発センター安全統一ルール」 （抜粋）

20.異常発生時の措置

（3） 下記の異常を発見した場合は、直ちに構内異常時通報連絡体制に

基づき連絡する。なお、発見者は周囲の者と協力し、けが人の救護並びに

二次災害の防止に努める。

・人身事故、火災、爆発、エリアモニタ警報発生時

・目で見えなくとも正常でない（通常と異なる）場合、又は異常であるかもし

れないと感じた場合

班長Ａインタビュー

・吊り治具が傾いた結

果、先ほどまで干渉し

ていたダクトをかわす

形となったため、早く

吊荷を発電機上部か

ら移動するため、その

まま電動クレーンを動

かそうと考えた

・連絡については、現

場に監督者Bがいたた

め、連絡はしなかった

（現地品質保証計画

書にある作業班長業

務内容表では監督者

に報告することとなっ

ている）。

監督者Bインタビュー

A社監督者Bは、“異常で

あるかもしれないと感じた

場合は、異常時連絡を行

う”ことの認識はあったが、

B社班長Aが傾きを戻そう

としている行為に意識が

傾注し、異常時連絡を実

践できなかった。

【問題事象1-3】

（要因-53）

設備担当者A及び受注者（A社）監督

者Bは、吊り治具が海側に傾いた際

に、作業を止めなかった(B-11)

補足（状況の説明）

治具山側の電動クレーンのフックが外れて

治具はさらに右側に傾いた。吊り治具は海

側端面にシリンダヘッドがあるためフックで

下に引っ張られ、吊り治具山側は上側に

持ち上がりレールに引っかかる形で止まっ

た。この時シリンダヘッドは1m50cm程度の

高さにあった。

設備担当者Aインタビュー

1.治具が傾くことを異常と認識するかどうかは傾くことの程度の問題ではない

か。

2.通報連絡の教育は配属時に受けただけで、訓練は受けたことはない。

設備担当者Aインタビュー

1.Ｄ/Ｇ室の扉が開いており、当日出入りしていた人も居たので、けがを

するかもしれないと考え、万が一の２次災害を防止するために、人払い

を優先した。（別会社Aによる現場照合を実施）

2.隣室であるディーゼル発電機室（Ａ）及びディーゼル発電機室（Ｃ）は

扉を介してつながっており、今回の点検とは別の作業（現場照合）の者

がディーゼル発電機室（Ｂ）に出入りし、万一吊り治具の落下が発生す

るとけがをすると思い、人払いをするため、ディーゼル発電機室（Ｂ）前

の通路やディーゼル発電機室（Ａ）に行った。

3.吊り治具が傾いたとき受注者A社及び協力会社B社に対して中央制御

室（当直長）に通報連絡を行うように指示することは、人払いを優先させ

て思いつかなかった。

課長代理インタビュー

平成26年4月1日から平成27年7月17日までに、設備担当者Ａ氏に通報連絡に関す

る教育及び訓練をを実施していない。



高速増殖原型炉もんじゅ非常用ディーゼル発電機Ｂ号機シリンダヘッドインジケータコックの変形について（時系列） 添付資料-1.1（22／23）

課長A
課長B
課長C

課長代理 ＴＬ
設備担当者B
設備担当者C
設備担当者D

設備担当者A

時　期 作業段階
適用される
ＪＡＥＡ所管
ＱＭＳ文書等

敦賀事業本部
調達課長A

所長
所内関係箇所

プラント保全部 Ａ社 Ｂ社

本社 班長Ａ

作業員（Ｂ）
作業員（Ｃ）
作業員（Ｄ）
作業員（E）

監督者Ａ 監督者Ｂ
部長

その他部内関係
箇所

次長

機械保修課

本社

ロープで吊り
治具の釣り
合いを保持
するため
ロープを引く
作業を実施

ホイストを下
げる合図

ホイストを下
げながら走
行チェーンを
操作

レールに引っかかっていた山
側端面が中央のレールから外
れ、作業者C,D,Eのロープに
よって支えられる形となった

海側の電動クレーンの移動及
び下降により、ロープの位置
がズレてしまい、維持できなく
なった。吊り治具は一気に海
側に傾き、山側は天井を向く

形となった

【作業員B～
E】

ロープを探し
に行く

【作業員D】
吊り治具端
部にロープ
をかける

ロープを引く
よう合図



高速増殖原型炉もんじゅ非常用ディーゼル発電機Ｂ号機シリンダヘッドインジケータコックの変形について（時系列） 添付資料-1.1（23／23）

課長A
課長B
課長C

課長代理 ＴＬ
設備担当者B
設備担当者C
設備担当者D

設備担当者A

時　期 作業段階
適用される
ＪＡＥＡ所管
ＱＭＳ文書等

敦賀事業本部
調達課長A

所長
所内関係箇所

プラント保全部 Ａ社 Ｂ社

本社 班長Ａ

作業員（Ｂ）
作業員（Ｃ）
作業員（Ｄ）
作業員（E）

監督者Ａ 監督者Ｂ
部長

その他部内関係
箇所

次長

機械保修課

本社

　

配管上約50ｃｍの高さよりシリ
ンダヘッドが潤滑油系配管の

上に落下

落下状況を
確認し、シリ
ンダヘッドを
電圧調整器
盤及び制御
盤から離して
水平にするよ
う指示した

監督者Ａにシ
リンダヘッド
の落下を報
告

連絡を受け
現場に立入

り

落下音を聞いて
D/G-B室に戻る

落下状況を確認

PHSにてシリン
ダヘッド落下事
象を中央制御室
及び機械保修
課長に連絡

事象の連絡
を受ける

【当直長】
事象の連絡を
受ける

「高速増殖炉

研究開発セ

ンター安全

統一ルール」

（第13次改正

版）

（平成26年6

月改正）

補足（再掲）

「高速増殖炉研究開発センター安全統一ルール」 （抜粋）

20.異常発生時の措置

（3） 下記の異常を発見した場合は、直ちに構内異常時通報連絡体制

に基づき連絡する。なお、発見者は周囲の者と協力し、けが人の救護

並びに二次災害の防止に努める。

・人身事故、火災、爆発、エリアモニタ警報発生時

・目で見えなくとも正常でない（通常と異なる）場合、又は異常であるか

もしれないと感じた場合

インジケーターコックが変形し、
周辺機器が損傷

【頂上事象1】

（要因-54）

非常用ディーゼル発電機B号機

点検の際、№7シリンダヘッドが

落下し、インジケータコックが変

形し、周辺機器が損傷した（A-

1）





「調達先の評価・選定管理要領」に定める調達先の経営状況に関する評価に係る記録の不備について（時系列） 添付資料-1.2 (1/8)

課長 担当 課長 課長代理 担当 課長 担当

平成15年12月24日

平成16年5月19日

平成16年5月25日

～

平成16年5月27日

平成16年6月8日

平成17年10月1日

時　期 作業段階
適用される
ＪＡＥＡ所管
ＱＭＳ文書等

本部 敦賀事業本部

部長
その他部内関
係箇所

次長

契約調整課

部長

規制庁 調達先

安全核・セキュリティ統括部 契約部 業務管理部

所長 副所長

プラント保全部

部長 品質保証課

高速増殖原型炉もんじゅ

次長

調達課

経理課 部長／次長

機械保修課

原子炉施設

保安規定変

更認可申請

（第10次改

正）

【補足】

2.変更理由

（1）研究開発段階にある発電の用に供する原子炉の設置、運転等に関する規則（以下、

「研究開発段階炉規則」という）の一部を改正する省令（経済産業省令第117号、平成15年10

月1日施行に従い、次を実施するため。）

①研究開発段階発電用炉規則第26条の2（品質保証）に基づき、品質保証に関する事項を

保安規定に記載する。

原子炉施設

保安規定変

更認可申請

の一部補正

（第10次改

正）

【補足】

2.変更理由

（1）研究開発段階にある発電の用に供する原子炉の設置、運転等に関する規則（以下、

「研究開発段階炉規則」という）の一部を改正する省令（経済産業省令第117号、平成15年10

月1日施行に従い、次を実施するため。）

①研究開発段階発電用炉規則第26条の2（品質保証）に基づき、品質保証に関する事項を

保安規定に記載する。

原子炉施設

保安規定

第10次改正

施行

【補足】

7.4 調達のプロセス

7.4.1 調達のプロセス

（1）組織は、調達要求事項に調達製品が適合するように、以下の事項を実施する。

（3）業務部長は供給者が組織の要求事項に従って調達製品を供給する能力を判断基準の根拠として供給者を評価し、選定する

ことを「調達先の評価・選定管理要領」に定め、管理させる。これには、選定、評価及び再評価の基準を含める。

（4）組織は、評価の結果の記録及び評価によって必要とされた処置があればその記録を4.24（3）に定めた要領に基づき管理する。

【契約部】

「調達先の

評価・選定

管理要領」

制定

【契約部】

競争参加者

資格審査要

領について

（制定）

【補足】

（趣旨）

第1条 この通達（以下「要領」という。）は契約事務規定（17（規定）第70号）（以下「規定」という）第13条（資格審査）の規定に基づ

き、競争入札等について、契約の相手方に必要な資格（以下「競争参加資格」という。）及びその審査に関する事項を定めるものと

する。

【安全核・セ

キュリティ

統括部】

文書及び記

録管理要領

制定

【補足】

1.目的

本要領は、日本原子力研究開発機構（以下「機構」という。）における原子力施設の保安

規定の円滑な運用を図るために、高速増殖原型炉もんじゅ、（中略）の品質保証計画（保安

規定又は品質保証計画書）に基づく安全・核セキュリティ統括部、契約部、敦賀事業本部業

務管理部（もんじゅに係る調達業務に限る。）及び原子力安全監査の組織（以下「各部」とい

う。）作成の品質マネジメントシステムの構築・運用に係る文書及び記録の管理について定め

るものである。

【凡例】

直接要因

補足

頂上事象 →

問題事象 →

→

→

インタビュー →

背後要因 →

組織の要素を含

む
→

2

1

3



「調達先の評価・選定管理要領」に定める調達先の経営状況に関する評価に係る記録の不備について（時系列） 添付資料-1.2 (2/8)

課長 担当 課長 課長代理 担当 課長 担当

時　期 作業段階
適用される
ＪＡＥＡ所管
ＱＭＳ文書等

本部 敦賀事業本部

部長
その他部内関
係箇所

次長

契約調整課

部長

規制庁 調達先

安全核・セキュリティ統括部 契約部 業務管理部

所長 副所長

プラント保全部

部長 品質保証課

高速増殖原型炉もんじゅ

次長

調達課

経理課 部長／次長

機械保修課

～

平成22年11月8日

平成23年10月24日

平成23年10月26日

2

「調達先の

評価・管理

要領」第11

次改正起案

「調達先の

評価・管理

要領」第11

次改正確認

【補足】

（趣旨）

第1条 この通達（以下「要領」という。）は契約事務規定（17（規定）第70号）（以下「規定」という）第13条（資格審

査）の規定に基づき、競争入札等について、契約の相手方に必要な資格（以下「競争参加資格」という。）及びその

審査に関する事項を定めるものとする。

【補足】（文書レビューについて）

【文書及び記録管理要領】

（2）文書の作成、審査、承認

①（中略）なお、文書は関連する他の文書と整合性が維持されていることや誤記等がないことを確認する。

（5）文書の見直し・改訂

②文書の改訂に際しては、上記（2）文書の作成、確認、承認に準ずる。

⇒文書審査を行った記録なし

【契約調整課担当者インタビュー】

「(通達）競争参加者資格審査要領について」が、QMS文書として登録されていなかっ

たことについては、特に問題意識を持っておりませんでした。

【品質保証

課】

文書及び記

録の管理要

領（第11次改

正）

【補足】

（趣旨）

第1条 この通達（以下「要領」という。）は契約事務規定（17（規定）第70号）（以下「規定」という）第13条（資格審査）の規定に基づ

き、競争入札等について、契約の相手方に必要な資格（以下「競争参加資格」という。）及びその審査に関する事項を定めるものと

する。

2

1

【補足】

3.定義

（2）「文書」とは、各施設の品質保証計画書、並びに業務の管理手順を定めるため各部で作成した文書をいう。

（4）「記録」とは、達成した結果を記述した、又は実施した活動の証拠を提供する文書をいう

【安全・核セキュリティ統括部長インタビュー】

本部の安全・核セキュリティ統括部には、通常の業務おいて本部の各部の書類が確

認、承認といった形で廻ってくるわけではない。

QMS文書の改正に安全・核セキュリティ統括部品質保証課が関与する役割りであれ

ば、問題点に気付く機会があったかもしれない。

契約調整課担当者（浅野様）インタビュー

本部の安全・核セキュリティ統括部には、通常の業務おいて本部の各部の書類

が確認、承認といった形で廻ってくるわけではない。

QMS文書の改正に安全・核セキュリティ統括部品質保証課が関与する役割りであ

れば、問題点に気付く機会があったかもしれない。

【安全・核セキュリティ統括部長インタビュー】

本部及び敦賀事業本部（調達課）のQMSに関する管理責任者として契約部を含め

た中身を管理しようとすれば、契約部の書類も含めて確認する必要があり、現実的に

は無理。

本部及び敦賀事業本部のQMSに関する管理責任者は、全体の流れを見て、改善

点がないかを見るのが役割であり、個々のプロセスについてはプロセスの責任者が

責任をもってプロセス管理を実施すべき。

契約部の人にQMSの意識をもっと持ってもらうために、契約部の人に、安全・核

セキュリティ統括部品質保証課兼務を付けるということも考えられる。

【契約調整課担当者インタビュー】

QMS担当者であったので新任者を対象とした

「JEAC4111」に関する教育については、毎年聴講してお

りました。

要因●

契約部は、品質マネジメントシステム文書である

「調達先の評価・選定管理要領」について保安規

定の要求事項を明確にした上でレビューし、引合

先の選定に係る記録の作成を明確にすべきで

あったが、レビューが不十分であった。（F‐5）

要因10
契約部は、品質マネジメントシステム文書である

「調達先の評価・選定管理要領」について保安規

定の要求事項を明確にした上でレビューし、引合

先の選定に係る記録の作成を明確にすべきで

あったが、レビューが不十分であった（F‐5）

要因5
安全・核セキュリティ統括部は、文書及び

記録の定義とその扱いについてより明確

に記載した方が、契約部が理解し易かっ

たが、契約部にとって文書と記録の定義

があいまいに読み取れる等、要領書の分

かり易い記載改善についての配慮が不足

していた（F‐6）

要因●

契約部及び調達課はQMSの教育として、JEAC4111、保安規定、QMP、「調達
先の評価・選定管理要領」等に基づく調達プロセスについて系統立った教育

を行い、QMSの理解を深めさせるべきであったが、JEAC4111の概要教育等の
個別の教育のみであり、QMSを理解するための教育を実施していなかった。
（G‐1）

要因●

契約部及び調達課はQMSの教育として、JEAC4111、保安規定、QMP、「調達
先の評価・選定管理要領」等に基づく調達プロセスについて系統立った教育

を行い、QMSの理解を深めさせるべきであったが、JEAC4111の概要教育等の
個別の教育のみであり、QMSを理解するための教育を実施していなかった。
（G‐1）

要因8
契約部は、「調達先の評価・選定管理要領」についてレビューし、調達先の

経営状況に関する評価及び再評価の評価の方法、基準などを具体的に明

記するべきであったが、レビューが不十分であった（D‐1）

要因●

契約部は、QMSについての教育として、JEAC4111の概要等についての
教育は受講していたが、保安規定、QMP、「調達先の評価・選定管理要
領」等に基づく調達プロセスについて十分な教育を受けていなかった。

（F‐1）

要因7
契約部は「調達先の評価・選定管理要領」のレビューに当たってQMSにおけ
る留意点を明確にした上でレビューすべきであったが、理解と知識が不足し

ており、十分なレビューができなかった（E‐1）

要因6
契約部は、QMSについての教育として、JEAC4111の概要等についての教育
は受講していたが、保安規定、QAP、「調達先の評価・選定管理要領」等に
基づく調達プロセスについて十分な教育を受けていなかった（F‐1）

要因4
契約部及び調達課はQMSの教育として、JEAC4111、保安規定、QAP、「調達
先の評価・選定管理要領」等に基づく調達プロセスについて、系統立った教

育を行って、文書レビューのやり方を含めQMSの理解を深めさせるべきで
あったが、JEAC4111の概要教育等の個別の教育のみであり、QMSを理解す
るための教育を実施していなかった（G‐1）

要因3
安全・核セキュリティ統括部は、契約部のレビューが

不十分であるというＱＭＳの実施状況を把握し、必要な

指導を行うことが望ましいが、契約部の状況に気が回ら

なかった（E‐2）

要因2
安全・核セキュリティ統括部は、本部として、契約部の

ＱＭＳ実施状況を把握することが望ましいが契約部長

がプロセス責任者であることから契約部の業務であり、

契約部が自ら行えると考えて気が回らなかった（F‐2）

要因1
安全・核セキュリティ統括部は、管理責任者の下で契約

部でのQMSの実施状況をのチェックを行い必要に応じ
て契約部を指導することが望ましかったが、その取組み

が十分でなかった。（G‐2）

要因9
契約部は、「調達先の評価・選定管理要

領」についてレビューし、調達先に対す

る経営状況に関する評価の記録の作成

及び保存を明確に記載するべきであっ

たが、レビューが不十分であり、記載し

なかった（E‐3）。

要因●

再掲（G‐1）

要因1
安全・核セキュリティ統括部は、管理責任者の下で契約

部でのQMSの実施状況のチェックを行い必要に応じて
契約部を指導することが望ましかったが、その取組みが

十分でなかった（G‐2）

要因4
再掲（G‐1）
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課長 担当 課長 課長代理 担当 課長 担当

時　期 作業段階
適用される
ＪＡＥＡ所管
ＱＭＳ文書等

本部 敦賀事業本部

部長
その他部内関
係箇所

次長

契約調整課

部長

規制庁 調達先

安全核・セキュリティ統括部 契約部 業務管理部

所長 副所長

プラント保全部

部長 品質保証課

高速増殖原型炉もんじゅ

次長

調達課

経理課 部長／次長

機械保修課

平成23年10月27日

平成23年11月1日

平成24年6月15日

～

「調達先の

評価・管理

要領」第11

次改正確認

【部長】

「調達先の

評価・管理

要領」第11

次改正承認

【契約部】

「調達先の

評価・管理

要領」第11

次改正

【担当】

契約請求関

係書類作成

【担当】

契約請求関

係書類確認

【補足】

契約請求関係書類

1 契約請求票（一般契約請求票）

件名：非常用ディーゼル発電機設備（機械設備）点検

起案年月日：平成24年6月15日

2 引合仕様書

3 品質管理調査依頼判定表

4 品質管理調査票

5 その他必要な書類

【部長】

決裁

【担当】

確認

【課長代理】

確認

【担当】

確認

【調達課】

公募

【契約部】

競争参加者

資格審査要

領について

（第7次改

正）

3

【補足】

（趣旨）

第1条 この通達（以下「要領」という。）は契約事務規定（17

（規定）第70号）（以下「規定」という）第13条（資格審査）の規

定に基づき、競争入札等について、契約の相手方に必要な資

格（以下「競争参加資格」という。）及びその審査に関する事項

を定めるものとする。
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課長 担当 課長 課長代理 担当 課長 担当

時　期 作業段階
適用される
ＪＡＥＡ所管
ＱＭＳ文書等

本部 敦賀事業本部

部長
その他部内関
係箇所

次長

契約調整課

部長

規制庁 調達先

安全核・セキュリティ統括部 契約部 業務管理部

所長 副所長

プラント保全部

部長 品質保証課

高速増殖原型炉もんじゅ

次長

調達課

経理課 部長／次長

機械保修課

平成24年9月10日

～
QMS文書「調達

先の評価・選定

管理要領」

改訂番号：11

(2011年11月1日

改訂)

契約部通達「競

争参加者資格審

査要領について」

23契(通達)第5号

(2011年11月1日

改正)

本登録

【担当者】

受付

確認

仮登録

委任状・使

用印鑑届届

出

通知

【補足】「調達先の評価・選定管理要領」改訂番号：11(2011年11月1日改訂)（抜粋）

4.1調達先の経営状況に関する評価

（中略）

(2)物品の製造等において国の競争契約の参加資格（全省庁統一資格）を取得している者、又

は、建設工事において、文部科学省における建設工事の競争参加資格を取得している者は、

当該資格審査結果（登録後の変更を含む。）をもって競争参加資格者とする。

(3)契約部長は、競争参加資格有資格者名簿を作成し、調達課等に通知する。

【補足】

当該調達先は、

国の競争契約の

参加資格（全省

庁統一資格）を取

得している者

【補足】

文部科学省政府調達ホームページに掲載

されている「競争参加資格有資格者名簿」

を契約部イントラネットに掲載をもって通知。

【補足】

機構の競争参加者資格取得。

本登録の

確認

【補足】

契約管理システムに本登録されていることを

確認して、調達先が機構の競争参加者資格

を取得したことを確認。

調達先によ

る委任状・

使用印鑑

届

作成

契約管理シ

ステムへの

登録

委任状・使

用印鑑届

(PDF)を契

約部サー

バーに格

納
格納確認、評価

競争参加

資格有資

格者名簿を

作成

【補足】

契約部において競争参加者資格

の本登録を行う上で、仮登録の内

容と委任状・使用印鑑届の内容に

齟齬がないことを確認するため、

委任状・使用印鑑届（ＰＤＦ）を契約

部サーバーに格納する。

【補足】契約部通達「競争参加者資格審査要領に

ついて」23契(通達)第5号(2011年11月1日改正)

【抜粋】第3条第1項(2)

（競争参加者資格）

第3条 競争参加者に必要な競争参加者資格は、

次の各号に掲げるものとする。

（中略）

(3)物品製造等にあっては、別表1に定める資格区

分表おける区分欄のいずれかの等級に格付けさ

れている者であること。

２ 建設工事にあっては文部科学省建設工事競

争参加者資格、設計等にあっては文部科学省設

計・コンサルティング業務競争参加者資格、物品

製造等にあっては全省庁統一資格を有している

者も前項と同様に扱うことができる。

【補足】（委任状・使用印鑑届）

3.国の競争参加資格の確認

原子力機構の競争入札等は、以下の競争参

加資格をもって参加します。

ウ 物品の製造等：

資格審査結果通知書（全省庁統一資格） 業務

コード（10桁）

経営状況
に関する評
価

【契約調整課担当者インタビュー】

国の競争参加資格審査手順及び提出資料が機構と同様で

あることから、改めて機構で再度審査する必要はないと考えて

おりました。

【契約調整課担当者インタビュー】

（調整先に対する経営状況に関する評価の記

録は）「通達）競争参加者資格審査要領につい

て」に規定された記録を指します。

調達先を決

定

【補足】

4.3 調達先の決定

契約担当箇所は、技術審査結果が合格となった

引合先の中から入札等により調達先を決定する

契約

結果を通知

契約

要因12
契約部は、調達先が原子力機構の競争参加資格を取得してお

り、既に確認・評価されていること、契約請求箇所が調達先の品

質管理に関する調査結果を契約担当箇所に提出することが「調達

先の評価・選定管理要領」に記されていることから、更に契約担当

箇所における引合先の選定の記録の作成までは必要ないと誤認

した（E‐5）

要因10
再掲（F‐5）

要因5
再掲（F‐6）

【問題事象2‐1】
要因14
契約部は、品質マネジメントシステム文書として管理されている

「調達先の評価・選定管理要領」を適用して調達先の経営状況に係

る評価を明確にして実施すべきであったが、品質マネジメントシステ

ム文書として管理されていない「競争参加者資格審査要領につい

て（契約部通達）」（調達先の経営状況に関する評価及び再評価の

方法、基準等が定められている。）を適用して、調達先の経営状況

に係る評価を実施していた（B‐1）

要因●

契約部は、調達先の経

営状況に関する評価及び

再評価の方法、基準など

を品質マネジメントシステ

ム文書として明確にすべ

きであったが、品質マネジ

メントシステム文書として

いる「調達先の評価・選定

管理要領」に明確にしてい

なかった。

（C‐1）

要因13
契約部は、調達先の経

営状況に関する評価及び

再評価の方法、基準等を

品質マネジメントシステム

文書として明確にすべきで

あったが、品質マネジメン

トシステム文書としている

「調達先の評価・選定管理

要領」に明確にしていな

かった（C‐1）

要因8
再掲（D‐1）

【問題事象2‐2】
要因16
契約部は、品質マネジメントシステム文書「調達先の評価・選定管

理要領」に基づき、国の競争契約の参加資格を取得している者で

ある当該調達先を原子力機構の競争参加資格有資格者としたが、

当該調達先に対する経営状況に関する評価において、評価の根拠

とした記録が品質記録として作成及び保存されていなかった（B‐3）

要因15
契約部は、品質マネジメントシステム文書「調達

先の評価・選定管理要領」（契約部契約調整課作

成）及び「競争参加者資格審査要領について（契約

部通達）」において、国の競争契約の参加資格を取

得している者に対する経営状況に関する評価記録

の作成及び保存の必要性を記載していなかった（C‐
3）

要因11
再掲（D‐3）

要因11
契約部は、公開され公知である国の競争契約の参

加資格を取得している者は全て機構の競争参加資

格者にも必ずなることから、これを確認すれば記録

の作成と保存は必要ないと誤認した（D‐3）

要因9
再掲（E‐3）
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課長 担当 課長 課長代理 担当 課長 担当

時　期 作業段階
適用される
ＪＡＥＡ所管
ＱＭＳ文書等

本部 敦賀事業本部

部長
その他部内関
係箇所

次長

契約調整課

部長

規制庁 調達先

安全核・セキュリティ統括部 契約部 業務管理部

所長 副所長

プラント保全部

部長 品質保証課

高速増殖原型炉もんじゅ

次長

調達課

経理課 部長／次長

機械保修課

平成27年5月25日

～
一般契約

請求票起

案

【担当】

契約請求関

係書類作成

【担当】

契約請求関

係書類確認

【補足】

契約請求関係書類

1 契約請求票（一般契約請求票）

件名：非常用ディーゼル発電機設備（機械設備）点検

起案年月日：平成27年5月25日

2 引合仕様書

3 品質管理調査依頼判定表

4 品質管理調査票

5 その他必要な書類

【次長】

確認

【部長】

確認

【担当】

確認

【課長代理】

確認

【担当】

確認

【副所長】

契約請求関

係書類確認

【所長】

契約請求関

係書類決裁

【調達課】

公募
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課長 担当 課長 課長代理 担当 課長 担当

時　期 作業段階
適用される
ＪＡＥＡ所管
ＱＭＳ文書等

本部 敦賀事業本部

部長
その他部内関
係箇所

次長

契約調整課

部長

規制庁 調達先

安全核・セキュリティ統括部 契約部 業務管理部

所長 副所長

プラント保全部

部長 品質保証課

高速増殖原型炉もんじゅ

次長

調達課

経理課 部長／次長

機械保修課

平成27年6月27日

平成27年6月29日

平成27年7月1日

平成27年7月3日

受領

調達先によ
る一般競争
入札の提出
資料一式送

付

技術審査

依頼書作成
作成決裁

依頼

機構の競争

参加資格有

資格者名簿

確認

確認

【補足】

技術審査（引合先の品質管理評価等）。

審査

技術審査回

答書作成
作成決裁受領

数量確認依

頼書起票
起票決裁

依頼 確認

数量確認

結果作成

作成決裁

送付

【補足】

委任状・使用印鑑届と契約管理システムの登録状況の確認により、調達先が国の競争参加資格取得者で機構の競争参

加資格を取得していることを確認した。

【補足】

技術審査（引合先の品質管理評価等）の結果に基づき引合先を選定した。

【補足】

引合先の選定を行った記録につ

いては作成されていない

【調達課長代理インタビュー】

「調達先の評価・選定管理要領」(QMS文書)（契約調整課作成、契約調整課長確

認、契約部長承認）に、引合先の選定の記録を作成することを、定めていなかっ

たことが要因と考えている。

【調達課長代理インタビュー】

着任したのは平成25年7月1日。その後、もんじゅ保安規定、もんじゅ品質保証計

画書及びJEAC4111についての教育は当時の上司より説明を受けた。専門の講

師から教育を受講したということはない。

【問題事象2‐3】
要因20
調達課において引合先の選定に係る品質管理記録が作

成及び保存されていなかった（B‐4）

要因●

調達課は、ルールがなくてもＪEAG4111に従い品質管理
記録を作成及び保存すべきであったが、マニュアルに沿っ

て業務を行えばいいと思っており、記録の作成及び保存し

ようという意識がなかった。

要因●

調達課は、引合先の選定に係る品質管理記録が作成及び保

存すべきであったが、作成及び保存することがルールになかっ

たので、作成及び保存しなかった。

要因19
調達課は、引合先の選定に係る品質管理記録を作成及び保

存すべきであったが、作成及び保存することがルールになかっ

たので、作成及び保存しなかった。（C‐4）

要因18
調達課は、ルールがなくてもＪEAC4111に従い品質管理
記録を作成及び保存すべきであったが、マニュアルに沿っ

て業務を行えばいいと思っており、記録の作成及び保存し

ようという意識がなかった（D‐4）

要因●

再掲（G‐1）
要因4
再掲（G‐1）

要因●

調達課は、引合先の選定に係る品質管理記録が作成及び保

存すべきであったが、作成及び保存することがルールになかっ

たので、作成及び保存しなかった。（D‐5）

要因17
契約部は、品質マネジメントシステム文書「調達先の評価・選定

管理要領」（契約部契約調整課作成）の4.2調達先の品質管理に
関する評価・選定において、契約担当箇所における引合先の選

定の手順及び記録の作成及び保存を明確に記載すべきであっ

たが明確に記載されていなかった（D‐5）

要因12
再掲（E‐5）



「調達先の評価・選定管理要領」に定める調達先の経営状況に関する評価に係る記録の不備について（時系列） 添付資料-1.2 (7/8)

課長 担当 課長 課長代理 担当 課長 担当

時　期 作業段階
適用される
ＪＡＥＡ所管
ＱＭＳ文書等

本部 敦賀事業本部

部長
その他部内関
係箇所

次長

契約調整課

部長

規制庁 調達先

安全核・セキュリティ統括部 契約部 業務管理部

所長 副所長

プラント保全部

部長 品質保証課

高速増殖原型炉もんじゅ

次長

調達課

経理課 部長／次長

機械保修課

平成27年7月6日

平成27年7月10日

平成27年7月14日

平成27年9月16日 【補足】

品質マネジメント文書「調達先の評価・選定管理要領」（契約部制定）4.1(2)に定める国の競争契約の参加資格を取得している者として当該調達先を機構における競争参加資格有資格者としたが、当該調達先に対する経営状

況に関する評価において、評価の根拠とした記録が品質記録として作成及び保存されていなかった。

また、保安規定に基づく文書として管理されていない「競争参加者資格審査要領について」（同要領には、調達先の経営面に係る評価及び再評価の方法、基準などが定められている。）を適用して、調達先の経営状況に係

る評価を実施していた。

受領

【補足】契約回義書添付書類

・一般競争入札記載事項調査票

・発注仕様書

・一般契約請求票

・引合先の品質管理（技術的能力・品質保証体制等）調査依頼判定票

・一般競争入札実施回議書

・質問書

・引合仕様書

・入札説明書

・見積書、見積内訳書

・品質管理調査票、技術要件証明

・入札仕様書

・技術審査依頼書（兼回答書）、引合先品質評価管理票

・工程表（案）

・数量確認依頼書、数量確認内訳書

・予定価格書、積算内訳書、見積・積算内訳書、積算工程

・開札開催出席簿

・資格審査結果通知書（全省庁統一資格）（写）

・使用印鑑届（写）

・委任状

・入札書

・落札判定書

・見積書（確定）

保安検査 検査

不適合

検査

報告報告不適合
を特定

開札 入札

契約回議書

起案
起案確認

契約通知作

成 通知

合議

合議決裁

受領

契約書作成 契約書 契約書

【補足】

調達先の決定

【補足】

（件名）「調達先の評価・選定管理要領」に定める調達先の経営状況に関する評価に係る記録の不備について

（内容）

不適合を特定した日付：平成27年9月16日

品質マネジメントシステム文書「調達先の評価・選定管理要領」（契約部制定）4.1（2）に定める国の競争契約の参加資格を取得している者として当該調達先を機構における競争参加資格有資格者としたが、当該調達先に対す

る経営状況に関する評価において、評価の根拠とした記録が品質記録として作成及び保存されていなかった。

また、保安規定に基づく文書として管理されていない「競争参加者資格審査要領について」（同要領には、調達先の経営面に係る評価及び再評価の方法、基準などが定められている。）を適用して、調達先の経営状況に係

る評価を実施していた。

入札



「調達先の評価・選定管理要領」に定める調達先の経営状況に関する評価に係る記録の不備について（時系列） 添付資料-1.2 (8/8)

課長 担当 課長 課長代理 担当 課長 担当

時　期 作業段階
適用される
ＪＡＥＡ所管
ＱＭＳ文書等

本部 敦賀事業本部

部長
その他部内関
係箇所

次長

契約調整課

部長

規制庁 調達先

安全核・セキュリティ統括部 契約部 業務管理部

所長 副所長

プラント保全部

部長 品質保証課

高速増殖原型炉もんじゅ

次長

調達課

経理課 部長／次長

機械保修課

平成27年10月26日

面談

（本庁）

【補足】

（件名）「調達先の評価・選定管理要領」に定める調達先の経営状況に関する評価に係る記録の不備について

（内容）

不適合を特定した日付：平成27年10月26日

高速増殖原型炉もんじゅ原子炉施設保安規定7.4.1(3)の要求事項である「組織は、供給者が組織の要求事項に従って調達製品を供給する能力を判断の根拠として、供給者を評価し、選定す

る。選定、評価及び再評価の基準を定める。」について、契約担当箇所において引合先の選定に係る記録が作成されていなかった。

面談

不適合不適合
を特定

【頂上事象2】
要因21
「調達先の評価・選定管理要領」に定める調達先の経営状況に関

する評価に係る記録の不備が発生した。（品質マネジメントシステ

ム文書として管理されていない文書を適用して調達先の経営状況

に関する評価を行い、その評価の記録も作成しなかった。また、引

合先の選定に係る記録を作成しなかった。）（A‐1）

要因14
再掲（B‐1）

要因16
再掲（B‐3）

要因20
再掲（B‐4）



もんじゅ調達プロセスの不備について（時系列） 添付資料－1.3 (1/18)

炉主任
旧技術部長 課長 担当者

平成15年12月24日

平成16年5月25日

平成16年6月1日

平成16年6月8日 保安規定（第10次改正）施行

平成16年7月15日

平成17年1月26日

平成20年5月19日

～

平成20年6月13日

平成20年7月10日

平成20年7月31日

平成20年8月28日

不適合15-56　時系列

時　期 トピックス 理事長

安全統括部
核・セキュリティ統括

部

　
東海本部
契約部

敦賀事業本部長
敦賀事業本部
調達課

敦賀事業本部（旧：敦
賀本部）

安全品質推進室
廃止措置ｾﾝﾀー（旧：

ふげん）

もんじゅ物品等調達管理要
領の改正

平成20年度第1回保安検査
（特別な保安検査）実施

高速増殖原型炉もんじゅに
係る平成20年度第1回保安
検査（特別な保安検査）にお
ける指摘事項及びこれに基
づく対応について

平成20年度第1回保安検査
（特別な保安検査）実施の対
応

平成20年度第1回保安検査
（特別な保安検査）実施の対
応

プラント保全部

部長
保修計画課（平成26年10月
からは保全管理課）
保全計画課

原子炉施設保安規定　変更
認可申請

原子炉施設保安規定　変更
認可申請の一部補正

保安規定改正に伴う、記載
内容の見直し

高速増殖原型炉もんじゅ
所長
所長代理
副所長

所内関係各所 管理課

安全品質管理室長（～平成23年9
月）

品質保証室長（平成23年10月～）
プラント管理部

運営管理室（～平成26年9月）
運営管理部（平成26年10月～）

もんじゅ物品等調達管理要
領の改正

原子炉施設保安規

定 変更認可申請

（第10次改正）

【管理課】

「もんじゅ物品等調達管理要領」 第12次改正

【管理課】

「もんじゅ物品等調達管理要領」 第10次改正

【敦賀本部】

「平成20年度 第1回保
安検査（特別な保安検

査）における指摘に対す

る改善のための行動計

画について」の基本計

画書・実施計画書策定

【管理課】

「もんじゅ物品等調

達管理要領」 第9
次改正

原子炉施設保安規

定 変更認可申請の

一部補正（第10次改
正に対する）

【管理課】

「もんじゅ物品等調達管理要領」 第9次施行

原子炉施設保安規

定 第10次改正施行

【凡例】

直接要因

補足

頂上事象 →

問題事象 →

→

→

インタビュー →

背後要因 →

組織の要素を含む背後要因 →

補足

2.変更理由

（1）研究開発段階にある発電の用に供する原子炉の設置、運転等に関する規則（以下、「研究開発段階炉規則」という。）の一部を改正する省令（経済産業省令第

117号、平成15年10月1日施行に従い、次を実施するため。）

①研究開発段階炉規則第26条の2（品質保証）に基づき、品質保証に関する事項を保安規定に記載する。補足

2.変更理由

（1）研究開発段階にある発電の用に供する原子炉の設置、運転等に関する規則（以下、「研究開発段階炉規則」という。）の

一部を改正する省令（経済産業省令第117号、平成15年10月1日施行に従い、次を実施するため。）

①研究開発段階炉規則第26条の2（品質保証）に基づき、品質保証に関する事項を保安規定に記載する。

補足

当時の資料が存在しなかったためどの時点で評価の仕組みが規定されたかは不明であり、その際には、保安規定との整合を

確認したかもわからない

補足

7.4 調達

7.4.1 調達のプロセス

（3）業務部長は供給者が組織の要求事項に従って調達製品を供給する能力を判断の根拠として、

供給者を評価し、選定することを「調達先の評価・選定管理要領」に定め、管理させる。これには選

定、評価及び再評価の基準を含める

補足

保安規定に要求される再評価については当時、「調達先の評価・選定要領」に基づき実施す

ることになっていたため、「もんじゅ物品等調達管理要領」に評価、評価の方法及び基準につ

いて記載されていなくても問題ない。

補足

・品質管理調査及び評価の様式見直し

補足

・調達プロセス、調達製品の検証、品質管理調査票・引合先品質管

理調査評価票・発注先の品質管理（技術的能力・品質保証体制等）

調査依頼判定票の様式について変更

※この時点で評価の様式が定められている

補足

平成２０年７月１０日に原子力安全・保安院から独立行政法人日本原子力研究開発機構に対して行った高速増殖

原型炉もんじゅ平成20年度第１回保安検査（特別な保安検査）を踏まえた行動計画提出を受け、平成２０年度７月

３１日に行動計画の提出を実施した。

【もんじゅ内関係各所】

平成20年度第1回保安検査（特別な保安検査）実施

「高速増殖原型炉もん

じゅに係る平成20年
第1回保安検査（特別
な保全計画）における

指摘事項及びこれに

基づく対応について」

補足（独立行政法人日本原子力研究開発機構 高速増殖原型炉もんじゅに係る平成20年度第1回保安検査（特別な保安検査）の結果について）

Ⅱ.確認内容、評価及び指摘事項

2.ナトリウム漏えい警報発報時の通報連絡の遅れに対する改善状況

（3）指摘事項

①マニュアルの整合性確認及び通報連絡や操作を行う者の明確化

通報連絡マニュアルの制定に際し、内容の整合性等について十分なチェックがおこなわれていなかった。

「高速増殖原型炉もん

じゅに係る平成20年
度第1回保安検査（特
別な保安検査）におけ

る指摘に対する改善

のための行動計画に

ついて」を原子力安

全・保安院に提出
補足（行動計画より）

1.はじめに

（中略）「高速増殖原型炉もんじゅに係る平成20年度第1回保安検査（特別な保安検査）における指摘事項及びこれに基づく対応について対応について（指示）」（平成20・07・09原院第3号）

において改善が必要とされ、その対応を行動計画として取りまとめ、7月31日までに報告するよう指示を受けた。

本報告書は、原子力安全保安院の指示を踏まえ、機構において、改善策を検討した結果を具体的な行動計画として取りまとめものである。

Ⅲ.問題の所在についての認識

3.要因の分析と改善の報告性について

（2）品質保証の強化

（中略）

警報発報の通報遅れについては、通報に係るマニュアルや手順書は策定されていたが、これらを組織的かつ体系的にチェックする仕組みが整備されていなかったこと、マニュアル遵守等の

意識が不十分であったことなどの問題が明らかになった。

（中略）

以上のことから、「もんじゅ」における品質保証に関する取り組みの更なる強化を進めることとする。

Ⅳ.具体的な行動計画

2.品質保証の強化

（2）マニュアルの見直し

㉓マニュアルの整合性確認

㉔通報連絡に係る事項のQMS文書化

表-1 顕在化した問題点に対する要因の分析及び改善の報告性について

【改善の方向性】

文書の整合性を所としてチェックする仕組みの整備、文書体系の見直し等の品質マネジメントシステムの改善を図る。

【品質保証体制の強化】

㉓マニュアルの整合性確認

㉔通報連絡に係る事項のQMS文書化



もんじゅ調達プロセスの不備について（時系列） 添付資料－1.3 (2/18)

炉主任
旧技術部長 課長 担当者

不適合15-56　時系列

時　期 トピックス 理事長

安全統括部
核・セキュリティ統括

部

　
東海本部
契約部

敦賀事業本部長
敦賀事業本部
調達課

敦賀事業本部（旧：敦
賀本部）

安全品質推進室
廃止措置ｾﾝﾀー（旧：

ふげん）

プラント保全部

部長
保修計画課（平成26年10月
からは保全管理課）
保全計画課

高速増殖原型炉もんじゅ
所長
所長代理
副所長

所内関係各所 管理課

安全品質管理室長（～平成23年9
月）

品質保証室長（平成23年10月～）
プラント管理部

運営管理室（～平成26年9月）
運営管理部（平成26年10月～）

平成20年10月7日

平成20年10月17日 マネジメントレビュー会議開催

平成20年11月1日

～

平成20年11月21日

平成21年9月1日

もんじゅに係る臨時の理事
長マネジメントレビューの実
施について

もんじゅに係る臨時の理事
長マネジメントレビューの結
果について

高速増殖炉研究開発セン
ターに係る品質マネジメント
システム（ＱＭＳ）体系の見
直し基本計画書制定

平成20年度第1回保安検査
（特別な保安検査）実施の対
応 【敦賀本部】

「平成20年度 第1回保
安検査（特別な保安検

査）における指摘に対す

る改善のための行動計

画について」

の基本計画書 第6
次改正

の実施計画書 第11
次改正

補足

行動計画評価結果を踏まえた「実施にあたっての管理体制等の見直し（詳細は基本実施計画書に記載）」に伴った見直し、行動計画ＮＯ.9.26.27.28.29.30.31以外は、品質目標等にて実施管理又は実施済み

【安全統括部長】

業務連絡書「もん

じゅに係る臨時

の理事長マネジ

メントレビューの

実施について」発

信

【安全統括部長】

「業務連絡書」発

信

【安全品質推進室

員】

「高速増殖炉研究開

発センターに係る品

質マネジメントシス

テム（ＱＭＳ）体系の

見直し基本計画書」

平成２０年１０月作

成

補足

1.目的
本計画書は、高速増殖炉研究開発センターに係る品質マネジメントシステムを適切かつ実効的に運用するためのシステムの見直し計画の基本的な事項を定める。

2..経緯、背景
平成20年にナトリウム漏えい検出器、原子炉補機冷却系の配管の管理棟において、品質保証上の問題からトラブルが発生した。
これらのトラブルに対して平成20年10月に実施された、臨時マネジメントレビューにおいて、QMS体系の抜本的な見直しの指示があった。この指示を受け、「行動計画」に品質マネジメントシステムの見直しを取り込み、計画的に見直し、改善を図ることとした。
この見直しには、業務のプロセスを明確にする必要があり、多大な作業量が発生する。作業を効率的、円滑にすすめるには、実施体制、、実施期間、実施項目等を明確にして行うj必要があり、本計画書を策定した。

4.作業体制
4.2安全品質管理室
（1）もんじゅ内とりまとめ
（2）もんじゅにおける二次文書、三次文書の検討・作成

補足

先の特別な保安検査（平成２０年度第１回保安検査）での指摘を受け、これに対する

改善のための行動を策定し、機構の総力を挙げて「もんじゅ」の保安活動の改善に取

り組んでいます。これを踏まえ、敦賀本部を中心に行われている、これまでの改善状

況について、別添のとおり理事長による臨時のマネジメントレビューを実施することが

決定されました。

補足

関係する本部及び各拠点においては、平成２０年度の品質目標及び業務の計画を確認し、理事長指示事項を反

映し対応されるようにお願いします。

【安全品質管理室

長】

確認

【安全品質管理室

長】

確認

【安全品質推進部

長】

承認

【所長】

「業務連絡書」受信

【安全品質推進室長】

「業務連絡書」受信

【所長】

「業務連絡書」受信

【敦賀本部長】

「業務連絡書」受信

【所長】

マネジメントレビュー会

議参加

【安全品質推進室長】

マネジメントレビュー会

議参加

【所長】

マネジメントレビュー

会議参加

【敦賀本部長】

マネジメントレビュー

会議参加

【安全統括部長】

マネジメントレ

ビュー会議参加

補足（マネジメントレビュー会議記録より）

1.区分：臨時

2.開催年月日：平成20年10月17日（金）13：30～16：40

【理事長からの指示事項に関する要旨】

「もんじゅ」の品質保証活動は、平成16年度の法令要求を樹に保安規定に取り込み、活動を展開してきたが、現

状では十分に機能していない。品質保証活動をより一層推進し、品質マネジメントシステムの改善に取り込む必要

があるが、その際、現場がそれを理解し、馴染み、それに向かって取り組んでいくというものでなければならない。

その内容は、判りやすく、使いやすく、出来るだけ日々の保安活動の中で現実的なものとして機能しなければ意味

がない。そのことを念頭に置き、今後の原子力機構として相応しい品質保証を確立していかなくてはならない。

1.保安管理体制の見直しについて

（1）（中略）問題の背景として、「もんじゅ」の品質保証、PDCAが社会的なレベルにないとするならば、課のやり方

でカバーしていくのか、品質保証の専任を置くのか、課の仕組みを変えていくのか、問題を明確認して対応しないと、

解決しないと感じる。センターの中でのQMS体制をどうしたら良いかを真剣に考え、明確に答えを出してもらいたい。

【所長】

業連を受信

【安全品質推進室長】

業連を受信

【所長】

業連を受信

【敦賀本部長】

業連を受信

1



もんじゅ調達プロセスの不備について（時系列） 添付資料－1.3 (3/18)

炉主任
旧技術部長 課長 担当者

不適合15-56　時系列

時　期 トピックス 理事長

安全統括部
核・セキュリティ統括

部

　
東海本部
契約部

敦賀事業本部長
敦賀事業本部
調達課

敦賀事業本部（旧：敦
賀本部）

安全品質推進室
廃止措置ｾﾝﾀー（旧：

ふげん）

プラント保全部

部長
保修計画課（平成26年10月
からは保全管理課）
保全計画課

高速増殖原型炉もんじゅ
所長
所長代理
副所長

所内関係各所 管理課

安全品質管理室長（～平成23年9
月）

品質保証室長（平成23年10月～）
プラント管理部

運営管理室（～平成26年9月）
運営管理部（平成26年10月～）

平成21年9月17日

平成21年10月21日

平成21年11月1日

平成22年2月2日 第32回保安管理専門委員会

平成22年2月8日

平成22年3月4日

平成22年4月22日

平成21年度　マネジメントレ
ビュー

平成21年度　マネジメントレ
ビュー

もんじゅに係る理事長の臨
時マネジメントレビューの実
施について

もんじゅに係る理事長の臨
時マネジメントレビューの結
果について

回議書起案（保安規定第21
次改正）

【理事長】

「平成21年度
ＭＲ会議記録」

アウトプット

補足

⑥新たなＱＭＳ要求事項への的確な対応

・本部及び各拠点は、省令改正に伴う核燃料サイクル関連施設への品質保証要求事項の拡大、ＪＥＡＣ４１１１改訂に伴うＱＳＭへの

取り入れについて、引き続き的確に対応すること。

・ＱＭＳに関する文書化の整備、見直しに当たって、根拠となるＪＡＥＣ等を良く理解した上で、不用な仕組みはないか抜けがないかを

確認し、拠点の特徴を加味して文書の適正化を図り、効果的なＱＭＳになるよう継続的に改善を行うこと。

【安全統括部長】

「業務連絡書」発

信

補足～もんじゅに係る理事長の臨時マネジメントレビューの実施について～

・「もんじゅ」については、昨年7月に策定の「改善のための行動計画」に基づき、機構の総力をあげて「もん
じゅ」の保安活動の改善に取り組んできた。これらを踏まえ、今後の「もんじゅ」の運転再開にむけて、十分な

改善が行われ自律的な品質保証体制が確立しているかどうかを確認するため、理事長による臨時のマネジ

メントレビューを実施する。

【安全統括部長】

「業務連絡書」発

信

補足（結果）～もんじゅに係る理事長の臨時マネジメントレビューの結果について～

6.2 レビュ―結果
レビューの結果、施設設備の健全性の確認に加え、組織体制、品質保証、保全プログラムなどが確実に整

備され、①経営の現場への関与の強化②品質保証の強化③安全文化の醸成及びコンプライアンスの徹底

④業務の透明性の向上⑤外部からのチェック機能の強化を柱とする行動計画に基づく改善活動が定着し、

自律的な品質保証活動が確実に実施され、試運転再開に向けた準備が整っていることを確認した。

【委員長：所長】

【委員：炉主任、技術主席、技術部長、プラント管理部長、プラント保全部長、運営管理室長、安全品質管理室長】

【同席者：副所長、技術主幹、保修計画課員2名】
【事務局：安全品質管理室員】

保安管理専門員会へ出席

社団法人日本電気

協会電気技術規程

「原子力発電所に

おける安全のため

の品質保証規程

（JEAC4111‐2009）」
の取り扱いについ

て（内規）施行

補足

原子力安全・保安院は、社団法人日本電気協会制定の「原子力発電所における安全のための品質保証規程

（JESC4111‐2009）」を研究開発段階にある発電の用に供する原子炉の設置、運転等に関する規則（平成12年総理府
令第122号。）第26条の2から第26条の2の7までのそれぞれの要求事項を満たすものとして扱う

補足

件名：JEAC4111改訂に伴う保安規定変更について（21次）
概要：平成21.年11以降は、JEAC4111の2009年版がエンドースされている。もんじゅ
においても、JEAC4111改訂に伴い、保安規定第2章品質保証 第3条の見直しを行
う。

7.4 調達
組織は、「調達先の評価・選定管理要領」及び「物品等調達管理要領」に基づき調

達を実施する。

【審議結果】

原子炉の安全上問題がないことを確認した。なお、本改正により保安規定から、

マトリックス表（プロセス及びそれらの組織への適用）が削除され、2次及び3次文書
でプロセスの明確への適用が明確にしなければならないため、QMS見直し作業のう
ちで、各要領書をチェックし、プロセスの組織への適用が明確になっていることを確

認すること。

補足

件名：JEAC4111改訂に伴う保安規定変更案に対する保安院ヒアリング結果反映について（保安規定第21次改正）
審議結果：原子炉の安全上問題のないことを確認した。

処置：①改正前後比較表の47ページ、別表3‐1の「統括監査の職」に下線を引くこと。
②概要書2.（1）に誤記があるため、訂正して、再提出されたものを審議資料として残す。

【委員長：所長】

【委員：炉主任、技術主席、技術部長、プラント管理部長、プラント保全部長、運営管理室長代理、安全品質管理室長代理】

【専門家：FBRプラント工学研究センター副センタ―長】
【同席者：副所長、技術主幹、安全管理課員3名】

【事務局：安全品質管理室員】

保安管理専門員会へ出席

【安全品質管理室技術副主幹】

回議書起案

3

4

【安全品質管理室技術副主幹インタビュー】

備考に改正理由として「所要の見直し」と記載している。「所要の見直し」は、他の改正に合わせ、記載を修正する際など

に使用していた。また、本件について、詳細な記憶は残っていないが、当時「所要の見直し」との表現は意識して使ってお

り、かつ、本件について、何かの意図があったとの記憶もないことから、実態に合わせるなどの記載の修正レベルと考え

られる。なお、このようなものであることから、保安管理専門委員会でもそこに特記した審議はしていないだろう。

なお、当時は「もんじゅ文書管理要領」様式-5に従った文書レビューを、保安規定の変更にも展開することとはしていな

かったため、文書全体をレビューした記録はなかったと記憶している。

例えば、要求事項が３種類あり、そのうち２種類を要領１に従い実施し、残りの１種類を要領２に従いする場合には、「要

領１及び要領２に従い実施」と表現している。「及び」と「又は」の使い分けは、7.4 調達だけではなく、当時改正した箇所

について共通で使用していた表現である。
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もんじゅ調達プロセスの不備について（時系列） 添付資料－1.3 (4/18)

炉主任
旧技術部長 課長 担当者

不適合15-56　時系列

時　期 トピックス 理事長

安全統括部
核・セキュリティ統括

部

　
東海本部
契約部

敦賀事業本部長
敦賀事業本部
調達課

敦賀事業本部（旧：敦
賀本部）

安全品質推進室
廃止措置ｾﾝﾀー（旧：

ふげん）

プラント保全部

部長
保修計画課（平成26年10月
からは保全管理課）
保全計画課

高速増殖原型炉もんじゅ
所長
所長代理
副所長

所内関係各所 管理課

安全品質管理室長（～平成23年9
月）

品質保証室長（平成23年10月～）
プラント管理部

運営管理室（～平成26年9月）
運営管理部（平成26年10月～）

平成22年4月23日 平成22年度　品質目標設定

平成22年4月27日

平成22年5月11日

～ 回議書回付・合議、決裁

平成22年5月28日

平成22年7月1日

平成22年7月16日

～ 回議書回付・合議、決裁

平成22年10月18日

平成22年度　品質目標設定
における業務連絡発行

管理課における品質目標設
定

回議書起案（保安規定第21
次改正）

原子炉施設保安規定　変更
認可申請

【安全品質管理室】

「平成22年度 高

速増殖炉研究開発

センター品質目標」

策定

補足

（６）

ＱＭＳと業務が密着するように、ＱＭＳ体系の

見直し計画に基づき確実に要領類を見直す。

【改善活動計画Ｎｏ．１】

【Ｈ21年度ＭＲ理事長指示事項⑥）】

【安全品質管理室】

業務連絡発行

補足

「平成22年度高速増殖炉研究開発センタ―品質目標
の周知、及び各室課品質目標の設定について

【管理課】

品質目標設定

補足

ＱＭＳと業務が密着するように、ＱＭＳ体系の見直し計画に基づき確実に要領類を見直す。

【改善活動計画Ｎｏ．１】

【Ｈ21年度ＭＲ理事長指示事項⑥）】

目標値）見直し実施計画の実施率：100％
達成レベル）当該する要領類の見直しが計画的に完了していること

保安規定変更認可

申請（第21次改正）

【安全品質管理室技術

副主幹】

回議書起案

【安全品質管理室長】

回議書起案

【管理課長】

文書審査を実施

【プラント保全部

長】

合議

【運営管理室長】

合議

【プラント管理部

長】

合議

【旧技術部長】

文書審査を実施

【副所長】

合議

【所長】

合議

【安全品質管理室長】

回議書起案

【管理課長】

文書審査を実施

【プラント保全部

長】

合議

【運営管理室長】

合議

【プラント管理部

長】

合議

【旧技術部長】

文書審査を実施

【副所長】

合議

【所長】

合議

【炉主任】

合議

【総務課長】

文書審査

【経営企画部長、業務統括部長、安全品質推進部長、敦賀本部長】

合議

【文書課長】

文書審査

【安全統括部長、理事2名、副理事】
合議

【理事長】

決裁

3

4

5
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もんじゅ調達プロセスの不備について（時系列） 添付資料－1.3 (5/18)

炉主任
旧技術部長 課長 担当者

不適合15-56　時系列

時　期 トピックス 理事長

安全統括部
核・セキュリティ統括

部

　
東海本部
契約部

敦賀事業本部長
敦賀事業本部
調達課

敦賀事業本部（旧：敦
賀本部）

安全品質推進室
廃止措置ｾﾝﾀー（旧：

ふげん）

プラント保全部

部長
保修計画課（平成26年10月
からは保全管理課）
保全計画課

高速増殖原型炉もんじゅ
所長
所長代理
副所長

所内関係各所 管理課

安全品質管理室長（～平成23年9
月）

品質保証室長（平成23年10月～）
プラント管理部

運営管理室（～平成26年9月）
運営管理部（平成26年10月～）

～ 回議書回付・合議、決裁

平成22年10月18日

平成22年10月25日

平成22年11月25日

平成22年12月1日

平成22年12月20日

～

平成23年2月15日

原子炉施設保安規定　変更
認可申請の一部補正申請

原子炉施設保安規定第21次
改正施行

高速増殖炉研究開発セン
ター原子炉保安規定（平成
22年11月8日施行）の配布

高速増殖炉研究開発セン
ターに係る品質マネジメント
システム（ＱＭＳ）体系の見
直し基本計画書

もんじゅ物品等調達管理要
領第26次改正

【敦賀本部】

「高速増殖炉研究開

発センターに係る品

質マネジメントシステ

ム（ＱＭＳ）体系の見

直し基本計画書」 平

成２２年１２月改正

補足

3.基本方針
3.2敦賀本部（事務所）ともんじゅの体系の整備
見直しにあたって、敦賀本部（事務所）ともんじゅとで共通な事項については、一体化によるＱＭＳ上の効果や効率化が期待できるものは一体化を検討し、実行可能な事項については一体化する。

6.作業工程
作業期間は・・・・・・・、長期作業とし平成２３年１２月を目処に実施する。

原子炉施設保安規

定 変更認可申請

の一部補正請（第

21次改正）

原子炉施設保安規

定 変更認可申請

の一部補正請（第

21次改正）

補足

・JEAC4111改訂等に伴う品質保証の見直し
・記載の適正化、表記の統一の観点から記載内容の見直し

【調達に関する記載の変更】

（旧）

7.4調達
（3）契約部長は、供給者が組織の要求事項に従って調達製品を供給する能力を判断の根拠のとして、評価し、選定することを「調達先の評価・選定管理要領」に定め、管理させる。また、選定、評価及び

再評価の基準を定める。

（新）

7.4 調達
組織は、「調達先の評価・選定管理要領」及び「物品等調達管理要領」に従い、調達を実施する。

（3）組織は、供給者が組織の要求事項に従って調達製品を供給する能力を判断の根拠として、供給者を評価し、選定する。選定、評価及び再評価の基準を定める。 【安全品質管理室長】

高速増殖炉研究開発センター

原子炉保安規定（平成22年11
月8日施行）の配布

【もんじゅ内関係各所】

受領

【炉主任】

合議

【総務課長】

文書審査

【経営企画部長、業務統括部長、安全品質推進部長、敦賀本部長】

合議

【文書課長】

文書審査

【安全統括部長、理事2名、副理事】
合議

【理事長】

決裁

5

【敦賀本部内関係各

所】

受領

補足

改正内容

・原子力安全監査の意見を反映し、引合先に対する条件について追記及び別

表‐1の追加
・調達先の選定・管理評価要領の改正に伴う改正

・別添3（請負契約仕様書標準様式記載要領）の改正【管理課担当者】

回議書作成

「もんじゅ物品等調達管理

要領」第26次改正起案

【プラント管理部】

もんじゅ物品等調達管

理要領」第26次改正合
議

【運営管理室】

もんじゅ物品等調達

管理要領」第26次改
正合議

【調達課長】

もんじゅ物品等調達管

理要領」第26次改正合
議

【管理課長】

「もんじゅ物品等調達管理

要領」第26次改案確認

【安全品質管理室長】

もんじゅ物品等調達管

理要領」第26次改正合
議

【旧技術部長】

もんじゅ物品等調達管

理要領」第26次改正合
議

【炉主任】

もんじゅ物品等調達管

理要領」第26次改正合
議

6
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もんじゅ調達プロセスの不備について（時系列） 添付資料－1.3 (6/18)

炉主任
旧技術部長 課長 担当者

不適合15-56　時系列

時　期 トピックス 理事長

安全統括部
核・セキュリティ統括

部

　
東海本部
契約部

敦賀事業本部長
敦賀事業本部
調達課

敦賀事業本部（旧：敦
賀本部）

安全品質推進室
廃止措置ｾﾝﾀー（旧：

ふげん）

プラント保全部

部長
保修計画課（平成26年10月
からは保全管理課）
保全計画課

高速増殖原型炉もんじゅ
所長
所長代理
副所長

所内関係各所 管理課

安全品質管理室長（～平成23年9
月）

品質保証室長（平成23年10月～）
プラント管理部

運営管理室（～平成26年9月）
運営管理部（平成26年10月～）

平成23年2月15日

平成23年3月7日 平成22年度　第4回保安検査

平成23年3月7日？ 平成22年度　第4回保安検査

平成23年3月7日？ 平成22年度　第4回保安検査

～平成23年3月8日 平成22年度　第4回保安検査

～平成23年3月8日 平成22年度　第4回保安検査

平成23年3月31日

平成23年4月22日 平成23年度　品質目標設定

平成23年4月27日

平成23年5月11日 管理課における品質目標設定

平成22年度　マネジメントレ
ビュー

平成22年度　品質目標設定
における業務連絡発行

もんじゅ物品等調達管理要
領第26次改正

補足

保安院コメント

（コメントNo1）
ＩＳＯ9001の認証をもって請負先の作業員が力量を備えていると認定しているが、それで十分か検討すること。
（コメントNo2）
・基本的事項に対して不適合を起こした請負先に対して、引合先評価の見直しを検討すべきではないか

補足

１．安全の確保を最優先とする

（４）ＱＭＳと業務が密着するように、ＱＭＳ体系の見直し計画に基づき確実に要領類を見直す。

【改善活動計画Ｎｏ．１】

【Ｈ21年度ＭＲ理事長指示事項⑥）】

③文書管理及び調達管理の敦賀本部との一体化の検討が終了していること（12月末まで）

【安全品質管理】

「平成23年度 高

速増殖炉研究開発

センター品質目標」

策定

【理事長】

「平成22年度
ＭＲ会議」アウ

トプット

補足

（１）質の向上に向けた「品質目標」の改善

品質保証活動におけるＱＭＳの有効性や効率化を図って、業務の質のより一層の向上を目指すため、より具体的な品質目標を設

定し、継続的な改善を推進すること〈区分；ｂ〉

【安全品質管理】

業務連絡発行

補足

「平成23年度高速増殖炉研究開発センタ―品質目標の周知、及び各室課品質目標の設定について

【管理課】

品質目標設定

補足

１．安全の確保を最優先とする

（１）ＱＭＳと業務が密着するように、ＱＭＳ体系の見直し計画に基づき確実に要領類を見直

す。

【改善活動計画Ｎｏ．１】

【Ｈ21年度ＭＲ理事長指示事項⑥）】
①文書管理及び調達管理の敦賀本部との一体化の検討が終了していること

【プラント保全部部長、技術主幹、保修計画課長、機械保修課長、機械保修課長代理、機械保修課員2名、電気保修課長、電気保修課長代理、技術主席、施設保全課長、燃料環境課長代理、燃料環境課TL、副所長、炉主任、運営管理室長、安全品質管理室長、安全品質管理室技術副主幹】
保安検査に参加

【安全品質管理室長】

「物品等調達管理要領」の様

式1及び様式2の調査内容の
改正案の作成を依頼

【安全品質管理室員】

「物品等調達管理要領」の様

式1及び様式2の調査内容の
改正案の作成を作成

【安全品質管理室長】

「物品等調達管理要領」の様

式1及び様式2の調査内容の
改正案の作成を受領

【プラント保全部長、保修計画課長、機械保修課長、機械保修課長代理、機械保修課員、施設保全課長、副所長、安全品質管理室長、運営管理室長、運営管理室長代理、運営管理室技術副主幹、炉主任】

保安検査に参加

補足

コメント回答

物品等調達管理要領の改正案を提示し、回答

（改正前）

ISO9001の認証を受けていること

（改正後）

当該設備を製作したメーカか

【安全品質管理室担当者インタビュー】

当時の安全品質管理室長からの指示で改正案を作成したと記憶している。また、改正の経緯は、下記のとおりであることを聞いている。

当時の保安検査では、保守点検のプロセスの確認を実施しており、その際に、もんじゅ物品等調達管理要領の品質管理調査票（様式-1）、引合先品質管理評価票（様式-2）を用いてISO9001の認

証を受けていることから選定をした旨を説明したが、ISO9001の認証を受けた受注者であっても不適合を起こしていることから、判定基準としては不適切と判断し、保安検査官との調整の結果、「当

該設備を製作したメーカですか」に変更した。

なお、当時は「当該機器を製作したメーカ」は、日立、三菱、東芝、富士を想定しており、それらのメーカは品質保証体制が確立していることから、調査内容の2～5の内容を免除しても問題ないと考え

ており、当該受注者のようなメーカについては想定していなかった。

7

【もんじゅ】

所長（決裁）

「もんじゅ物品等調達管理要

領」 第26次改正

所長代理、副所長（合議 職

制）

「もんじゅ物品等調達管理要

領」 第26次改正

8



もんじゅ調達プロセスの不備について（時系列） 添付資料－1.3 (7/18)

炉主任
旧技術部長 課長 担当者

不適合15-56　時系列

時　期 トピックス 理事長

安全統括部
核・セキュリティ統括

部

　
東海本部
契約部

敦賀事業本部長
敦賀事業本部
調達課

敦賀事業本部（旧：敦
賀本部）

安全品質推進室
廃止措置ｾﾝﾀー（旧：

ふげん）

プラント保全部

部長
保修計画課（平成26年10月
からは保全管理課）
保全計画課

高速増殖原型炉もんじゅ
所長
所長代理
副所長

所内関係各所 管理課

安全品質管理室長（～平成23年9
月）

品質保証室長（平成23年10月～）
プラント管理部

運営管理室（～平成26年9月）
運営管理部（平成26年10月～）

平成23年6月8日

平成23年5月25日

平成25年5月25日

～

平成25年6月16日

平成23年9月30日

平成24年4月12日

平成24年11月20日

物品等調達管理要領の移管
について

もんじゅ物品等調達管理要
領の改正起案

もんじゅ物品等調達管理要
領の改正案確認

平成２３年度高速増殖炉研
究開発センター品質目標
上期実績報告

新安全規制の制度整備に係
る調査

平成２３年度高速増殖炉研
究開発センター品質目標
年度末実績

【課長】

業務連絡書発

行

「ＱＭＳ体系の

見直しに係る文

書管理及び調

達管理の敦賀

本部との一体

化の検討につ

いて」

【安全品質管理室長】

業務連絡書受理

補足

改正内容

・平成22年度第4回保安検査のコメントを受けた、様式‐1（品質管理調査票）及
び様式‐2（引合先品質管理評価票）の修正

注）ＩＳＯ承認取得してますか⇒機器設計メーカか

補足２（管理課 検討内容）

平成22年12月に敦賀本部安全品質推進室にて最終改正された「高速増殖炉研究開発センターに係る品質マネジメント体制の見直し基本計画書」に基づき検討を行った。

1.ＱＡＰにおける調達
7.4.1調達プロセスにおいては、
①敦賀本部は規定された調達要求事項に調達製品が適合することを確実にすること、供給者及び調達製品に対する管理の方式及び程度は調達製品が原子力安全に及ぼす影響に応じて

「物品等管理要領」に定めること。

②契約部長は供給者が組織の要求事項に従って調達製品を供給する能力を判断の根拠として供給者を評価し選定することを「調達先の評価・選定管理要領」に定めること。

2.現状及び検討
・現状として、物品等調達管理要領の適用範囲に実際の調達業務を行う敦賀本部業務統括部調達課が含まれていない

よって、所管担当課の観点及び品質向上の観点からの検討として、調達物品の品質管理を行うという観点で考えた場合、敦賀本部に統一的（廃止措置研究改廃センター調達業務も含め）

な要領が存在することが合理的である。

補足

１．安全の確保を最優先とする

（１）ＱＭＳと業務が密着するように、ＱＭＳ体系の見直し計画に基づき確実に要領類を見直す。

【改善活動計画Ｎｏ．１】

【Ｈ21年度ＭＲ理事長指示事項⑥）】
③文書管理及び調達管理の敦賀本部との一体化の検討が終了していること

⇒（上期報告）

敦賀本部とのＱＭＳ一体化については、文書管理要領と調達管理要領を残しているが、調達管理要

領については、改正案が敦賀本部調達課より示されている。今後、改正案についての検討を行う（１２

月末まで）

【安全品質管理室】

「平成23年度 高

速増殖炉研究開発

センター品質目標」

上期実績

【安全品質管理室】

「平成23年度 高

速増殖炉研究開発

センター品質目標」

年度末実績報告

補足

１．安全の確保を最優先とする

（１）ＱＭＳと業務が密着するように、ＱＭＳ体系の見直し計画に基づき確実に要領類を見直す。

【改善活動計画Ｎｏ．１】

【Ｈ21年度ＭＲ理事長指示事項⑥）】
③文書管理及び調達管理の敦賀本部との一体化の検討が終了していること

⇒（年度末報告）

敦賀本部とのＱＭＳ一体化については、文書管理要領と調達管理要領を残しているが、調達管

理要領について一本化する方向で検討を完了した（平成２３年度 改善活動計画の実績・評価よ

り）。なお、敦賀本部にて今後改正案を作成予定。

【管理課担当者】

回議書作成

「もんじゅ物品等調達管理

要領」第29次改正起案

【もんじゅ】

所長（決裁）

「もんじゅ物品等調達管理要

領」 第29次改正

所長代理、副所長（合議 職

制）

「もんじゅ物品等調達管理要

領」 第29次改正

【プラント管理部】

もんじゅ物品等調達管

理要領」第29次改正合
議

【運営管理室】

もんじゅ物品等調達

管理要領」第29次改
正合議

【調達課長】

もんじゅ物品等調達管

理要領」第29次改正合
議

原子力規制委員会
補足

発電用原子炉施設の新安全規制の制度整備に関する被規制者への調査結果について（概要）

「発電用原子炉施設の新安全規制の制度整備に関する検討チーム」（第一回会合）において、①設置変更許可の一部届出化②型式認

証③設置許可申請書における添付書類の本文記載事項への格上げ④設計及び工事段階における品質保証⑤製造者等に対する検査

及び⑥発電用原子炉施設に対する安全規制の原子炉等規制法への一元化について、それぞれ検討の方針等について検討を行った。

こららのうち、②、③及び⑤については、検討の一環として、以下のとおり被規制者への調査を実施することとした。

【管理課長】

回議書作成

「もんじゅ物品等調達管理

要領」第29次改案確認

【安全品質管理室長】

もんじゅ物品等調達管

理要領」第29次改正合
議

【旧技術部長】

もんじゅ物品等調達管

理要領」第29次改正合
議

【炉主任】

もんじゅ物品等調達管

理要領」第29次改正合
議

【管理課長代理インタビュー】

管理課は、調達業務を直接実施していたわけではないので、もんじゅ物品等調達管理要領の品質管理調査票（様式-1）、

引合先品質管理評価票（様式-2）等の調査内容に記載された項目が妥当であるかという点については判定できなかったの

ではと記憶している。本来は文書担当課であることから勉強するべきであったが、妥当であるかどうかについては、実際に

現場対応をする原課に任せていたと記憶している。

【管理課長代理インタビュー】

当時の記憶は曖昧だが、設備を製作したメーカであればISO9001の認証を持っているメーカと同等以上の品質

保証体制を確立しており、ISO9001で要求される品質保証体制、設計体制、検査体制、外注先の評価を行う体

制を確立しているものと考え、改正前と同様に「はい」と回答されれば2から5までの調査内容を不要とすることと

した。

7

【管理課長代理インタビュー】

当時のもんじゅではトラブルが頻発しており、その中で文書関連に誤字脱字、文書内での不整合等が確認される等の文書管理が十分ではなかった。そのため、平成21

年度から管理課に文書審査チームを置き、その中で誤字脱字や文書体系について文書所管課へコメントをしていた。また、詳細な内容の妥当性については文書所管

課に任せ、管理課としては誤字脱字、文書内での不整合等を確認することを主としていた。現在では、保安規定やJEACとの適合性を求められているが、当時はもっと

誤字脱字の初歩的な問題があったため、文書審査ではそこまで確認を実施していなかった。

8



もんじゅ調達プロセスの不備について（時系列） 添付資料－1.3 (8/18)

炉主任
旧技術部長 課長 担当者

不適合15-56　時系列

時　期 トピックス 理事長

安全統括部
核・セキュリティ統括

部

　
東海本部
契約部

敦賀事業本部長
敦賀事業本部
調達課

敦賀事業本部（旧：敦
賀本部）

安全品質推進室
廃止措置ｾﾝﾀー（旧：

ふげん）

プラント保全部

部長
保修計画課（平成26年10月
からは保全管理課）
保全計画課

高速増殖原型炉もんじゅ
所長
所長代理
副所長

所内関係各所 管理課

安全品質管理室長（～平成23年9
月）

品質保証室長（平成23年10月～）
プラント管理部

運営管理室（～平成26年9月）
運営管理部（平成26年10月～）

平成24年12月13日

平成25年1月10日

平成25年1月10日

平成25年1月11日

平成25年1月25日

平成25年2月

平成25年2月

平成25年3月7日

　

平成24年度　定期マネジメン
トレビューのインプット情報収
集

平成24年度　理事長マネジ
メントレビュー会議実施

新安全規制の制度整備に係
る調査

平成24年度　理事長マネジ
メントレビュー実施について

平成24年度　理事長マネジ
メントレビュー実施について

平成24年度　理事長マネジ
メントレビュー実施について

平成24年度　理事長マネジ
メントレビュー報告分の情報
の提出依頼

平成24年度　理事長マネジ
メントレビュー報告分の情報
の回答受信

補足 管理責任者

平成24年度 定期マネジメントレビューのインプット情報報告書

NO.7 品質マネジメントシステムの改善に提案追加
No.７ 7‐2 調達管理の仕組みの改善
原子力規制庁によるベンダー・インスペクションに確実に対応するために、東海本部、敦賀本部、各拠点間で調達管理プロセスの連携を強化

し、確実に調達管理のＰＤＣＡが回るよう調達管理の仕組みの改善が必要である。

管理責任者の評価

調達管理の仕組みの改善については、一般競争入札の制約を考慮しつつ、調達管理のＰＤＣＡを回すために上位機関が中心となって改善を

行っていく。

【安全統括部長】

業務連絡書発信

補足

平成24年度 理事長マネジメントレビューの実施について

機構の原子力施設における保安活動の継続的な改善を図るため、別紙１のとおり、平成24年度の理事長による定期のマネジメントレビューを3月上旬に実施
予定としている。

【品質保証室】

業務連絡書受信

【品質保証室】

業務連絡書発信

補足

件名：平成24年度 管理責任者（敦賀本部長）へ報告する情報の提出依頼について（平成24年度理事長マネジメントレ
ビュー報告分）

管理責任者（敦賀本部長）報告に向けての情報提出依頼

【品質保証室】

各課ＭＲインプット情報の取

り纏め

【所長】

各課ＭＲインプット情

報に対するヒアリング

を実施

【敦賀本部長】

管理責任者の評価

各課室インプット情報の報告

【所長】

業務連絡書受信

【副所長】

原子力規制庁調査対

応

補足

新安全規制の制度整備に係る調査事項－製造者等に対する検査関係―
【質問事項】

（１）現在実施されている品質保証に関する業務の状況（原子炉設置者）

・設計・工事に係る調達管理に係る品質保証の状況

【回答】

当機構は「原子力発電所における安全のための品質保証規程（ＪＥＡＣ4111）」（（財）日本電気協会）に基づき、調達管理の仕組みを、以下のとおり、機構のルールに定めている。
・契約の案件毎に調達先が調達要求事項を満たす能力を持っていることを評価する。

・調達要求事項として、品質保証等の必要な要求事項及び技術的な要求事項を受注者に要求する。

・調達製品が規定した調達要求事項を満たしていることを確実にするために、必要な検査又は提出された文書の審査を実施する。

補足

品質保証室からベンダー・インスペクションを、7.品質マネジメントシステムの改善の提案にインプッ
ト情報として追加

【所長】

平成24年度定期マ
ネジメントレビュー

の実施

【理事長】

平成24年度定期マ
ネジメントレビュー

の実施

補足

平成24年度定期マネジメントレビュｰへのインプット情報報告書
6.品質マネジメントシステムに影響を及ぼす可能性のある変更
6‐1原子炉等規制法令の改正
原子力規制委員会において、「発電用原子炉施設の新安全規制の制度整備に関する検討チーム」が設置され、関係する原子力規制委員会規則や運用方針の策定に必要な検討が行わ

れている。各電力会社及び機構は、「型式承認」、「原子炉設置許可申請書における添付資料の本文記載事項の格上げ」、「工認（電気事業法）と設工認（原子炉等規制法）の工認（原子炉等

規制法）への一本化」、「製造者に対する検査（ベンダーインスペクション）」などについて、原子力規制庁とヒアリングを実施した。今後、原子力規制庁により。ベンダー・インスペクションの運

用が定められることになるが、原子力規制庁がメーカへの監査を通じて事業者の調達管理の状態を確認するような仕組みとなる予定である。

よってベンダーインスペクションに確実に対応するために、東海本部、敦賀本部、各拠点間で調達管理プロセスの連携を強化し、確実に調達管理のPDCAが回るよう、調達管理の仕組みの
改善が必要であると考えられる。

7品質マネジメントシステムの改善のための提案
7‐2.調達管理の仕組みの改善
原子力規制庁によるベンダー・インスペクションに確実に対応するために東海本部、敦賀本部、各拠点で、調達管理プロセスの連携を強化し、確実に調達管理のPDCAが回るよう調達管理
の改善が必要である。

9

9



もんじゅ調達プロセスの不備について（時系列） 添付資料－1.3 (9/18)

炉主任
旧技術部長 課長 担当者

不適合15-56　時系列

時　期 トピックス 理事長

安全統括部
核・セキュリティ統括

部

　
東海本部
契約部

敦賀事業本部長
敦賀事業本部
調達課

敦賀事業本部（旧：敦
賀本部）

安全品質推進室
廃止措置ｾﾝﾀー（旧：

ふげん）

プラント保全部

部長
保修計画課（平成26年10月
からは保全管理課）
保全計画課

高速増殖原型炉もんじゅ
所長
所長代理
副所長

所内関係各所 管理課

安全品質管理室長（～平成23年9
月）

品質保証室長（平成23年10月～）
プラント管理部

運営管理室（～平成26年9月）
運営管理部（平成26年10月～）

平成25年3月27日

平成25年4月9日

平成25年4月11日

平成25年4月12日

平成25年4月25日

平成25年5月13日 平成25年度　品質目標制定

平成25年5月15日

平成25年5月

平成25年5月20日

平成24年度　理事長マネジ
メントレビュー会議実施の結
果報告

平成25年度の原子力安全に
関する品質目標等の提出に
ついて

平成25年度の原子力安全に
関する品質目標等の提出に
ついて

平成25年度の原子力安全に
関する品質目標等の提出に
ついて

物品等調達管理要領の検討
会実施

平成25年度　品質目標設定
における業務連絡発行

平成25年度　品質目標取り
纏め

平成25年度　品質目標等の
提出

【安全統括部長】

業連連絡書発信

【品質保証室】

「平成25年度 高

速増殖炉研究開発

センター品質目標」

策定

【品質保証室】

業務連絡発信

補足

件名：平成25年度センター品質目標の周知及び各室課品質目標への展開について
平成25年度センター品質目標を各課室への周知及び目標設定依頼

【品質保証室】

「物品等調達管理

要領について検討

会」に出席

【敦賀本部】

「物品等調達管理

要領について検討

会」を主催

【廃止措置ｾﾝﾀー】

「物品等調達管理

要領について検討

会」に出席

【品質保証室】

平成25年度 高速

増殖炉研究開発セ

ンター品質目標に

対する各課室の品

質目標の取り纏め

補足

理事長による定期マネジメントレビューの結果について

～マネジメントレビューからのアウトプット～

（3）調達管理の仕組みに関する改善の検討
敦賀本部及びもんじゅを中心として、新安全規制により予定されるベンダー・インスペクションに備え、独立行政法人の契約形態・調達先の評価方法に適した考え方など、調達管理の仕組

みに関する改善の必要性について検討をおこなうこと。

また、機構全体の仕組みの見直しが必要な場合、本部契約部と連携し、外部機関の調査を含め改善に取り組むこと。

上記の検討結果に応じて、各拠点の長は調達管理の仕組みに反映すること。

【安全統括部長】

業務連絡書「平成25年
度の原子力安全に関す

る品質目標の提出につ

いて」発信

補足

平成25年度の原子力安全に関する品質目標等の提出について

原子力施設の保安規定及び品質保証計画書に基づく平成25年度の原子力安全に係る品質目標の策定状況、マネジメントレビュー実施要領に基づく3月の理事長マネジメントレビューでの改善事項（アウトプット）の品質目標への反映状況を理事長へ報告致します。
つきましては、下記の要領に沿って資料の作成の提出方よろしくお願いいたします。

②マネジメントレビュー結果の反映状況について

【別添】マネジメントレビュー結果の反映状況について

（3）調達管理の仕組みに関する改善の検討について
敦賀本部及びもんじゅを中心として、新安全規制により予定されるベンダー・インスペクションに備え、独立行政法人の契約形態調達先の評価方法に適した考え方など、調達の仕組みに関する改善の必要性について検討を行うこと。<区分a又はb>
また、機構全体の仕組みの見直しが必要な場合、本部契約部と連携し、外部機関の調査を含めて改善すること。<改善a又はｂ>
上記の検討結果に応じて、各拠点の長は調達管理の仕組みに反映すること。<区分a又はｂ>

【品質保証室】

業務連絡書受信

【所長】

平成25年度の各課
室の品質目標ヒアリ

ング

【所長】

「平成25年度 高

速増殖炉研究開発

センター品質目標」

制定

補足

マネジメントレビューからのアウトプット（理事長指示事項）に対する実施内容

理事長指示事項

（3）調達管理の仕組みに関する改善の検討
敦賀本部及びもんじゅを中心として、新安全規制により予定されるベンダー・インスペクションに備え、独立行

政法人の契約形態・調達先の評価方法に適した考え方など、調達管理の仕組みに関する改善の必要性につ

いて検討をおこなうこと。

また、機構全体の仕組みの見直しが必要な場合、本部契約部と連携し、外部機関の調査を含め改善に取り

組むこと。

上記の検討結果に応じて、各拠点の長は調達管理の仕組みに反映すること。

【実施計画】

①調達管理の仕組みについて、他企業へのベンチマーキングを実施する。

②調達要求事項の記載を敦賀本部と検討し、敦賀本部の要領への反映を依頼する。

③調達管理ＰＤＣＡが回るよう、調達先の評価、再評価の仕組みの見直しを敦賀本部と検討する。

【所長】

業連連絡書受信

【品質保証室】

業連連絡書受信

【所長】

業連連絡書受信

【管理課】

業連連絡書受信

【敦賀事業本部長】

「平成25年度 高

速増殖炉研究開発

センター品質目標」

確認

各課室の品質目標の報告



もんじゅ調達プロセスの不備について（時系列） 添付資料－1.3 (10/18)

炉主任
旧技術部長 課長 担当者

不適合15-56　時系列

時　期 トピックス 理事長

安全統括部
核・セキュリティ統括

部

　
東海本部
契約部

敦賀事業本部長
敦賀事業本部
調達課

敦賀事業本部（旧：敦
賀本部）

安全品質推進室
廃止措置ｾﾝﾀー（旧：

ふげん）

プラント保全部

部長
保修計画課（平成26年10月
からは保全管理課）
保全計画課

高速増殖原型炉もんじゅ
所長
所長代理
副所長

所内関係各所 管理課

安全品質管理室長（～平成23年9
月）

品質保証室長（平成23年10月～）
プラント管理部

運営管理室（～平成26年9月）
運営管理部（平成26年10月～）

平成25年7月30日

平成25年8月5日

平成25年8月6日

平成25年8月8日

平成25年11月5日 文書管理要領の改正起案

関西電力原子力事業本部へ
のベンチマーキングについて

関西電力原子力事業本部へ
のベンチマーキングについて

関西電力原子力事業本部へ
のベンチマーキング実施

物品等調達管理要領の検討
会実施

【品質保証室】

「物品等調達管理

要領について検討

会」に出席

【敦賀本部】

「物品等調達管理

要領について検討

会」を主催

【廃止措置ｾﾝﾀー】

「物品等調達管理

要領について検討

会」に出席

【品質保証室】

関西電力原子力事

業本部へのベンチ

マーキング調整及

び随行

【敦賀本部】

関西電力原子力事

業本部へのベンチ

マーキング随行

【廃止措置ｾﾝﾀー】

関西電力原子力事

業本部へのベンチ

マーキング随行

【契約部】

関西電力原子力事業

本部へのベンチマー

キング主催

【品質保証室】

業連連絡書「平成25年度の原
子力安全に関する品質目標

等の提出について（回答）

」発信

【安全統括部】

業連連絡書受信

【管理課担当者】

回議書作成

「文書管理要領」 第42次
改正起案

補足

【改訂内容】

・原子炉等規制法改正に伴う変更

・内部文書の対象に手順書。業務決定文書等を追加

様式５（関連文書と不整合がないか 対象となる関連文書を追加）

レビュー項目Ｎｏ．５の関連文書に「高速増殖炉研究開発センター原子炉施設保安規定」「高速増殖原型炉もんじゅ品質保証計画書」追加記載

第6条（内部文書の作成、確認及び承認）
管理課長は、前項の文書審査に当たっては、機構の定める文書管理規定及び総務部文書課の定めた文書作成基準の事項のほか、次の各号をチェックする。

（1）所長承認文書に係る所定の様式が守られていること。
（2）第3項で作成した「業務に対する要求事項に関する記録」（様式5）の記載内容が適切に記載されていること。

～起案理由～

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律の改正に係る対応、及び保守管理不備に係る対応として改正を実施する。

【所長代理】

確認

【所長】

承認

【品質保証室長代理】

業務決定文書「調達管理

に関する関西電力原子力

事業本部へのベンチマー

キングについて」作成

補足

件名：調達管理に関する関西電力へのベンチマークの実施について

1.概要
平成24年度マネジメントレビューの以下のアウトプット「調達管理の仕組みに関する改善の検討」を実施するために、関西電力
㈱の調達管理の仕組みについてベンチマークを行い、機構の調達管理の仕組みの改善の参考とする。

5.質問内容
関西電力の原子力部門の調達管理のうち、調達先の選定、評価・再評価の仕組み、調達先の審査の方法、調達先のグレート

分けの方法について情報収集を行う。

補足

件名：平成25年度の原子力安全に関する品質目標等の提出について（回答）

【マネジメントレビュー結果の反映状況について】

指示事項

（3）調達管理の仕組みに関する改善の検討について
敦賀本部及びもんじゅを中心として、新安全規制により予定されるベンダー・インスペクションに備え、独立行政法人の契約形態調達先の評価方法に適した考え方など、調達の仕組みに関

する改善の必 要性について検討を行うこと。<区分a又はb>
また、機構全体の仕組みの見直しが必要な場合、本部契約部と連携し、外部機関の調査を含めて改善すること。<改善a又はｂ>
上記の検討結果に応じて、各拠点の長は調達管理の仕組みに反映すること。<区分a又はｂ>

対応計画（主な品質目標）

①調達管理の仕組みについて、他企業へのベンチマーキングを実施する。

②調達要求事項の記載を敦賀本部と検討し、敦賀本部の要求の反映を依頼する。

③調達のPDCAが回るよう、調達先の評価、再評価の仕組みの見直しを敦賀本部と検討する。

10
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【品質保証室長】

確認

【副所長】

確認

11

【管理課長】

確認
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炉主任
旧技術部長 課長 担当者

不適合15-56　時系列

時　期 トピックス 理事長

安全統括部
核・セキュリティ統括

部

　
東海本部
契約部

敦賀事業本部長
敦賀事業本部
調達課

敦賀事業本部（旧：敦
賀本部）

安全品質推進室
廃止措置ｾﾝﾀー（旧：

ふげん）

プラント保全部

部長
保修計画課（平成26年10月
からは保全管理課）
保全計画課

高速増殖原型炉もんじゅ
所長
所長代理
副所長

所内関係各所 管理課

安全品質管理室長（～平成23年9
月）

品質保証室長（平成23年10月～）
プラント管理部

運営管理室（～平成26年9月）
運営管理部（平成26年10月～）

平成25年11月5日～12日 文書管理要領の改正合議

平成25年11月13日 文書管理要領の改正決裁

平成25年11月26日 物品等調達管理要領の改正起案

～ （第39次改正）

【もんじゅ】

所長（決裁）

「文書管理要領」 第42次改
正

所長代理、副所長（合議 職

制）

「文書管理要領」 第42次改
正

【管理課担当者】

回議書作成

「物品等調達管理要領」

改正起案

【プラント管理部】

「物品等調達管理要領」 改

正合議

【プラント保全部】

「物品等調達管理要領」

第改正合議

【運営管理室】

「物品等調達管理要領」

改正合議

【もんじゅ】

所長（決裁）

「物品等調達管理要領」 改

正

所長代理、副所長（合議 職

制）

「物品等調達管理要領」 改

【品質保証室】

「物品等調達管理要領」 改

正合議

【調達課】

「物品等調達管理要領」

改正合議

物品等調達管理要領（第39次改正）
以降は、第42次改正まで同様の手続きを実施しているため、これ以降は
省略した記載とする。

【プラント保全部長】

合議

【運営管理室長】

合議

【プラント管理部長】

合議

【品質保証室長】

合議

【技術部長】

合議

【炉主任】

合議

【青木管理課長】

「物品等調達管理要領」 改

正合議

【管理課長インタビュー】

形式上のチェックシートは「もんじゅ文書管理要領」の様式5。又、日頃から、要領改正時においては、（様式に

よらず、）改正の趣旨に内容が合致しているか、他条文との整合がとれているか等について、確認を行うように

心がけている。

【管理課長インタビュー】

新規条文の制定や根本的な改正でなければ、実態上、保安規定までの確認は要

しないとの意識が漫然とあった。

【管理課長インタビュー】

JEAC4111については、体系的に、時間をかけた教育を受けた記憶はない。

管理課内独自教育は、課会（1回/月）時に、管理課内で講師を立てて、管理課が

所管しているＱＭＳ文書についての勉強会や不適合管理によって改正されたＱ

ＭＳ文書（管理課が所管でないＱＭＳ文書も含む）に係る教育はしていたが、保

安規定、QAP及びJEAC4111そのものの独自教育はしていないと思う。

補足（業務に対する要求事項に関する記録）

作成（担当）、確認（課室代、TL）、承認（課室長）
文書名称：物品等調達管理要領

文書番号：QAP740
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要因‐9
管理課の文書担当者は、自ら保安規定、QAP及びJEAC4111の内
容を確認することで評価・再評価の基準の必要性を認識すべきで

あったが、課会等では要領の改正時の教育や現場で起きた不適

合の教育までで、保安規定、QAP及びJEAC4111について教育を受
けていなかったために、そのような認識を持つことができなかった

（F‐3）

要因‐8
管理課長は、保安規定、QAP及びJEAC4111に関する教育を徹底す
べきであったが、「もんじゅ物品等調達管理要領」等のQMS文書とに
おける、評価・再評価の基準の必要性を十分に理解しておくべきで

あったが、保安規定、QAP及びJEAC4111に関する内容を理解できる
教育をしていなかった（G‐3）

補足（もんじゅ文書管理要領）

第6条 （内部文書）

3.各課室長は、内部文書を作成、改正又は廃止する場合は、適切かどうかの観点から文書を審査し、QAP
「7.2.2 業務・発電用原子炉施設に対する要求事項のレビュー」に基づくレビュー及び他の文書等との整合
性確認を行う。所長承認文書及びマニュアルについては、レビューの結果及びレビューを受けて取った処置

（ある場合のみ）を「業務に対する要求事項及び文書レビューに関する記録」（様式5）に記載する。

【管理課長インタビュー】

「もんじゅ物品等調達管理要領」は、契約請求する元課側、もんじゅ側の観点

で定めている要領であって、契約担当課（敦賀事業本部業務管理部契約課、契

約部各課）側の要領ではないとの認識が共有されていると思う。但し、今回の評

価及び再評価の仕組、基準のように、契約担当課側にも密接に関わる事項も含

まれている。平成27年6月の改正では、もんじゅ品質保証室が敦賀事業本部業

務管理部契約課と調整した。

【管理課担当者インタビュー】

管理課が、QAPにより、「もんじゅ物品等調達管理要領」について責任と権限を持つ所管課と

なっている点について、将来、どうあるべきかの議論が必要では。ふげん、もんじゅそれぞれに

調達課があった時代から敦賀事業本部運営管理部調達課に変わったが、そもそも論の議論も

必要では。

要因‐7
「もんじゅ文書管理要領」の様式５では、保安規定及びQAPとの
整合性を確認する際の具体的な視点等が明確になっていな

かった（D‐1）

要因‐6
管理課の担当者は、「もんじゅ文書管理要領」の文書レ

ビューを行うための様式５で保安規定及びQAPとの整合性を確
認すべきであったが、レビューを行う項目が具体的に記載され

ていなかったため、確認しなかった（E‐1）

要因‐4
管理課の担当者は、保安規定及びQAPとの整合性を確認で
きるように文書レビューにおいて「もんじゅ文書管理要領」の様

式５を改善すべきであったが、しなかった（F‐1）

要因‐5
管理課長は、「もんじゅ文書管理要領」の様式５について保

安規定及びQAPと整合しているか確認しなかった（E‐2）

要因‐2
管理課の担当者は、保安規定及びQAPとの整合性をチェッ
クできるように様式5を改善する等の工夫をすべきであったが、
管理課は調達業務に直接携わってはいない（調達行為につ

いて管理課の押印はない）ことから、当該文書に対する責任

と権限を持つ所管課でありながら 改善をしなければいけな

いとの考えに至らなかった（G‐1）

要因‐3
管理課長は、様式５について保安規定及びQAPと整合性確
認を行うべきであったが、管理課は契約の実務に携わっては

いないことから、「もんじゅ物品等調達管理要領」の所管課で

あるにも関わらず、保安規定及びQAPとの整合性を確認する
必要があるとの考えには至らなかった（F‐2）

要因○

管理課長は、「もんじゅ物品等調達管理要

領」の改正前に「もんじゅ文書管理要領」様式

５に基づき、細かく保安規定及びＱＡＰとの整

合性確認を確実に実施すべきであったが、管

理課は契約の実務に携わっていないことから、

要因‐1
管理課長は、「もんじゅ物品等調達管理要

領」の改正前に「もんじゅ文書管理要領」様

式５に基づき、保安規定及びＱＡＰとの整合

性確認を確実に実施すべきであったが、管

理課は契約の実務に携わっていないことか

ら、「もんじゅ物品等調達管理要領」を管理

する姿勢が不足していた（H‐1）
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炉主任
旧技術部長 課長 担当者

不適合15-56　時系列

時　期 トピックス 理事長

安全統括部
核・セキュリティ統括

部

　
東海本部
契約部

敦賀事業本部長
敦賀事業本部
調達課

敦賀事業本部（旧：敦
賀本部）

安全品質推進室
廃止措置ｾﾝﾀー（旧：

ふげん）

プラント保全部

部長
保修計画課（平成26年10月
からは保全管理課）
保全計画課

高速増殖原型炉もんじゅ
所長
所長代理
副所長

所内関係各所 管理課

安全品質管理室長（～平成23年9
月）

品質保証室長（平成23年10月～）
プラント管理部

運営管理室（～平成26年9月）
運営管理部（平成26年10月～）

平成25年12月18日

平成25年12月19日

平成25年12月20日

平成26年2月24日

平成26年2月25日

物品等調達管理要領の移管
について

物品等調達管理要領の移管
について

【品質保証室長代理 ：Ｈ

25.12.18】

メール配信

【次長：Ｈ25.12.19】
メール受信・返信

【品質保証室長代理：Ｈ

25.12.20】
メール受信・返信

【安全品質推進室長】

メール受信
【調達課長】

メール受信

補足

①今回の保安規定補正申請では「もんじゅ」にしたが、次回以降敦賀事業本部に移管する方向で検討して頂

きたい。

②前年度のマネジメントレビューから言っているが機構の調達管理の仕組みはＰＤＣＡが回っていない。規制

庁の立場であれば是正指示を出すと考える。

③今の機構のやり方では危ないと警告を発しても本部はいっこうに対応してくれない。

④敦賀本部でルールを引き取り、自分達の問題として捉えてください。

補足

①調達要求事項は、調達課業務のみで達成できるものでもなく発注担当課の関与が大きいので、もんじゅ保安規定変更申請では、予定どおり物品等調達

管理要領の所管を「業務管理部」で記載する方向で進めることは要検討である。

②機構改革という流れもありますから変更あれば管理責任者への説明要であり、全体をみがらな改善した方が良い

③[敦賀本部の反対」により所掌が決まったという点は、管理課・調達課間で合意されたのではないか

④この議論に、安推部、品質室が助言ができなかった。

。

【次長】

メール受信

補足（メール内容）

①前年度のマネジメントレビューでの改善提案をし、関西電力のベンチマークを実施したが、安推室・調達課から改善の

方向性が提示されていない。

②今回のもんじゅ保安規定変更申請では、予定どおり物品等調達管理要領の所管を「業務管理部」で記載する方向で進

める。間に合わなければ、次回改正時に移管するよう確約をお願いする※2。

※３物品等調達管理要領を敦賀本部に移管することで本部長の了解を得ていたが、敦賀本部の反対でもんじゅ管理課・

ふげん管理課の所管となったことを聞いている。

【品質保証室長代理：Ｈ

26.2.24】
メール配信

補足

～電力からの情報～

平成25年6月19日に、原子力規制委員会より「発電用原子炉施設の工事計画に係る手続きガイド」が発行され、同7月8日
より施行されていｒます。

①規制庁からは、機構の契約部門に対し、中部電力並の資料作成が求められ、契約部門が調達管理の実績を説明するこ

と

②機構の調達管理の仕組みが機能していない旨の説明

③１件に対して１件の調達先の評価を行うのは非合理的で方向転換して、契約部門で一括して調達先の評価・再評価を行

う必要がある

【品質保証室長代理：Ｈ

26.2.25】
メール受信・配信

補足

①各拠点の請求元で、１件１件、調達先の品質管理状況を評価することなっているため、現場の負担

が大きい

②各工事が完了した後の調達先の評価や、受注者監査の結果が次のプロセスに繋がらず、ＰＤＣＡが

回っていない

補足

返信なし

【契約部 主査】

メール受信

補足

返信なし

【契約部 主査】

メール受信・返信

【調達課長】

メール受信

補足

①調達管理の仕組みに関する改善の検討のため敦賀本部と共同で関西電力㈱原子力事業本部に調達先の選定、評価・再評価の仕組み、調達先の審査方法等について情報収集を行った。その結果、関西電力㈱では、調達先の選定にあたって、予め調達先の品質管理に関する評価を実施することでベンダーリストを作成し、登録された中から調達先を選定（主に

随意契約等）していた。またＪＥＡＣ4111で要求されている供給者の再評価についても、契約案件ごとに再評価を行いその結果をベンダーリストに反映するなどの全社的な仕組みがあることが確認された。

敦賀本部における調達先の選定に当たっては、透明性、公平性、競争性の観点からも原則、一般競争入札にて決定することから、再評価結果などを考慮した形で調達先を決定することができない。

「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて（平成21年11月17日閣議決定）を踏まえ、機構の締結する契約については、核不拡散、核物質防護、原子力災害防止等の観点から真にやむを得ないものを除き、原則として一般競争入札によることとしている。
このため、敦賀本部では調達先の品質保証体制が要求事項を満足することを確認するために契約案件ごとに品質管理に関する評価を行い、これによってＪＥＡＣ4111の供給者の再評価に関する要求事項を担保している。
※平成25年度原子力安全監査でも再評価に関する要求事項を満足していることを確認済み。
結果として

①機構では、原則、一般競争入札としていることからも関西電力㈱と同様の対応を図るのが困難

②現行の機構の調達管理の仕組みにおいてもＪＥＡＣ4111の要求事項は満足していることから、現時点では調達管理の仕組みを変更するものではない

10
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炉主任
旧技術部長 課長 担当者

不適合15-56　時系列

時　期 トピックス 理事長

安全統括部
核・セキュリティ統括

部

　
東海本部
契約部

敦賀事業本部長
敦賀事業本部
調達課

敦賀事業本部（旧：敦
賀本部）

安全品質推進室
廃止措置ｾﾝﾀー（旧：

ふげん）

プラント保全部

部長
保修計画課（平成26年10月
からは保全管理課）
保全計画課

高速増殖原型炉もんじゅ
所長
所長代理
副所長

所内関係各所 管理課

安全品質管理室長（～平成23年9
月）

品質保証室長（平成23年10月～）
プラント管理部

運営管理室（～平成26年9月）
運営管理部（平成26年10月～）

平成26年1月24日

平成26年2月

平成26年2月

平成26年3月12日 平成25年度　理事長レビュー

平成26年3月31日 平成25年度　理事長レビュー

平成26年4月14日

平成26年4月15日

平成25年度　理事長マネジ
メントレビュー報告分の情報
取り纏め

平成25年度　定期マネジメン
トレビューのインプット情報収
集

平成26年度の原子力安全に
関する品質目標等の提出に
ついて

平成26年度の原子力安全に
関する品質目標等の提出に
ついて

平成25年度　理事長マネジ
メントレビューに向けた報告
用インプット情報の作成依頼

【安全統括部】

業務連絡書発信

補足 「平成２５年度 定期の品質保証及び安全文化醸成活動等に係る理事長レビューの結果について」

7.1 共通改善事項
（５）調達管理の仕組みに関する改善の検討について

①もんじゅ、敦賀本部、契約部は、設工認申請に関する調達管理に係る業務プロセスを確実にするために、競争契約を原則とする機構の契約形態を踏まえた上で、契約手続きにおける品質管理上の問題を整理し、調

達先の品質管理評価をより効率的に行うための契約手続き及び契約方式を検討すること。また、ＱＭＳの改善が必要となるときは安全統括部と連携して進めること。

補足「理事長レビュー会議における議論の要点」

4.改善事項について
（5）調達管理の仕組みに関する改善の検討について
・JEAC4111では調達先を評価、再評価することが要求されているが、一般競争入札が原則であれば再評価ができない心配がある。また、評価の部分が現場の負担になっており、一括して契約部やその他で行えば

現場負担の軽減になる。

【品質保証室】

業務連絡書発信

補足

件名： 平成25年度マネジメントレビューに向けた管理責任者（敦賀本部長）報告用インプット情報の作成依
頼について

管理責任者（敦賀本部長）報告に向けての情報提出依頼

各課室インプット情報の報告

【品質保証室】

各課ＭＲインプット情報の取

り纏め

【所長】

各課ＭＲインプット情

報に対するヒアリング

を実施

【敦賀本部長】

管理責任者の評価

補足

8.品質マネジメントシステムに影響を及ぼす可能性のある変更（組織体制、法規制の改正等）
（３）

「発電用原子炉施設の工事計画に係る手続きガイド」が平成25年7月8日より施行され、今後新たに工事計画の認可申請・届出を行う場合は、新たに最大23種類の添付書類を作成することが要求されている。
特に、「調達管理に係る業務プロセス」の記載が求められている。前年度のマネジメントレビューにおいて、契約部に対し、調達管理ＰＤＣＡが回るよう、調達管理の仕組みの改善を依頼しているが（添付8‐1‐1参照）、ＳＡ対策設備の工事に影響しないよう、調達管理の仕組みの改善を加速する必
要がある。

管理責任者の評価

今後のシビアアクシデント対策工事に対する調達管理の検査に確実に対応するためにも、現在、契約部門と調達を進めている調達管理の仕組みの改善について、安全統括部が中心となって各部門も協力しながら機構大の検討を行うことを提案する。

【安全統括部長】

業連連絡書発信

補足

平成25年度の原子力安全に関する品質目標等の提出について

原子力施設等の保安規定及び品質保証計画書に基づく平成26年度の原子力安全に係る品質目標の策定状況並びに3月の理事長マネジメントレビューの改善事項（アウトプット）に関する品質目標への反映状況を取りまとめ、理事長へ報告致します。

【理事長】

レビュー

平成25年度 ＭＲの実

施料‐26

【所長】

業務連絡書受信

【品質保証室】

業務連絡書受信

【管理課】

業連連絡書受信

【所長】

業連連絡書受信

【所長】

平成25年度 理事

ビュー

平成25年度 ＭＲの実

施料‐26

補足 「平成25年度 定期マネジメントレビューへのインプット情報報告」

8 品質マネジメントシステムに影響を及ぼす可能性のある変更（組織体制、法規制の改正等）
8‐1.原子炉等規制法の改正に伴う対応状況
（3）新安全規制への制度整備（工認・使用前検査）への対応状況
「発電用原子力施設の工事計画に係る手続きガイド」が、平成25年7月8日より施行され、今後、新たに工事計画の認可申請・届出を行う場合は、新たに最大23種類の添付資料を作成することが要求され

ている。今後のシビアアクシデント対策の工認申請に備えて、電力の状況を見ながら、申請準備を進めるが、この添付資料のうち、（中略）「調達管理に係る業務プロセス」の記載が求められている。前年度の

マネジメントレビューを受け、調達管理のPDCAが機能するよう契約部門と調達の仕組みの改善を実施しているが、現在は拠点の請求元の工事の都度、調達先の品質管理状況を評価するための仕組みのた
め、現場の負担となっているとともに簡易的な評価に留まっている。今後のシビアアクシデント対策工事に対する調達管理の検査に確実に対応するためにも、調達管理の仕組みの改善について、安全統括

部が中心となって各部門も協力しながら機構大の検討を行う必要がある。

【管理責任者の評価】

今後のシビアアクシデント対策工事に対する調達管理の検査に確実に対応するためにも、現在、契約部門と調整を進めている調達管理の仕組みの改善についても安全統括部が中心となって各部門も協力

しながら機構大の検討を行うことを提案する。

10 品質マネジメントシステムの改善のための提案
10‐1 改善のための提案
（5）今後のシビアアクシデント対策工事に対する調達管理の検査に確実に対応するためにも、現在、契約部門と調整を進めている調達管理の仕組みの改善について、安全統括部が中心となって各部門も
協力しながら、機構大の検討を行うことを提案する。

11



もんじゅ調達プロセスの不備について（時系列） 添付資料－1.3 (14/18)

炉主任
旧技術部長 課長 担当者

不適合15-56　時系列

時　期 トピックス 理事長

安全統括部
核・セキュリティ統括

部

　
東海本部
契約部

敦賀事業本部長
敦賀事業本部
調達課

敦賀事業本部（旧：敦
賀本部）

安全品質推進室
廃止措置ｾﾝﾀー（旧：

ふげん）

プラント保全部

部長
保修計画課（平成26年10月
からは保全管理課）
保全計画課

高速増殖原型炉もんじゅ
所長
所長代理
副所長

所内関係各所 管理課

安全品質管理室長（～平成23年9
月）

品質保証室長（平成23年10月～）
プラント管理部

運営管理室（～平成26年9月）
運営管理部（平成26年10月～）

平成26年4月16日

平成26年5月29日 平成26年度　品質目標設定

平成26年5月29日

平成26年6月4日

平成26年6月4日（～25日）

～

平成26年6月24日

平成26年5月29日～6月
4日

マネジメントレビュー指示事
項に基づく調達管理の仕組
みの検討についての合議

平成26年度　品質目標設定
における業務連絡発行

平成26年度　品質目標設定
における取り纏め

「もんじゅ物品等調達管理要
領」第40次改正

平成26年度の原子力安全に
関する品質目標等の提出に
ついて

マネジメントレビュー指示事
項に基づく調達管理の仕組
みの検討について

補足

１．マネジメントレビュー指示項目に基づくアクションプラン

・Ｎｏ．２【調達管理の仕組みに関する改善の検討について】

・対応箇所：品質保証室/保修計画課
もんじゅ、敦賀本部、契約部は、設工認申請に関する調達管理に係る業務プロセスを確実にする

ために、競争契約を原則とする機構の契約形態を踏まえた上で、契約手続きにおける品質管理上

の問題を整理し、調達先の品質管理評価をより効率的に行うための契約手続き及び契約方式を検

討すること。また、ＱＭＳの改善が必要となるときは安全統括部と連携して進めること。

【品質保証室】

「平成26年度 高速増殖

炉研究開発センター品

質目標」策定

【品質保証室】

業務連絡書「平成

26年度センター品
質目標（制定）の周

知及び各室課品質

目標への展開につ

いて」発信

【所長】

「平成26年度 高

速増殖炉研究開発

センター品質目標」

制定

【品質保証室】

業連連絡書受信

【敦賀事業本部長】

「平成26年度 高

速増殖炉研究開発

センター品質目標」

確認

各課室の品質目標の報告

【品質保証室長代理】

「マネジメントレビュー指示事項に

基づく調達管理の仕組みの改善

検討について」 策定

補足

【目的】 本計画は、マネジメントレビュー指示事項に基づくアクションプランに基づき、会計法による競争契約の原則を満足し、かつＪＥＡＣ4111による
供給者（調達先）の評価・再評価の要求事項を遵守できるよう、機構の調達管理の仕組みの改善を検討することを目的とする。

【実施内容】

検討主体室課は、会計法及びＪＥＡＣ4111の要求事項を整理し、双方を満足させるために解決すべき問題点を抽出・整理する。その検討結果を反映
して、以下の要領改正を行う。

①契約部調達課は「調達先の評価・選定管理要領」の改正

②敦本調達課（またはもんじゅ管理課）は「物品等調達管理要領」の改正

③品質保証室は「受注者品質監査要領」の改正

【保修計画課長】

「マネジメントレビュー指

示事項に基づく調達管

理の仕組みの改善検討

について」 合議

【プラント保全部長】

「マネジメントレビュー指示事項

に基づく調達管理の仕組みの

改善検討について」 合議

【運営管理室長】

「マネジメントレビュー指示

事項に基づく調達管理の仕

組みの改善検討について」

合議

【プラント管理部長】

「マネジメントレビュー指示事

項に基づく調達管理の仕組

みの改善検討について」 合

議

【管理課長】

「マネジメントレビュー指示

事項に基づく調達管理の仕

組みの改善検討について」

合議

【所長代理、副所長】

「マネジメントレビュー指示事項

に基づく調達管理の仕組みの

改善検討について」（合議）

【品質保証室】

平成26年度 高速

増殖炉研究開発セ

ンター品質目標に

対する各課室の品

質目標の取り纏め

【所長】

平成26年度の各課
室の品質目標ヒアリ

ング

【品質保証室長】

「マネジメントレビュー指示事項に

基づく調達管理の仕組みの改善

検討について」 策定

13

13

12

【管理課】

「もんじゅ物品等調達管理要領」第40次改正
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もんじゅ調達プロセスの不備について（時系列） 添付資料－1.3 (15/18)

炉主任
旧技術部長 課長 担当者

不適合15-56　時系列

時　期 トピックス 理事長

安全統括部
核・セキュリティ統括

部

　
東海本部
契約部

敦賀事業本部長
敦賀事業本部
調達課

敦賀事業本部（旧：敦
賀本部）

安全品質推進室
廃止措置ｾﾝﾀー（旧：

ふげん）

プラント保全部

部長
保修計画課（平成26年10月
からは保全管理課）
保全計画課

高速増殖原型炉もんじゅ
所長
所長代理
副所長

所内関係各所 管理課

安全品質管理室長（～平成23年9
月）

品質保証室長（平成23年10月～）
プラント管理部

運営管理室（～平成26年9月）
運営管理部（平成26年10月～）

平成26年6月26日

平成26年6月9日

～

平成26年9月30日

平成27年2月13日

平成27年2月16日

平成27年2月10日

平成27年2月

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成27年2月

平成26年度の原子力安全に
関する品質目標等の提出に
ついて

平成26年度　定期マネジメン
トレビューのインプット情報収
集

マネジメントレビュー指示事
項に基づく調達管理の仕組
みの検討について

もんじゅ物品等調達管理要
領第41次改正

平成26年度　理事長マネジ
メントレビュー実施について

平成26年度　理事長マネジ
メントレビュー実施について

平成26年度　理事長マネジ
メントレビューに向けた報告
用インプット情報の作成依頼

平成26年度　定期マネジメン
トレビューのインプット情報収
集

【もんじゅ】

「マネジメントレビュー指示事項に基

づく調達管理の仕組みの改善検討

について」

所長（決裁）

【安全・核セキュリティ

統括部長】

業務連絡書「平成26年
度定期の品質保証活

動に係る理事長マネジ

メントレビュー及び安

全文化醸成活動等に

係る理事長レビューの

実施について」発信

【所長】

各課ＭＲインプット情報に

対するヒアリングを実施

【敦賀本部長】

管理責任者の評価

補足

7.前回までのマネジメントレビューの結果に対するフォローアップ
[指示事項]
５）調達管理の仕組みに関する改善の検討について

もんじゅ、敦賀本部、契約部は、設工認申請に関する調達管理に係る業務プロセスを確実にするために、競争契約を原則とする機構の契約形態を踏まえた上で、契約手続きにおける品質管理上の問題を整理し、調達先の品質管理評価をより効率的に行うための契約手

続き及び契約方式を検討すること。また、ＱＭＳの改善が必要となるときは安全統括部と連携して進めること。

【実施状況】

設工認に関する調達管理の業務プロセスを確実にするため、もんじゅ品質保証室、契約部、関連部署において調達管理における課題を整理し、対応案の成立性を検討しているところである。3月末までに改善案をまとめ、その後具体的な改善作業を進める。

補足

件名：平成26年度定期マネジメントレビュー向けた管理責任者報告用インプット資料の作成依頼について
管理責任者（敦賀本部長）報告に向けての情報提出依頼

【品質保証室】

各課ＭＲインプット情報の取

り纏め

各課室インプット情報の報告

【品質保証室】

業務連絡書発信

【品質保証室】

業務連絡書受信

【品質保証室】

業連連絡書発信

【安全・核セキュリティ

統括部】

業連連絡書受信

15

15

14

【管理課】

「もんじゅ物品等調達管理要領」第41次改正
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もんじゅ調達プロセスの不備について（時系列） 添付資料－1.3 (16/18)

炉主任
旧技術部長 課長 担当者

不適合15-56　時系列

時　期 トピックス 理事長

安全統括部
核・セキュリティ統括

部

　
東海本部
契約部

敦賀事業本部長
敦賀事業本部
調達課

敦賀事業本部（旧：敦
賀本部）

安全品質推進室
廃止措置ｾﾝﾀー（旧：

ふげん）

プラント保全部

部長
保修計画課（平成26年10月
からは保全管理課）
保全計画課

高速増殖原型炉もんじゅ
所長
所長代理
副所長

所内関係各所 管理課

安全品質管理室長（～平成23年9
月）

品質保証室長（平成23年10月～）
プラント管理部

運営管理室（～平成26年9月）
運営管理部（平成26年10月～）

～

平成27年2月24日

平成27年2月26日

平成27年3月6日

平成27年3月12日 平成26年度　理事長レビュー

～

平成27年3月26日

平成27年4月1日

もんじゅ物品等調達管理要
領改正（第41次改正）

マネジメントレビュー指示事
項に基づく調達管理の仕組
みの改善について

平成27年2月27日～平
成27年3月5日

マネジメントレビュー指示事
項に基づく調達管理の仕組
みの改善について合議

マネジメントレビュー指示事
項に基づく調達管理の仕組
みの改善について

もんじゅ物品等調達管理要
領改正（第41次改正）

平成26年度　理事長レ
ビューの結果の報告につい
て

【品質保証室長代理】

「マネジメントレビュー指示

事項に基づく調達管理の仕

組みの改善について」策定

【理事長】

平成26年度 ＭＲ

の実施

【安全統括部長】

業連連絡書発信

補足

平成26年度 定期の品質保証活動及び安全文化醸成活動等に係る理事長レビューの結果について

調達管理に関するアウトプットは無かった。

【調達課】

「マネジメントレビュー

指示事項に基づく調達

管理の仕組みの改善に

ついて」

合議

【管理課長】

「マネジメントレビュー指示

事項に基づく調達管理の

仕組みの改善について】」

合議

【プラント管理部長】

「マネジメントレビュー指示

事項に基づく調達管理の

仕組みの改善について」

合議

【運営管理部長】

「マネジメントレビュー指示

事項に基づく調達管理の仕

組みの改善について」

合議

【プラント保全部長】

「マネジメントレビュー指示

事項に基づく調達管理の仕

組みの改善について」 合

議

【保全管理・保全計画課長】

「マネジメントレビュー指示

事項に基づく調達管理の仕

組みの改善について」 合

議

【もんじゅ】

「マネジメントレビュー指示事項に

基づく調達管理の仕組みの改善

について」

所長（決裁）

所長代理、副所長（合議）

補足

1.目的

本計画書は、平成25年度定期マネジメントレビュー指示事項の対応として作成した「マネジメント指示事項に基づく調達管理の仕組みの改善検討について」に基づき、

会計法による競争契約の原則を満足し、かつJEAC4111による供給者（調達先）の評価・再評価の要求事項を遵守できるよう、高速増殖原型炉もんじゅ（以下「もんじゅ」と

いう。）及びもんじゅ運営計画・研究センター（以下「センター」という。）における調達管理の具多的な改善内容を定めることを目的とする。

4.検討結果

（1）現状の調達管理の仕組みにおいて抽出された懸案は以下のとおりである。

①JEAC4111の要求事項である「調達先の再評価」が不十分。（調達管理のPDCAが十分に回っていない。）

（2）検討されて改善案及びそれらのメリット・デメリットは以下のとおりである。

検討の結果、メリット、デメリットを総合的に勘案して、No5を採用し、今後、要領類の改正を行って、調達管理の仕組みの改善を行うこととする。

【品質保証室長】

「マネジメントレビュー指示

事項に基づく調達管理の仕

組みの改善について」合議

インタビュー（品質保証室長）

当時は、評価、再評価については、実施されていると思っていた。プロセスとしては規定されているが、不明確なものを

明確にする行為と理解していたため、要求事項の逸脱ではなく、改善として実施するものだと思っていた。

保安規定との不整合を確認した場合は、不適合を発行するとの認識はあったが、先に述べたとおり改善の一環と理解

していたことから、不適合対象との認識はなかった。

16

【管理課】

「もんじゅ物品等調達管理要領」第41次改正

17

17

【管理課】

「もんじゅ物品等調達管理要領」第41次改正
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炉主任
旧技術部長 課長 担当者

不適合15-56　時系列

時　期 トピックス 理事長

安全統括部
核・セキュリティ統括

部

　
東海本部
契約部

敦賀事業本部長
敦賀事業本部
調達課

敦賀事業本部（旧：敦
賀本部）

安全品質推進室
廃止措置ｾﾝﾀー（旧：

ふげん）

プラント保全部

部長
保修計画課（平成26年10月
からは保全管理課）
保全計画課

高速増殖原型炉もんじゅ
所長
所長代理
副所長

所内関係各所 管理課

安全品質管理室長（～平成23年9
月）

品質保証室長（平成23年10月～）
プラント管理部

運営管理室（～平成26年9月）
運営管理部（平成26年10月～）

平成27年4月8日

平成27年6月17日

平成27年6月23日

平成27年9月10日 第2回保安検査

平成27年6月18日～平
成27年6月22日

もんじゅ物品等調達管理要
領の改正

もんじゅ物品等調達管理要
領の改正

平成26年度　理事長レ
ビューの結果の報告につい
て

もんじゅ物品等調達管理要
領の改正

【管理課担当者】

「もんじゅ物品等調

達管理要領」 第

44次改正 起案

補足

マネジメントレビュー指示事項「調達管理の仕組みの改善について」に基づき改正をする。

・「引合先品質管理評価実施表」を作成・更新し、調達先の再評価を明記。

・引合先品質管理評価実績表に登録された引合先には、品質管理調査票を不要とする。

・引合先の品質管理（技術的能力・品質保証体制等）調査を行う対象範囲の見直し（様式‐3の見直し）。
・検収時に調達先の評価。（様式‐4の追加）
・1回/3年の頻度で、調達先の再評価。（様式‐5）の追加
その他、記載の適正化。

補足

非常用ディーゼル発電機Ｂ号機シリンダヘッド点検における調達先の品質管理の評価の方法について説明

【コメントＮＯ.２】
調達先の品質管理の評価の方法及び基準を定めたルールを示すこと。

①もんじゅ物品等調達管理要領の様式２では、製作メーカであれば、品質管理体制等の審査項目が免除されることについて、その根拠を説明す

ること。

【品質保証室】

業連連絡書受信

【プラント管理部

長】

「もんじゅ物品等調

達管理要領」 第

44次改正 合議

【品質保証室長】

「もんじゅ物品等調達

管理要領」 第44次改
正 合議

【プラント保全部

長】

「もんじゅ物品等調

達管理要領」 第

44次改正 合議

【調達課長】

「もんじゅ物品等調

達管理要領」 第

44次改正 合議

【もんじゅ】

所長（決裁）

「もんじゅ物品等調達管理要

領」 第44次改正

所長代理、副所長（合議 職

制）

「もんじゅ物品等調達管理要

領」第44次改正

【品質保証室】

保安検査受検

【管理課長インタビュー】

平成27年6月の改正は新たな仕組みを入れるというのがミッションであった。なお、基準という文言では
なかったが、「もんじゅ物品等調達管理要領」に記されていた「調査内容」は基準であったと当時思って

いた。基準というものについての意識としては不十分だったかもしれないが、当時は仕組みであり、基準

であって、品質保証上の改善として適切な取扱いであると思っていた。

【管理課長インタビュー】

・もんじゅでは、当該要領に関して必要となる改正要求を現場各課が管理課に対して行い、管理課はその要求

に対し検討して管理課の責任において必要な改正を行うとの考えにより業務を実施している。

・昨年の当該要領の改正において、もんじゅ品質保証室の係わりが多かったものの、上述の認識により、最終

的に管理課として良しと判断した。
【管理課長】

「もんじゅ物品等調

達管理要領」 第

44次改正 確認

【運営管理部長】

「もんじゅ物品等調達

管理要領」 第44次改
正 合議

【管理課長インタビュー】

文書管理要領様式５に従ったレビューを行った。品質保証室（品質保証に係るスペシャリスト）からの依

頼を受け、品質保証の観点からの審査の仕組み、フォーマットの整理であったことから、修正案を示した

り、差し戻すようなレビューはしていない。

【管理課担当者インタビュー】

「もんじゅ物品等調達管理要領」（第44次改正、平成27年6月23日）は、調達管理の仕組みの改善を行う
ため、様式―３「引合先の品質管理（技術的能力・品質保証体制等）調査依頼判定表」の見直し、様式
―４「検収時の調達先評価票」の追加、様式―５「継続調達先の再評価表」の追加を行ったが、知識不
足と思われるかもしれないが、この改正の内容が供給者の評価及び再評価の“基準”であったと考えて

いた。

【管理課担当者インタビュー】

上位の規定との整合性は意識していた。基準の中身の細かなところまでは目が届かなかったし、「もん

じゅ文書管理要領」の様式５「業務に対する要求事項に関する記録」の作成、管理課長による承認印も

されているが、供給者の評価及び再評価の“基準”という細かなところまでは意識していなかった。

【所長代理（品質保証副所長）インタビュー】

「もんじゅ物品等調達管理要領」の品質管理調査票（様式-1）、引合先品質管理評価票（様式-2）の下欄には

基準らしきものが記載されていることから、選定・評価及び再評価の基準が記載されているとの認識であった。

【問題事象3‐2】
要因‐20
再評価を実施していなかったことについて、不適合

管理の下で「もんじゅ物品等調達管理要領」の改正

を実施しなかった（再評価の仕組みについては、平

成２７年６月の改正で新たに仕組みを規定したが、

不適合管理の下で実施しなかった）（B‐6）

要因‐19
管理課は、「もんじゅ物品等調達管理要領」の改正において、

不適合管理の下で改正を実施すべきであったが、品質保証室

からの改正依頼で、改善であると聞いていたため、不適合管

理にあたるとは認識しなかった。（C‐6）

要因○

管理課は、「もんじゅ物品等調達管理要領」の下位文書が、保安

規定及びQAＰの上位文書と不整合が生じた場合は不適合管理
の下で改正しなければならいことを、品質保証室長代理に確認

すべきであったがその指示に従えばよいと考えた。

要因‐17
管理課長は、不適合管理に関して自らがＰＤＣＡを展開しているという意識を

持って業務を行うべきだったが、不適合管理に関しては品質保証室の所管

であり、その判断に従えばよいと考え、自ら検討しなかった（E‐6）

要因‐18
管理課長は、「もんじゅ物品等調達管理要領」の下位文書が、保

安規定及びQAＰの上位文書と不整合が生じた場合は不適合管
理の下で改正しなければならいことを、品質保証室長代理に確

認すべきであったがその指示に従えばよいと考えた（D‐6）

要因‐16
管理課長は、QMS文書に規定された事項の不履行について、不適合管理の
下で処置するべきであったが、不適合管理要領の内容を十分に理解してお

らず処置しなかった（F‐6）

【問題事象3‐1】
要因‐15
「もんじゅ物品等調達管理要領」に評価・再評価の基準が定められていな

かった。（管理課は、保安規定及びＱＡＰで評価・再評価の基準を定めるこ

とを要求されているにも関わらず、「もんじゅ物品等調達管理要領」に評価・

再評価の基準を明確に定めなかった ）（B‐1）

要因‐14
管理課は、「もんじゅ物品等調達管理要領」の改正において、評

価・再評価の基準がないことに気づくべきであったが、気が付か

なかった

（管理課は、「もんじゅ物品等調達管理要領」の平成２７年６月の

再評価の仕組みを定める改正において、評価・再評価の基準を

明確に定める改正を行うべきであったが、改正しなかった）（C‐

要因‐13
管理課は、「もんじゅ物品等調達管理要領」の改正において、評価・再評価の基準を意

識すべきであったが、品質保証室長代理からの改正依頼であることからそのまま改訂を

行った。なお、管理課では様式‐2の「調査内容」欄の記載が基準であると誤認していた
（D‐5）

要因‐12
管理課は、品質保証室長からの改正依頼を受け、自ら改正内

容を十分に確認すべきであったが、確認しなかった（E‐5）

要因‐1
再掲（H‐1）

要因‐8
再掲（G‐3） 要因‐11

管理課は、文書所管課であるが、他室課からの情報を基に

文書改正時の手続きのみを実施していたため、保安規定及び

ＱＡＰで要求されている評価・再評価の基準の必要性を十分に

理解していなかった（D‐3）

要因‐10
管理課の文書担当者は、「もんじゅ物品等調達管理要領」における、

評価・再評価の基準の必要性を十分に理解しておくべきであったが、

保安規定、QAP及びJEAC4111に関する知識が不足していたため、評
価・再評価の基準の必要性についての意識に欠けていた。

（E‐3）

要因9
再掲（F‐3）

要因‐19
再掲（C‐6）
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炉主任
旧技術部長 課長 担当者

不適合15-56　時系列

時　期 トピックス 理事長

安全統括部
核・セキュリティ統括

部

　
東海本部
契約部

敦賀事業本部長
敦賀事業本部
調達課

敦賀事業本部（旧：敦
賀本部）

安全品質推進室
廃止措置ｾﾝﾀー（旧：

ふげん）

プラント保全部

部長
保修計画課（平成26年10月
からは保全管理課）
保全計画課

高速増殖原型炉もんじゅ
所長
所長代理
副所長

所内関係各所 管理課

安全品質管理室長（～平成23年9
月）

品質保証室長（平成23年10月～）
プラント管理部

運営管理室（～平成26年9月）
運営管理部（平成26年10月～）

平成27年9月11日 第2回保安検査

平成27年9月14日

平成27年9月15日

平成27年9月16日

平成27年9月16日

平成27年9月16日

平成27年度第2回　保安検
査コメントに対する資料作成

平成27年度第2回　保安検
査コメントに対する回答の説
明

平成27年度第2回　保安検
査コメントに対する回答資料

の作成

平成27年度第2回　保安検
査コメントに対する回答の説
明

第2回保安検査を受けての
不適合発行

【品質保証室】

「不適合発行 15‐56」

補足

件名 「もんじゅ物品等調達管理要領」における調達プロセスの不備

①事象発生時の状況

平成27年度第2回保安検査において、Ｄ/Ｇシリンダヘッド落下事象の係る調達プロセスに関する説明を行った際、もんじゅに
おける品質管理に関する評価について、次の内容が不適合であることを確認した。

１）「もんじゅ物品等調達管理要領」様式２「引合先品質管理評価票」にて調達先の評価を実施していたが、その基準がなく、

評価を適切に実施していることを説明できなかった。

２）平成27年6月23日の改正（第44次改正、平成27年7月1日施行）で「もんじゅ物品等調達管理要領」様式５「継続調達先の
再評価表」にて再評価を実施しているが、原子炉施設保安規定に基づきその基準を定めていなかった。

３）検収後の評価結果、受注者監査の結果等を考慮して行う再評価を実施していなかったことから、前記のとおり第44次改
正で「もんじゅ物品等調達管理要領」第3条（調達プロセス）にて再評価の仕組みを規程したが、不適合であることを認識せず、
同要領の改正を不適合管理の下で実施していなかった。

②不適合の内容

１）２）「もんじゅ物品等調達管理要領」に評価及び再評価の基準が定められていなかった。

３）再評価を実施していなかったことについて、不適合管理の下で「もんじゅ物品等調達管理要領」の改正を実施していなかっ

た。

【品質保証室】

「平成27年度 第2回 保安検査

コメントＮｏ.２及びＮｏ.３に対する
回答書Ｒ0」作成

【所長代理・副所長】

「平成27年度 第2回 保安検

査コメントＮｏ.２及びＮｏ.３に対
する回答書Ｒ0】承認

【品質保証室】

「平成27年度 第2回 保安検査

コメントＮＯ.２、ＮＯ．３に対する
回答書 Ｒ1」作成

補足（Ｒ1版）
非常用ディーゼル発電機Ｂ号機シリンダヘッド点検における調達先の品質管理の評価の方法に対するコメント回答

「ＮＯ．２ 回答内容」

（追加）；その基準が明確になっておらず、ＪＥＡＣ4111：2009を満足していなかった。
7.4.1 調達プロセス
（３） 組織は、・・・・・・・・・・・・選定、評価及び再評価の基準を定めなければならない。

本件について、不適合と認識し、不適合管理を実施した上で、選定、評価及び再評価の基準を明確にするなど対応していくこととする。

「ＮＯ．３ 回答内容」

（追加）；改正前は、一般競争入札が原則であることから、再評価結果などを考慮した形で調達先を決定することは難しく、契約請求箇所が

契約請求の都度、引合先品質管理評価票を作成し評価を行い、これによってＪＥＡＣ4111の供給者の再評価に関する要求事項を担保してい
ると考えていた。

上記について、改正前までは再評価の仕組みがなかったことから、「もんじゅ物品等調達管理要領」の第44次改正までＪＥＡＣ4111：2009
の次の要求事項を満足していなかったとして不適合報告書を発行し、要因分析及びその対策を実施していく。

7.4.1 調達プロセス
（３） 組織は、・・・・・・・・・・・・選定、評価及び再評価の基準を定めなければならない。

また、調達先の選定、評価及び再評価の基準についても、それらの基準がなく上記要求事項を満足していないことから、不適合報告書を

発行した上で、選定、評価及び再評価の基準を明確にするなど対応していくこととする。

【所長代理】

平成27年度 第2回 保

安検査コメントに対する

回答書 Ｒ1 承認

補足

非常用ディーゼル発電機Ｂ号機シリンダヘッド点検における調達先の品質管理の評価の方法について説明

【コメントＮＯ.３】
調達先の評価及び再評価について、保安規定に基づき定めた文書を示すこと。なお、回答は受注者監査も含めて品質保証室が指導して回答

すること。

【品質保証室】

保安検査受検

【品質保証室】

保安検査受検

【品質保証室】

保安検査受検

補足

非常用ディーゼル発電機Ｂ号機シリンダヘッド点検における調達先の品質管理の評価の方法に対するコメ

ント回答書Ｒ0作成

補足

非常用ディーゼル発電機Ｂ号機シリンダヘッド点検における調達先の品質管理の評価の方法に対するコメント回答（回答書Ｒ０版）

【コメントＮＯ.２】
回答は、議事録に近い内容であり、回答になっていない。よって、改善が必要だと考えているのであれば、それを書面にて示すこと。

【コメントＮＯ.３】
品質管理に係る評価について、保安規定は調達先の選定、評価、再評価の３つの要求があるが、定義はどこに決めてあるのかルールを説明す

ること。

補足

非常用ディーゼル発電機Ｂ号機シリンダヘッド点検における調達先の品質管理の評価の方法に対するコメント回答（回答書Ｒ1版）

【頂上事象3】
要因‐21
もんじゅの調達プロセスに不備があった。

（もんじゅの調達プロセスにおいて調達先の評価/再評
価基準が明確でなかった、また、再評価については評

価の仕組みがなかったことに対して、不適合管理せず

に「もんじゅ物品等調達管理要領」の変更を行った）（A‐
1）

要因‐15
再掲（B‐1）

要因‐20
再掲（B‐7）
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A-1 B-1 C-1 D-1 E-1 F-1 Ｇ-1

A-2 B-2 C-2 D-2 E-2 F-2 Ｇ-2

A-3 B-3 C-3 D-3 E-3 F-3 Ｇ-3

A B C D E F

3

Ｇ

1

2

もんじゅにおける「もんじゅ物

品等調達管理要領（請負契約

にかかわる一般仕様書）」で

は、受注者に対し、工事計画

認可の対象機器を取り扱う揚

重作業で使用する治具をもん

じゅ専用として新たに製作す

る場合、製作する旨を原子力

機構担当者に連絡し、受注者

として製作管理を行わなけれ

ばならないことを要求事項とし

て明記するべきであったが、

明記していなかったため吊り

荷がずれた際に傾く構造の吊

り治具が納入された（要因-

24）

非常用ディーゼル発電機B

号機点検の際、№7シリンダ

ヘッドが落下し、インジケー

タコックが変形し、周辺機器

が損傷した（要因-54）

頂上事象1

受注者（A社）の協力会社（B

社）がシリンダヘッドの吊り上

げ・運搬用に新たに製作した

吊り治具は、トロリを使用する

ために吊り荷が端部に移動す

る可能性があることを踏まえて

ストッパの取付位置の妥当性

が確認されていなければなら

なかったが、新たな吊り治具の

ストッパの取付位置が適切で

なく、妥当性確認がなされない

ままに現場で使用され、吊り荷

が端部に移動した際に重心が

ずれて傾く構造となっていた

（要因-26）

問題事象1-1

直接要因1-1

機械保修課管理職は、引合仕

様書のレビューで工事計画認

可の対象機器を取り扱う揚重

作業で使用する治具をもんじゅ

専用として新たに製作する場

合、製作する旨を原子力機構

担当者に連絡し、受注者として

製作管理を行わなければなら

ないことをもんじゅにおける「も

んじゅ物品等調達管理要領

（請負契約にかかわる一般仕

様書）」に要求事項として明記

するように設備担当者Aに指示

を行うべきであったが、点検の

発注なのでその発想がなく指

示がなかった（要因-18）

凡例

□ → AND

設備担当者Aは、作業要領書、

現地品質保証計画書及び安全

対策計画書のレビューに関し

て、作業内容についての受注

者との十分なコミュニケーショ

ンを取るべきであったが、契約

締結が作業開始日の前日であ

るため、要領書は読み合わせ

のみで、現地品質保証計画書

及び安全対策計画書は目を通

す程度の確認で、十分な作業

内容の把握を行わなかった（要

因-23）

もんじゅは、過去の非常用DGＣ号機

シリンダライナーのひび割れに係るＲ

ＣＡ結果を踏まえた対策の提言「請負

業者及び協力会社の作業員の力量

が前年度と同じであると期待すること

なく、「常に問いかける姿勢」に関する

取り組みを推進するとともに、もんじゅ、

請負業者、協力会社間のコミュニケー

ションの場を充実させ、情報共有や要

求事項の伝達を適切に行っていく」に

従い受注者とのコミュニケーションを

図るべきであったが、その対策が実行

されておらず、機械保修課は、作業要

領書の文書レビューや承認が形式的

であり、その妥当性確認が不十分で

あった（要因-20）

設備担当者Aは、作業要領書、

現地品質保証計画書及び安

全対策計画書のレビューに関

して、作業内容についての受

注者との十分なコミニュケー

ションを取るべきであったが、

契約締結から作業着手までに

コミュニケーションンができれ

ばいいという認識で特段の計

画をしなかった（要因-22）

設備担当者Aは、作業要領書、

現地品質保証計画書及び安

全対策計画書のレビューに関

して、作業内容についての受

注者との十分なコミュニケー

ションを取るべきであったが、

平成5年度のＤＧ分解点検作

業以降、受注者は実績があり、

受注者に対する要求事項に

変更がないことから,、特段に

要領書の文書レビューや打ち

合わせを実施する必要がない

と考えた（要因-21）

設備担当者Aは、文書の所管で

ある管理課に「もんじゅ物品等

調達管理要領（請負契約にかか

わる一般仕様書）」の文書レ

ビューを行うときに、揚重作業で

使用する治具をもんじゅ専用と

して新たに製作する場合、製作

する旨を原子力機構担当者に

連絡し、受注者として製作管理

を行わなければならないことの

記載を直すことを要求すべき

だったが、点検の発注なので発

想がなかった

（要因-19）

もんじゅでは「もんじゅ物品等調

達管理要領（請負契約にかかわ

る一般仕様書、請負契約仕様

書記載要領）」において、保守点

検に伴い揚重作業で使用する

治具をもんじゅ専用として新た

に製作する場合等を考慮し、受

注者から製作する旨の連絡が

必要であること及び受注者が製

作管理を行うことを引合仕様書

に明記するよう規定すべきで

あったが、製作管理を想定した

要求事項が不足していた等、

QMS文書の定期レビューや見

直しによって要領類を維持管理

する意識が不足していた（要因-

15）

設備担当者Aは、点検作業で

あっても製作管理の記載を直

すことを要求すべきであったが、

毎年実施している作業である

ため、工事仕様のみを意識し

て、見直す考えはなかった（要

因-17）

機械保修課管理職は、点検作

業であっても製作管理の記載

をするように設備担当者Aに、

指示すべきであったが、ディー

ゼル発電機の点検は20年間、

毎年点検を実施しているため、

点検項目のみを注視して指示

しなかった

（要因-16）

設備担当者Aは、準備段階で

作業要領書等のレビューを通

して作業手順の記述が不十分

であると認識し、受注者及び協

力会社より作業手順を確認す

ることで、新しい吊具を使用す

ることを聞き出すべきであった

が、そのような行為は行われず

新しい吊具は妥当性確認がな

されないままに現場で使用され

た（要因-25）

直接要因1-2
2

1

1

凡例

：本報告の頂上事象を表す。

：本報告の頂上事象番号を表す。

：本報告の直接要因番号を表す。

：JOFL組織要因分類表に基づく

該当する分類を示す。

： 連鎖の断ち切り点

頂上事象

問題事象○

直接要因○

4.中間管理要因

4-2-3 ルールの維持管理

組織の要因1-1

組織の要因1-2

4.中間管理要因

4-6-1 協力会社とのコミュニ

ケーション



高速増殖原型炉もんじゅ非常用ディーゼル発電機Ｂ号機シリンダヘッドインジケータコックの変形について(要因分析図) 添付資料-2.1（2/6）
A B C D E F Ｇ

A-4 B-4 C-4 D-4 E-4 F-4 Ｇ-4

A-5 B-5 C-5 D-5 E-5 F-5 Ｇ-5

A-6 B-6 C-6 D-6 E-6 F-6 Ｇ-6

5

6

4

機械保修課管理職は、設備担

当者が3人体制で実施した3つ

の作業を引継ぎ、負担が大き

いことを理解していたが、課の

業務管理表に遅滞しているこ

とが分かる具体的な記載もなく、

自らも多忙で、遅滞しているこ

とをフォローができなかった

（要因-32）

プラント保全部では、出向者が

多く頻繁に人が入れ替わるこ

とを考慮して、業務の着実な伝

承ができるように、年度の初め

に業務の引継ぎを計画して、

十分な期間を確保するとともに、

作業内容の把握を確実にして

おくべきであったが、引継ぎ計

画がなく不十分な引継ぎにな

り段取りが不足していた（要因

-12)

設備担当者Aは、「契約請求マ

ニュアル」の所要日数(60日～

120日) を考慮して5月初旬に

契約請求票を起案すべきで

あったが、3人体制で実施した

作業を引継いだことで引合仕

様書、契約審査の書類を作成

するのに時間を要し予定され

る所要日数以下である50日前

の5月25日に契約請求を行っ

た(要因-34）

機械保修課機械2チームリー

ダーは、チーム内の担当者の

割り当ての調整、機械保修課

担当者の作業のフォロー及び

業務進捗管理を行う必要が

あったが、自らも多忙で、契約

の準備が遅滞していることの

フォローができなかった(要因

-33）

機械保修課管理職は、機械2

チームのチームリーダーの課

題（多忙でチーム内を統率でき

ない）を確認して、適切にフォ

ローをすべきであったが、担当

者等に業務を任せっきりにして

チームの計画や実施結果を自

ら確認しておらず、ラインとして

のフォローやチェックができて

いなかった(要因-31）

設備担当者Aは、前回の作

業を直接見ておらず、前回

の作業対応が理解できる資

料や引継ぎが行われるべき

であったが、6月までに一緒

に担当していた設備担当者

から当該設備に関する前任

者の引継書を受け取ったが、

前回の故障の対策しか記載

されてなくシリンダの吊り上

げ作業内容の詳細が分かる

情報は記載されていなかっ

た（要因-13)

設備担当者Aは、前年度の報

告書、引継書、6月までの前任

者の引継ぎから作業内容を十

分に理解して、自らの視点で

受注者に内容の確認及び指

摘するなどを行うべきであるが、

気がまわらなかった（要因-14)

組織の要因1-3

4.中間管理要因

4-7-1 役割・責任

組織の要因1-4

4.中間管理要因

4-9-3  工程・計画
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A B C D E F Ｇ

A-7 B-7 C-7 D-7 E-7 F-7 Ｇ-7

A-8 B-8 C-8 D-8 E-8 F-8 Ｇ-8

A-9 B-9 C-9 D-9 E-9 F-9 Ｇ-9

8

7

9

もんじゅの「作業要領書標準記

載要領」では、工事計画認可の

対象機器の点検等でもんじゅ専

用の治具を用いて揚重作業を実

施する場合の作業手順及び注

意事項を明確にし、その手順に

変更が生じた場合、3H作業に該

当することを明記するべきであっ

たが、工事計画認可の対象機器

の点検等でもんじゅ専用の治具

を用いて揚重作業を実施する場

合の作業手順及び注意事項を

具体的に記載することを明記し

ていなかった（要因-37）

点検要領書に記載されたシリ

ンダヘッドの吊り上げ・運搬

の手順が具体的でなかった

（要因-44）

設備担当者Aは、新たな吊り

治具を使用することが作業手

順の変更（3H作業）に該当す

ると判断できず、作業を止め

なかった（要因-45）

機械保修課は、毎年度実施さ

れる点検作業の継続的な維

持・向上を図るために、受注者

からの報告書を活用して、新た

な知見や点検経験を蓄積する

とともに、それを引継書に反映

するべきであったが、そのよう

な改善につなげる取組みがな

かった （要因-11）

機械保修課長は、３H作業の

定義、３H作業が発生した時の

対応方法等について、OJT等

を含めながら意識の共有が図

れるように教育を行うべきであ

るが、3H作業は受注者が報告

するものだとの考えが根強く、

教育することを思いつかな

かった（要因-6）

「作業要領書標準記載要領」

の教育は、3H作業に該当し

た場合の方法がメインであり、

3H作業に該当するものがど

のようなものであるかの教育

ではなかった

（要因-10）

設備担当者Aは、どのような作業

が3H作業に該当するかを理解し

ておくべきであったが、当該担当

者が受けていた教育は3H作業に

該当した場合に受注者の行った

レビューに対する妥当性を確認

する方法であり、どのような作業

が3H作業に該当するかの具体

例を教育されていなかった(要因

-7）

機械保修課長は、3H作業につ

いて、現場作業の経験に基づ

き理解できるよう、OJT等を行

い課員に周知、理解させる教

育をすべきであるが、設備担

当者Aが点検作業における3H

作業は受注者から報告がある

ものと誤認しており、作業管理

における3H作業等基本事項を

担当者に十分理解させる取組

みを行っていなかった（要因-

3）

設備担当者Aは、「作業要領書

標準記載要領」に基づく作業要

領書に、工事計画認可の対象

機器の点検等でもんじゅ専用

の治具を用いて揚重作業を実

施する場合の作業手順及び注

意事項を具体的に明確にし、

その手順に変更が生じた場合、

3H作業に該当することを明記

するよう保全管理課に変更す

るよう依頼すべきであったが、

調達先が十分理解していると

思い込み依頼しなかった（要因

-9）

もんじゅの「作業要領書標準記

載要領」において、工事計画認

可の対象機器を取り扱う揚重作

業で使用する治具をもんじゅ専

用として新たに製作する場合、

製作する旨を原子力機構担当

者に連絡し、受注者として製作

管理を行うことを明記して引合

仕様書に記載させるようにすべ

きであったが、調達先が3H作業

を理解できないことを想定する

等、QMS文書の定期レビューや

見直しによって要領類を維持管

理する意識が不足していた(要

因-5）

設備担当者Aは、新たな吊具を

使用することは3H作業に該当

することを調達先が理解してい

ないことを前提に、「作業要領

書標準記載要領」での要求事

項を明確にし、それに対応した

作業要領書を調達先に作成さ

せるような工事管理を行うよう

に検討すべきであったが、毎年

実施している作業であるため、

調達先が十分理解していると

思い込みそのような検討を行

わなかった（要因-8）

機械保修課長は、受注者か

らの報告を待つのではなく、

率先して3H作業の定義、そ

の時の対応を課員に理解さ

せるべきであったが、受注者

による長年の作業を通して受

注者に頼り切りになり、理解

させる取組みを行わなかった

（要因-4）

3

3

組織の要因1-6 組織の要因1-5

4.中間管理要因

4-7-4 教育・訓練

4.中間管理要因

4-3-2  技術伝承

問題事象1-2

直接要因1-3

4.中間管理要因

4-2-3 ルールの維持管理

組織の要因1-7

直接要因1-4
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A B C D E F Ｇ

A-10 B-10 C-10 D-10 E-10 F-10 Ｇ-10

A-11 B-11 C-11 D-11 E-11 F-11 Ｇ-11

（＊5）

A-12 B-12 C-12 D-12 E-12 F-12 Ｇ-12

10

12

11

もんじゅにおける「もんじゅ物品

等調達管理要領（請負契約にか

かわる一般仕様書）」においては、

受注者に対して“予定外（計画

外）の作業方法に基づく作業は

禁止とする”ことをTBM及びKYの

中で十分に認識させることを要

求するべきであったが、具体的

な要求として明記されておらず、

吊り治具が海側に傾いたことが

予定外（計画外）作業となったこ

とを認識できず、作業を禁止でき

なかった（要因-34）

もんじゅにおいては、正常でない

（通常と異なる）場合、又は異常

であるかも知れないと感じた場

合に連絡する訓練を受注者に対

して実施しておくべきであったが、

通報・連絡方法の周知のみで

あった（要因-40）

問題事象1-3

設備担当者A及び受注者（A

社）監督者Bは、吊り治具が海

側に傾いた際に、作業を止め

なかった（要因-53）

もんじゅは、過去の非常用DG

Ｃ号機シリンダライナーのひび

割れに係るRCA結果を踏まえ

た対策の提言「作業上の些細

なことであっても、報告、連絡、

相談する仕組みを作り、習慣

化することが必要である。」に

対する対策（安全管理強化とし

てのメーカとの一体化の意識

強化）が有効に機能していな

かった（要因-38）

もんじゅは、「もんじゅ物品等

調達管理要領（請負契約にか

かわる一般仕様書）」におい

て、受注者に対して、異常時

の初動対応（“予定外（計画

外）の作業方法に基づく作業

は禁止とする”こと等）を規定

すべきであったが、安全統一

ルールとの整合性等のQMS

文書の定期レビューや見直し、

要領類の維持管理が不足し

ていた（要因-31）

設備担当者Aは、現場で受注

者（A社）から新たな吊具を使用

して作業を実施することを伝え

られた際、新たな吊具を使用す

ることが手順の変更に該当す

ると認識できなかった（要因-

41）

設備担当者Aは、「もんじゅ物

品等調達管理要領（請負契約

にかかわる一般仕様書）」にお

いては、受注者に対して“予定

外（計画外）の作業方法に基づ

く作業は禁止とする”ことをTBM

及びKYの中で十分に認識させ

ることを追記するように管理課

に依頼するべきであったが、異

常時の初動対応を規定するこ

とが必要と認識できず、記載が

なくても、当然、調達先が十分

理解していると思い込み改訂

依頼しなかった（要因-33）

設備担当者Aは、受注者に、異

常であるかも知れないと感じた

場合に連絡する教育・訓練を実

施させておくべきであったが、

確認するルールがなかっためA

社監督者Aが着工前事前検討

会で安全統一ルールを周知し

たことに対し、受注者が理解し

ていることを確認していなかっ

た（要因-39）

設備担当者Aは、受注者及び

協力会社より作業手順を再

確認することで、作業要領書

に新しい吊り治具等の作業

手順が記載されていないこと

を受注者に指摘すべきであっ

たが、受注者から手順変更

の報告がないため指摘しな

かった（要因-43）

設備担当者Aは、受注者及び

協力会社より作業手順を再確

認することで、新しい吊具を使

用することを聞き出し、新しい

吊り具を使用する作業手順か

ら3H作業であることを認識すべ

きであったが、作業要領書に新

しい吊り具等の作業手順が記

載されていなかったので、作業

手順には変更ないと考えた（要

因-42）

設備担当者Aは、調達先が“予

定外（計画外）の作業方法に該

当することを理解していないこ

とを前提に「もんじゅ物品等調

達管理要領（請負契約にかか

わる一般仕様書）」の記載変更

を検討すべきであったが、毎年

実施している作業であるため、

見直しを考えなかった（要因-

32）

設備担当者Aは、点検箇所を

含めた作業内容を注視すべ

きであったが、毎年実施して

いる作業であり、点検箇所の

み注視し点検箇所以外は形

式的にしか確認しなかった

（要因-36）

2

直接要因1-6

4.中間管理要因

4-2-3 ルールの維持管理

組織の要因1-8

直接要因1-7 組織の要因1-9

4.中間管理要因

4-5-2 報告する文化

直接要因1-5



高速増殖原型炉もんじゅ非常用ディーゼル発電機Ｂ号機シリンダヘッドインジケータコックの変形について(要因分析図) 添付資料-2.1（5/6）
A B C D E F Ｇ

A-13 B-13 C-13 D-13 E-13 F-13 Ｇ-13

A-14 B-14 C-14 D-14 E-14 F-14 Ｇ-14

A-15 B-15 C-15 D-15 E-15 F-15 Ｇ-15

13

14

15

設備担当者Aは、「作業要領書

標準記載要領」に従って“予定外

（計画外）の作業方法による作業

は禁止とする”行動を取るべきで

あったが、吊り治具が傾いた時

点で予定外（計画外）作業になる

ことを理解できておらず、吊り治

具が海側に傾いた際に、作業を

禁止する指示を行わなかった

（要因-49）

設備担当者Aは、「高速増殖炉研

究開発センター安全統一ルール」

に記載されている“異常であるか

も知れないと感じた場合、構内異

常時通報連絡体制に基づき連絡

する”との行動を実効的にするた

めに現場で何かあった場合に連

絡するとの訓練を受けておくべき

であったが、訓練を受けておらず、

実践できなかった（要因-51）

機械保修課ＴＬ及び機械保修

課長は、設備担当者Aに対し、

予定外（計画外）作業を止める

ことを徹底しておくべきであった

が、「作業要領書標準記載要

領」の教育の中で実施されてい

ると考えていたため、徹底して

いなかった（要因-48）

設備担当者Aは、吊り治具が

海側に傾いた際、作業エリア

付近の他の作業員がD/G室

に立ち入らないよう周知する

ことに傾注していた（要因-

52）

機械保修課は、構内異常時通

報連絡体制に基づき定期的に

通報・連絡訓練を実施し、迅速

な対応が図れるように教育を

行うべきであるが、危機管理課

が主催する教育・訓練をすれ

ばよいとする考えであった（要

因-2）

機械保修課ＴＬ及び機械保修

課長は、吊り治具が傾いてか

らの作業を予定外作業として

禁止すべきであるが、吊り治

具が傾いたことを異常と認識

できず、また、それに伴う措置

が予定外作業であると想像で

きないなど、危険予知する能

力を付与する取組みが不足し

ていた。（要因-47）

設備担当者Aは、吊り治具が

傾いてからの作業を予定外作

業として禁止すべきであるが、

吊り治具が傾いたことを異常と

認識できず、また、それに伴う

措置が予定外作業であると想

像できないなど、危険予知する

能力が不足していた（要因-

46）

プラント保全部は、保守管理に

おける異常時対応訓練を行う

べきであったが、「もんじゅ教育

訓練要領」には運転管理にお

ける異常時対応しか明記され

ておらず、保修担当課で独自

に異常時訓練を行う仕組みが

なかった (要因-1）

機械保修課長は、異常に伴う

措置が予定外作業であること

について、課員に周知、理解さ

せるためOJT等を行い教育し

て作業管理を行うべきであっ

たが、設備担当者Aは、予定

外作業は受注者が報告するも

のと誤認している等、作業立

会者の職務や作業管理におけ

る留意事項が明確になってい

ない（要因-35）

直接要因1-8 組織の要因1-10

4.中間管理要因

4-7-4 教育・訓練

直接要因1-9

直接要因1-10
組織の要因1-11

4.中間管理要因

4-7-4 教育・訓練



高速増殖原型炉もんじゅ非常用ディーゼル発電機Ｂ号機シリンダヘッドインジケータコックの変形について(要因分析図) 添付資料-2.1（6/6）
A B C D E F Ｇ

A-16 B-16 C-16 D-16 E-16 F-16 Ｇ-16

16

機械保修課ＴＬ及び機械保修課

長は、設備担当者Aに対し“異常

であるかもしれないと感じた場

合”として、立ち止まり連絡を行う

ことを徹底しておくべきであった

が、毎週通報連絡三原則の唱和

を実施しているので十分であると

考えていたため、徹底していな

かった（要因-50）

直接要因1-11



「調達先の評価・選定管理要領」に定める調達先の経営状況に関する評価に係る記録の不備について（要因分析図） 添付資料－2.2 (1/1)

A-1 B-1 C-1 D-1 E-1 F-1 G-1

A-2 B-2 C-2 D-2 E-2 F-2 G-2

A-3 B-3 C-3 D-3 E-3 F-3 G-3

A-4 B-4 C-4 D-4 E-4 F-4 G-4

A-5 B-5 C-5 D-5 E-5 F-5 G-5

A-6 B-6 C-6 D-6 E-5 F-6 G-6

F GE

1

4

2

6

A B C D

3

5

「調達先の評価・選定管理要領」に定める

調達先の経営状況に関する評価に係る

記録の不備が発生した。（品質マネジメン

トシステム 文書として管理されていない

文書を適用して調達先の経営状況に関

する評価を行い、その評価の記録も作成

しなかった。また、引合先の選定に係る

記録を作成しなかった。）（要因-21）

頂上事象2

契約部は、品質マネジメントシステム文

書「調達先の評価・選定管理要領」に基

づき、国の競争契約の参加資格を取得

している者である当該調達先を原子力

機構の競争参加資格有資格者としたが、

当該調達先に対する経営状況に関す

る評価において、評価の根拠とした記

録が品質記録として作成及び保存され

ていなかった（要因-16）

契約部は、品質マネジメントシステム文書とし

て管理されている「調達先の評価・選定管理

要領」を適用して調達先の経営状況に係る評

価を明確にして実施すべきであったが、品質

マネジメントシステム文書として管理されてい

ない「競争参加者資格審査要領について（契

約部通達）」（調達先の経営状況に関する評価

及び再評価の方法、基準等が定められてい

る。）を適用して、調達先の経営状況に係る評

価を実施していた（要因-14）

問題事象2-2

契約部は、調達先の経営状況に

関する評価及び再評価の方法、

基準等を品質マネジメントシステ

ム文書として明確にすべきであっ

たが、品質マネジメントシステム文

書としている「調達先の評価・選定

管理要領」に明確にしていなかっ

た（要因-13）

契約部は、品質マネジメントシステム文

書「調達先の評価・選定管理要領」（契

約部契約調整課作成）及び「競争参加

者資格審査要領について（契約部通

達）」において、国の競争契約の参加資

格を取得している者に対する経営状況

に関する評価記録の作成及び保存の

必要性を記載していなかった（要因-

15）

契約部は、品質マネジメントシステム文

書「調達先の評価・選定管理要領」（契

約部契約調整課作成）の4.2調達先の

品質管理に関する評価・選定において、

契約担当箇所における引合先の選定

の手順及び記録の作成及び保存を明

確に記載すべきであったが明確に記載

されていなかった（要因-17）

調達課において引合先の選定に

係る品質管理記録が作成及び保

存されていなかった（要因-20）

直接要因2-1

契約部は、QMSについての教育と

して、JEAC4111の概要等につい

ての教育は受講していたが、保安

規定、QAP、「調達先の評価・選定

管理要領」等に基づく調達プロセ

スについて十分な教育を受けてい

なかった（要因-6）

契約部は「調達先の評価・選定管

理要領」のレビューに当たって

QMSにおける留意点を明確にした

上でレビューすべきであったが、

理解と知識が不足しており、十分

なレビューができなかった（要因-

7）

契約部は、公開され公知である国

の競争契約の参加資格を取得し

ている者は全て機構の競争参加

資格者にも必ずなることから、これ

を確認すれば記録の作成と保存

は必要ないと誤認した（要因-11）

契約部は、調達先が原子力機構の競

争参加資格を取得しており、既に確認・

評価されていること、契約請求箇所が

調達先の品質管理に関する調査結果

を契約担当箇所に提出することが「調

達先の評価・選定管理要領」に記され

ていることから、更に契約担当箇所に

おける引合先の選定の記録の作成ま

では必要ないと誤認した（要因-12）

契約部は、「調達先の評価・選定

管理要領」についてレビューし、調

達先に対する経営状況に関する

評価の記録の作成及び保存を明

確に記載するべきであったが、レ

ビューが不十分であり、記載しな

かった（要因-9）

契約部は、品質マネジメントシステム文

書である「調達先の評価・選定管理要

領」について保安規定の要求事項を明

確にした上でレビューし、引合先の選

定に係る記録の作成を明確にすべきで

あったが、レビューが不十分であった

（要因-10）

安全・核セキュリティ統括部は、管

理責任者の下で契約部でのQMS

の実施状況のチェックを行い必要

に応じて契約部を指導することが

望ましかったが、その取組みが十

分でなかった（要因-1）

２

１

１

契約部及び調達課はQMSの教育として、

JEAC4111、保安規定、QAP、「調達先の

評価・選定管理要領」等に基づく調達プ

ロセスについて、系統立った教育を

行って、文書レビューのやり方を含め

QMSの理解を深めさせるべきであった

が、JEAC4111の概要教育等の個別の

教育のみであり、QMSを理解するため

の教育を実施していなかった（要因-4）

組織の要因2-1

安全・核セキュリティ統括部は、文書及

び記録の定義とその扱いについてより

明確に記載した方が、契約部が理解し

易かったが、契約部にとって文書と記

録の定義があいまいに読み取れる等、

要領書の分かり易い記載改善につい

ての配慮が不足していた（要因-5）

１

2

4.中間管理要因

4-3-1 学習意欲の促進

組織の要因2-2

4.中間管理要因

4-2-2 ルールの遵守

直接要因2-2

直接要因2-4

問題事象2-1

問題事象2-3

凡例

：本報告の頂上事象を表す。

：本報告の頂上事象番号を表す。

：本報告の直接要因番号を表す。

：JOFL組織要因分類表に基づく

該当する分類を示す。

： 連鎖の断ち切り点

頂上事象

問題事象○

直接要因○

安全・核セキュリティ統括部は、本

部として、契約部のＱＭＳ実施状

況を把握することが望ましいが契

約部長がプロセス責任者であるこ

とから契約部の業務であり、契約

部が自ら行えると考えて気が回ら

なかった（要因-2）

安全・核セキュリティ統括部は、契約部

のレビューが不十分であるというＱＭＳ

の実施状況を把握し、必要な指導を行

うことが望ましいが、契約部の状況に気

が回らなかった（要因-3）

契約部は、「調達先の評価・選定

管理要領」についてレビューし、調

達先の経営状況に関する評価及

び再評価の評価の方法、基準など

を具体的に明記するべきであった

が、レビューが不十分であった（要

因-8）

調達課は、引合先の選定に係る

品質管理記録を作成及び保存す

べきであったが、作成及び保存す

ることがルールになかったので、

作成及び保存しなかった（要因-

19）

直接要因2-3

調達課は、ルールがなくてもＪ

EAC4111に従い品質管理記録を

作成及び保存すべきであったが、

マニュアルに沿って業務を行えば

いいと思っており、記録の作成及

び保存しようという意識がなかった

（要因-18）

1





もんじゅ調達プロセスの不備について（要因分析図） 添付資料-2.3（1/2)

A-1 B-1 C-1 D-1 E-1 F-1 G-1 H-1

A-2 B-2 C-2 D-2 E-2 F-2 G-2 H-2

A-3 B-3 C-3 D-3 E-3 F-3 G-3 H-3

A-4 B-4 C-4 D-4 E-4 F-4 G-4 H-4

A-5 B-5 C-5 D-5 E-5 F-5 G-5 H-5

1

2

G HA B C D E F

2

4

1

「もんじゅ物品等調達管理要領」に

評価・再評価の基準が定められてい

なかった。（管理課は、保安規定及

びＱＡＰで評価・再評価の基準を定

めることを要求されているにも関わ

らず、「もんじゅ物品等調達管理要

領」に評価・再評価の基準を明確に

定めなかった ）（要因-15）

問題事象3-1

管理課は、「もんじゅ物品等調達管

理要領」の改正において、評価・再

評価の基準がないことに気づくべき

であったが、気が付かなかった

（管理課は、「もんじゅ物品等調達管

理要領」の平成２７年６月の再評価

の仕組みを定める改正において、評

価・再評価の基準を明確に定める改

正を行うべきであったが、改正しな

かった ）（要因-14）

もんじゅの調達プロセスに不備があっ

た。

（もんじゅの調達プロセスにおいて調

達先の評価/再評価基準が明確でな

かった、また、再評価については評価

の仕組みがなかったことに対して、不

適合管理せずに「もんじゅ物品等調達

管理要領」の変更を行った）(要因-21)

頂上事象3

管理課は、文書所管課であ

るが、他室課からの情報を基

に文書改正時の手続きのみ

を実施していたため、保安規

定及びＱＡＰで要求されてい

る評価・再評価の基準の必

要性を十分に理解していな

かった（要因-11）

直接要因3-2

「もんじゅ文書管理要領」の

様式５では、保安規定及び

QAPとの整合性を確認する

際の具体的な視点等が明確

になっていなかった（要因-7）

管理課の文書担当者は、「もん

じゅ物品等調達管理要領」にお

ける、評価・再評価の基準の必

要性を十分に理解しておくべきで

あったが、保安規定、QAP及び

JEAC4111に関する知識が不足

していたため、評価・再評価の基

準の必要性についての意識に欠

けていた（要因-10）

管理課の文書担当者は、自ら保

安規定、QAP及びJEAC4111の

内容を確認することで評価・再評

価の基準の必要性を認識すべき

であったが、課会等では要領の

改正時の教育や現場で起きた不

適合の教育までで、保安規定、

QAP及びJEAC4111について教

育を受けていなかったために、

そのような認識を持つことができ

なかった（要因-9）

管理課長は、保安規定、QAP及

びJEAC4111に関する教育を徹底

すべきであったが、「もんじゅ物

品等調達管理要領」等のQMS文

書と保安規定、QAP及び

JEAC4111に関する内容を理解で

きる教育をしていなかった（要因

-8）

管理課の担当者は、「もん

じゅ文書管理要領」の文書レ

ビューを行うための様式５で

保安規定及びQAPとの整合

性を確認すべきであったが、

レビューを行う項目が具体的

に記載されていなかったため、

確認しなかった（要因-6）

管理課の担当者は、保安規

定及びQAPとの整合性を確認

できるように文書レビューにお

いて「もんじゅ文書管理要領」

の様式５を改善すべきであっ

たが、しなかった（要因-4）

管理課長は、「もんじゅ文書

管理要領」の様式５について

保安規定及びQAPと整合し

ているか確認しなかった（要

因-5）

管理課長は、「もんじゅ物品等調達

管理要領」の改正前に「もんじゅ文

書管理要領」様式５に基づき、保安

規定及びＱＡＰとの整合性確認を確

実に実施すべきであったが、管理課

は契約の実務に携わっていないこと

から、「もんじゅ物品等調達管理要

領」を管理する姿勢が不足していた

（要因-1）

管理課の担当者は、保安規定及

びQAPとの整合性をチェックでき

るように様式5を改善する等の工

夫をすべきであったが、管理課は

調達業務に直接携わってはいな

い（調達行為について管理課の

押印はない）ことから、当該文書

に対する責任と権限を持つ所管

課でありながら 改善をしなけれ

ばいけないとの考えに至らなかっ

た（要因-2）

管理課長は、様式５について保

安規定及びQAPと整合性確認を

行うべきであったが、管理課は

契約の実務に携わってはいない

ことから、「もんじゅ物品等調達

管理要領」の所管課であるにも

関わらず、保安規定及びQAPと

の整合性を確認する必要がある

との考えには至らなかった（要因

-3）

管理課は、「もんじゅ物品等調達管

理要領」の改正において、評価・再

評価の基準を意識すべきであった

が、品質保証室長代理からの改正

依頼であることからそのまま改訂を

行った。なお、管理課では様式-2の

「調査内容」欄の記載が基準である

と誤認していた（要因-13）

管理課は、品質保証室長か

らの改正依頼を受け、自ら改

正内容を十分に確認すべき

であったが、確認しなかった

（要因-12）

直接要因3-1
組織の要因3-1

4.中間管理要因

4-7-1 役割・責任

組織の要因3-2

4.中間管理要因

4-3-1 学習意欲の促進

直接要因3-3

1
1

2

1

2



もんじゅ調達プロセスの不備について（要因分析図） 添付資料-2.3（2/2)

G HA B C D E F

A-6 B-6 C-6 D-6 E-6 F-6 G-6 H-6

A-7 B-7 C-7 D-7 E-7 F-7 G-7 H-7

A-8 B-8 C-8 D-8 E-8 F-8 G-8 H-8

A-9 B-9 C-9 D-9 E-9 F-9 G-9 H-9

3

4

5

6

再評価を実施していなかったことにつ

いて、不適合管理の下で「もんじゅ物

品等調達管理要領」の改正を実施し

なかった

（再評価の仕組みについては、平成２

７年６月の改正で新たに仕組みを規

定したが、不適合管理の下で実施し

なかった）（要因-20）

管理課は、「もんじゅ物品等

調達管理要領」の改正にお

いて、不適合管理の下で改

正を実施すべきであったが、

品質保証室からの改正依頼

で、改善であると聞いていた

ため、不適合管理にあたると

は認識しなかった。（要因-

19）

管理課長は、「もんじゅ物品

等調達管理要領」の下位文

書が、保安規定及びQAＰの

上位文書と不整合が生じた

場合は不適合管理の下で改

正しなければならいことを、

品質保証室長代理に確認す

べきであったがその指示に従

えばよいと考えた（要因-18）

管理課長は、不適合管理に関し

て自らがＰＤＣＡを展開している

という意識を持って業務を行うべ

きだったが、不適合管理に関し

ては品質保証室の所管であり、

その判断に従えばよいと考え、

自ら検討しなかった（要因-17）

管理課長は、QMS文書に規定さ

れた事項の不履行について、不

適合管理の下で処置するべきで

あったが、不適合管理要領の内

容を十分に理解しておらず処置

しなかった（要因-16）

問題事象3-2

直接要因3-4

4.中間管理要因

4-7-4 教育・訓練

組織の要因3-3



高速増殖原型炉もんじゅ非常用ディーゼル発電機Ｂ号機シリンダヘッドインジケータコックの変形の根本原因分析結果の整理表 添付資料-3.1 (1/4)　 

番号 分析結果 分類 分析結果 JOFL分類

直接要因1-2

設備担当者Aは、準備段階で作業要領書等のレ
ビューを通して作業手順の記述が不十分である
と認識し、受注者及び協力会社より作業手順を
確認することで、新しい吊具を使用することを聞
き出すべきであったが、そのような行為は行わ
れず新しい吊具は妥当性確認がなされないまま
に現場で使用された

組織の要因
1-3

組織の要因
1-4

組織の要因
1-2

機械保修課管理職は、機械2チームのチームリーダーの課題（多
忙でチーム内を統率できない）を確認して、適切にフォローをすべ
きであったが、担当者等に業務を任せっきりにしてチームの計画や
実施結果を自ら確認しておらず、ラインとしてのフォローやチェック
ができていなかった

【組織の要素を含む背後要因1-⑱に準ずる】

対策の提言

4.中間管理要因
4-2-3 ルールの維持管
理
（新しい治具の持込み
ルールの不足 ）

「もんじゅ物品等調達管理要領（請負契約にかかわる一般仕様書、請負契約仕様書記載要領）」、
「作業要領書標準記載要領」の要領類について、保守点検に伴う治具等の製作管理、異常時の初
動対応を要求事項として明確化する等、QMS文書の定期レビューや見直しによって要領類の維持
管理を行うこと。

【対策の提言(1)④ⅰに準ずる】

プラント保全部の各課長は、短期間に出向者が交代する「もんじゅ」の事情に対応して、誤作業や見
落とし等を防止し保全技術を継承していけるよう、点検要領書の標準化・整備を計画的に進めるこ
と。また後継者に円滑な引継ができるよう、受注者による作業状況や作業の重要ポイント等を写真
等を活用して分かり易くまとめた引継書を策定し引き継ぎを行うこと。
【対策の提言(3)①ⅳに準ずる】

4.中間管理要因
4-7-1 役割・責任
（課内における役割・責
任が不十分）

機械保修課は、管理職とチームリーダー、チームリーダーと担当者間の報告・連絡・相談の徹底に
よって、課及び各チームの業務管理表に基づく業務進捗や課題を把握・管理し、フェイストゥフェイス
での指導・支援を強化すること。

【対策の提言(1)⑥ⅰに準ずる】

4.中間管理要因
4-6-1　協力会社とのコ
ミュニケーション
（受注者とのコミュニ
ケーション不適切）

もんじゅは、過去の非常用ＤＧＣ号機シリンダライナーのひび割れ対策（安全管理強化）が有効に機
能していないことを考慮し、もんじゅ、請負業者、協力会社間のコミュニケーションの場を充実させ、
情報共有や要求事項の伝達を適切に行うため、実施体制、３Ｈ作業等の有無等確認すべきポイント
について抜け落ちなくチェックリストにする等して、受注者とのコミュニケーションを確実にすること。

【対策の提言 過去非発 に準ずる】

4.中間管理要因
4-9-3　工程・計画
（出向者の引継ぎ管理
が不十分）

プラント保全部の各課長は、事前に予定される出向者の引継ぎにあたっては、早い段階で引継ぎに
関する必要事項(引継書作成・管理マニュアル等の記載事項） を明確にし、前後担当者が線接触を
行える等適切に検討された引継ぎ計画を策定し、関係者間で引継ぎに関する情報の共有を図る仕
組みを整えること。

【対策の提言(1)③ⅱに準ずる】

4.中間管理要因
4-3-2 技術伝承
（引継ぎ時の技術の伝
承が不十分）

組織の要素を含む背後要因

組織の要因
1-1

もんじゅでは「もんじゅ物品等調達管理要領（請負契約にかかわる
一般仕様書、請負契約仕様書記載要領）」において、保守点検に
伴い揚重作業で使用する治具をもんじゅ専用として新たに製作す
る場合等を考慮し、受注者から製作する旨の連絡が必要であるこ
と及び受注者が製作管理を行うことを引合仕様書に明記するよう
規定すべきであったが、製作管理を想定した要求事項が不足して
いた等、QMS文書の定期レビューや見直しによって要領類を維持
管理する意識が不足していた

【組織の要素を含む背後要因1-⑦に準ずる】

組織の要因
1-5

機械保修課は、毎年度実施される点検作業の継続的な維持・向上
を図るために、受注者からの報告書を活用して、新たな知見や点
検経験を蓄積するとともに、それを引継書に反映するべきであった
が、そのような改善につなげる取組みがなかった

【組織の要素を含む背後要因1-㉘に準ずる】

もんじゅは、過去の非常用DGＣ号機シリンダライナーのひび割れ
に係るＲＣＡ結果を踏まえた対策の提言「請負業者及び協力会社
の作業員の力量が前年度と同じであると期待することなく、「常に
問いかける姿勢」に関する取り組みを推進するとともに、もんじゅ、
請負業者、協力会社間のコミュニケーションの場を充実させ、情報
共有や要求事項の伝達を適切に行っていく」に従い受注者とのコ
ミュニケーションを図るべきであったが、その対策が実行されてお
らず、機械保修課は、作業要領書の文書レビューや承認が形式的
であり、その妥当性確認が不十分であった

【組織の要素を含む背後要因　過去非発に準ずる】

プラント保全部では、出向者が多く頻繁に人が入れ替わることを考
慮して、業務の着実な伝承ができるように、年度の初めに業務の
引継ぎを計画して、十分な期間を確保するとともに、作業内容の把
握を確実にしておくべきであったが、引継ぎ計画がなく不十分な引
継ぎになり段取りが不足していた

【組織の要素を含む背後要因1-㉗に準ずる】

問題事象

問題事象1-1

受注者（A社）の
協力会社（B社）
がシリンダヘッド
の吊り上げ・運搬
用に新たに製作
した吊り治具は、
トロリを使用する
ために吊り荷が
端部に移動する
可能性があること
を踏まえてストッ
パの取付位置の
妥当性が確認さ
れていなければ
ならなかったが、
新たな吊り治具
のストッパの取付
位置が適切でな
く、妥当性確認が
なされないままに
現場で使用され、
吊り荷が端部に
移動した際に重
心がずれて傾く構
造となっていた

直接要因1-1

もんじゅにおける「もんじゅ物品等調達管理要領
（請負契約にかかわる一般仕様書）」では、受注
者に対し、工事計画認可の対象機器を取り扱う
揚重作業で使用する治具をもんじゅ専用として
新たに製作する場合、製作する旨を原子力機構
担当者に連絡し、受注者として製作管理を行わ
なければならないことを要求事項として明記する
べきであったが、明記していなかったため吊り荷
がずれた際に傾く構造の吊り治具が納入された

頂上事象1
直接要因

非常用ディーゼ
ル発電機B号機
点検の際、№7シ
リンダヘッドが落
下し、インジケー
タコックが変形
し、周辺機器が損
傷した



高速増殖原型炉もんじゅ非常用ディーゼル発電機Ｂ号機シリンダヘッドインジケータコックの変形の根本原因分析結果の整理表 添付資料-3.1 (2/4)　 

番号 分析結果 分類 分析結果 JOFL分類
対策の提言

組織の要素を含む背後要因
問題事象頂上事象1

直接要因

直接要因1-3

もんじゅの「作業要領書標準記載要領」では、工
事計画認可の対象機器の点検等でもんじゅ専
用の治具を用いて揚重作業を実施する場合の
作業手順及び注意事項を明確にし、その手順に
変更が生じた場合、3H作業に該当することを明
記するべきであったが、工事計画認可の対象機
器の点検等でもんじゅ専用の治具を用いて揚重
作業を実施する場合の作業手順及び注意事項
を具体的に記載することを明記していなかった

設備担当者Ａは、
新たな吊り治具を
使用することが作
業手順の変更（3
Ｈ作業）に該当す
ると判断できず、
作業を止めな
かった。

プラント保全部の各課長は、課内教育の一環として、作業管理における基本事項を理解させる目的
で、3H作業に関すること、異常に伴う措置が予定外作業になること、予定外作業の禁止、異常発生
時の作業停止等の訓練をOJT等により、教育すること。

【対策の提言(3)③ⅳに準ずる】

【組織の要因1-1の対策の提言と同じ　再掲】

【組織の要因1-6の対策の提言と同じ　再掲】

組織の要因
1-6

機械保修課長は、3H作業について、現場作業の経験に基づき理
解できるよう、OJT等を行い課員に周知、理解させる教育をすべき
であるが、設備担当者Aが点検作業における3H作業は受注者から
報告があるものと誤認しており、作業管理における3H作業等基本
事項を担当者に十分理解させる取組みを行っていなかった

【組織の要素を含む背後要因2-④に準ずる】

4.中間管理要因
4-2-3 ルールの維持管
理
（新しい治具の持込み
ルールの不足 ）

4.中間管理要因
4-7-4教育・訓練
（作業管理に係る教育
内容が不十分）

問題事象1-2

4.中間管理要因
4-6-1　協力会社とのコ
ミニュケーション
（受注者とのコミニュ
ケーション不適切）

4.中間管理要因
4-7-4教育・訓練
（作業管理に係る教育
内容が不十分）

設備担当者Aは、どのような作業が3H作業に該
当するかを理解しておくべきであったが、当該担
当者が受けていた教育は3H作業に該当した場
合に受注者の行ったレビューに対する妥当性を
確認する方法であり、どのような作業が3H作業
に該当するかの具体例を教育されていなかった

直接要因1-5

直接要因1-4 【組織の要因1-6と同じ　再掲】

組織の要因
1-2

組織の要因
1-6

組織の要因
1-7

もんじゅの「作業要領書標準記載要領」において、工事計画認可
の対象機器を取り扱う揚重作業で使用する治具をもんじゅ専用と
して新たに製作する場合、製作する旨を原子力機構担当者に連絡
し、受注者として製作管理を行うことを明記して引合仕様書に記載
させるようにすべきであったが、調達先が3H作業を理解できないこ
とを想定する等、QMS文書の定期レビューや見直しによって要領
類を維持管理する意識が不足していた

【組織の要素を含む背後要因1-⑦に準ずる】

【組織の要因1-2と同じ　再掲】 【組織の要因1-2の対策の提言と同じ　再掲】

設備担当者Aは、現場で受注者（A社）から新た
な吊具を使用して作業を実施することを伝えら
れた際、新たな吊具を使用することが手順の変
更に該当すると認識できなかった
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番号 分析結果 分類 分析結果 JOFL分類
対策の提言

組織の要素を含む背後要因
問題事象頂上事象1

直接要因

直接要因1-9

設備担当者Aは、「作業要領書標準記載要領」
に従って“予定外（計画外）の作業方法による作
業は禁止とする”行動を取るべきであったが、吊
り治具が傾いた時点で予定外（計画外）作業に
なることを理解できておらず、吊り治具が海側に
傾いた際に、作業を禁止する指示を行わなかっ
た

直接要因1-8

直接要因1-６

もんじゅにおける「もんじゅ物品等調達管理要領
（請負契約にかかわる一般仕様書）」において
は、受注者に対して“予定外（計画外）の作業方
法に基づく作業は禁止とする”ことをTBM及びKY
の中で十分に認識させることを要求するべきで
あったが、具体的な要求として明記されておら
ず、吊り治具が海側に傾いたことが予定外（計
画外）作業となったことを認識できず、作業を禁
止できなかった

問題事象1-3

設備担当者A及
び受注者（A社）
監督者Bは、吊り
治具が海側に傾
いた際に、作業を
止めなかった

直接要因1-7

4.中間管理要因
4-7-4教育・訓練
（作業管理に係る教育
内容が不十分）

機械保修課ＴＬ及び機械保修課長は、設備担当
者Aに対し、予定外（計画外）作業を止めること
を徹底しておくべきであったが、「作業要領書標
準記載要領」の教育の中で実施されていると考
えていたため、徹底していなかった

【組織の要因1-10と同じ　再掲】

組織の要因
1-10

組織の要因
1-8

組織の要因
1-10

機械保修課長は、異常に伴う措置が予定外作業であることについ
て、課員に周知、理解させるためのOJT等を行い教育して作業管
理を行うべきであったが、設備担当者Aは、予定外作業は受注者
が報告するものと誤認している等、作業立会者の職務や作業管理
における留意事項が明確になっていない

【組織の要素を含む背後要因2-④に準ずる】

【組織の要因1-6の対策の提言と同じ　再掲】

【組織の要因1-6の対策の提言と同じ　再掲】

4.中間管理要因
4-7-4教育・訓練
（作業管理に係る教育
内容が不十分）

4.中間管理要因
4-2-3 ルールの維持管
理
( 要領類の維持管理不
足）

【組織の要因1-1の対策の提言と同じ　再掲】

組織の要因
1-9

もんじゅは、過去の非常用ＤＧＣ号機シリンダライナーのひび割れ
に係るＲＣＡ結果を踏まえた対策の提言「作業上の些細なことで
あっても、報告、連絡、相談する仕組みを作り、習慣化することが
必要である。」に対する対策（安全管理強化としてのメーカとの一
体化の意識強化）が有効に機能していなかった

【組織の要素を含む背後要因　過去非発に準ずる】

4.中間管理要因
4-5-2 　報告する文化
( 受注者との間の報告・
連絡・相談する仕組み
の欠如）

もんじゅにおいては、正常でない（通常と異なる）
場合、又は異常であるかも知れないと感じた場
合に連絡する訓練を受注者に対して実施してお
くべきであったが、通報・連絡方法の周知のみで
あった

【組織の要因1-2の対策の提言と同じ　再掲】

もんじゅは、「もんじゅ物品等調達管理要領（請負契約にかかわる
一般仕様書）」において、受注者に対して、異常時の初動対応（“予
定外（計画外）の作業方法に基づく作業は禁止とする”こと等）を規
定すべきであったが、安全統一ルールとの整合性等のQMS文書
の定期レビューや見直し、要領類の維持管理が不足していた

【組織の要素を含む背後要因1-⑦に準ずる】



高速増殖原型炉もんじゅ非常用ディーゼル発電機Ｂ号機シリンダヘッドインジケータコックの変形の根本原因分析結果の整理表 添付資料-3.1 (4/4)　 

番号 分析結果 分類 分析結果 JOFL分類
対策の提言

組織の要素を含む背後要因
問題事象頂上事象1

直接要因

機械保修課ＴＬ及び機械保修課長は、設備担当
者Aに対し“異常であるかもしれないと感じた場
合”として、立ち止まり連絡を行うことを徹底して
おくべきであったが、毎週通報連絡三原則の唱
和を実施しているので十分であると考えていた
ため、徹底していなかった

直接要因1-11

直接要因1-10

設備担当者Aは、「高速増殖炉研究開発セン
ター安全統一ルール」に記載されている“異常で
あるかも知れないと感じた場合、構内異常時通
報連絡体制に基づき連絡する”との行動を実効
的にするために現場で何かあった場合に連絡す
るとの訓練を受けておくべきであったが、訓練を
受けておらず、実践できなかった

【組織の要因.1-11と同じ　再掲】

4.中間管理要因
4-7-4　教育・訓練
（保守管理における異常
時対応が不十分）

組織の要因
1-11

組織の要因
1-11

【組織の要因1-6の対策の提言と同じ　再掲】

【組織の要因1-6の対策の提言と同じ　再掲】

プラント保全部は、保守管理における異常時対応訓練を行うべき
であったが、「もんじゅ教育訓練要領」には運転管理における異常
時対応しか明記されておらず、保修担当課で独自に異常時訓練を
行う仕組みがなかった

【組織の要素を含む背後要因1-②に準ずる】

4.中間管理要因
4-7-4　教育・訓練
（保守管理における異
常時対応が不十分）



「調達先の評価・選定管理要領」に定める調達先の経営状況に関する評価に係る記録の不備についての整理表 添付資料-3.2 (1/2)

番号 分析結果 分類 分析結果 JOFL分類

組織の要因2-
2 [組織の要因2-2と同じ　再掲]

4.中間管理要因
4-2-2　ルールの遵守
（QMSのレビューが不十
分）

[組織の要因2-2の対策の提言と同じ　再掲]

契約部は、品質マネジメントシステム文書「調達先の
評価・選定管理要領」（契約部契約調整課作成）及び
「競争参加者資格審査要領について（契約部通達）」
において、国の競争契約の参加資格を取得している
者に対する経営状況に関する評価記録の作成及び
保存の必要性を記載していなかった

問題事象2-2

契約部は、品質マ
ネジメントシステム
文書「調達先の評
価・選定管理要領」
に基づき、国の競
争契約の参加資格
を取得している者で
ある当該調達先を
原子力機構の競争
参加資格有資格者
としたが、当該調達
先に対する経営状
況に関する評価に
おいて、評価の根
拠とした記録が品
質記録として作成
及び保存されてい
なかった

直接要因2-2

頂上事象2
直接要因

問題事象

契約部は、品質マ
ネジメントシステム
文書として管理され
ている「調達先の評
価・選定管理要領」
を適用して調達先
の経営状況に係る
評価を明確にして
実施すべきであっ
たが、品質マネジメ
ントシステム文書と
して管理されていな
い「競争参加者資
格審査要領につい
て（契約部通達）」
（調達先の経営状
況に関する評価及
び再評価の方法、
基準等が定められ
ている。）を適用し
て、調達先の経営
状況に係る評価を
実施していた

問題事象2-1

契約部は、調達先の経営状況に関する評価及び再
評価の方法、基準等を品質マネジメントシステム文
書として明確にすべきであったが、品質マネジメント
システム文書としている「調達先の評価・選定管理要
領」に明確にしていなかった

直接要因2-1

「調達先の評価・選
定管理要領」に定
める調達先の経営
状況に関する評価
に係る記録の不備
が発生した。（品質
マネジメントシステ
ム文書として管理さ
れていない文書を
適用して調達先の
経営状況に関する
評価を行い、その
評価の記録も作成
しなかった。また、
引合先の選定に係
る記録を作成しな
かった。）

4.中間管理要因
4-3-1 学習意欲の促進
（QMS文書と保安規定、
QAP及びJEAC4111に関
する教育不足）

[組織の要因2-1の対策の提言と同じ　再掲]

対策の提言

組織の要因2-
2

安全・核セキュリティ統括部は、管理責任者の下で
契約部でのQMSの実施状況のチェックを行い必要に
応じて契約部を指導することが望ましかったが、その
取組みが十分でなかった。

【組織の要素を含む背後要因1-⑤に準ずる】

4.中間管理要因
4-2-2　ルールの遵守
（QMSのレビューが不十
分）

4.中間管理要因
4-3-1 学習意欲の促進
（QMS文書と保安規定、
QAP及びJEAC4111に関
する教育不足）

組織の要素を含む背後要因

契約部及び調達課はQMSについての教育として、人員が短期間で交代すること
を踏まえて、JEAC4111、保安規定、ＱＡＰ、「調達先の評価・選定管理要領」等の
調達プロセスについて系統立った教育を実施する。

【対策の提言(3)③ⅱに準ずる】

また、文書レビューのやり方、調達先の評価・選定の実施方法等の実際に必要と
なる活動内容を教育すること。教育後には確実に理解されていることを確認する
こと。

【対策の提言(1)④ⅰに準ずる】

安全・核セキュリティ統括部は、契約部からの質問、協力依頼があった場合、契約
部からの依頼内容に応じた必要な指導を実施すると共に管理責任者の下で契約
部のQMS実施状況を把握し、規格・規準類との整合が保たれていること等、必要
な指導を行うこと。

【対策の提言（2）①ⅳに準ずる】

組織の要因2-
1

[組織の要因2-1と同じ　再掲]

組織の要因2-
1

契約部及び調達課はQMSの教育として、
JEAC4111、保安規定、ＱＡＰ、「調達先の評価・選定
管理要領」等に基づく調達プロセスについて、系統
立った教育を行って、文書レビューのやり方を含め
QMSの理解を深めさせるべきであったが、
JEAC4111の概要教育等の個別の教育のみであり、
QMSを理解するための教育を実施していなかった。

【組織の要素を含む背後要因1-⑯に準ずる】

　



「調達先の評価・選定管理要領」に定める調達先の経営状況に関する評価に係る記録の不備についての整理表 添付資料-3.2 (2/2)

番号 分析結果 分類 分析結果 JOFL分類
頂上事象2

直接要因
問題事象 対策の提言

組織の要素を含む背後要因

問題事象2-3

調達課において引
合先の選定に係る
品質管理記録が作
成及び保存されて
いなかった

直接要因2-3

調達課は、引合先の選定に係る品質管理記録を作
成及び保存すべきであったが、作成及び保存するこ
とがルールになかったので、作成及び保存しなかっ
た

直接要因2-4

契約部は、品質マネジメントシステム文書「調達先の
評価・選定管理要領」（契約部契約調整課作成）の
4.2調達先の品質管理に関する評価・選定において、
契約担当箇所における引合先の選定の手順及び記
録の作成及び保存を明確に記載すべきであったが明
確に記載されていなかった

4.中間管理要因
4-2-2　ルールの遵守
（QMSのレビューが不十
分）

[組織の要因.2-2の対策の提言と同じ　再掲][組織の要因2-2と同じ　再掲]
組織の要因2-
2

組織の要因2-
1

[組織の要因2-1と同じ　再掲]

4.中間管理要因
4-3-1 学習意欲の促進
（QMS文書と保安規定、
QAP及びJEAC4111に関
する教育不足）

[組織の要因.2-1の対策の提言と同じ 　再掲]

[組織の要因2-1と同じ　再掲]

4.中間管理要因
4-3-1 学習意欲の促進
（QMS文書と保安規定、
QAP及びJEAC4111に関
する教育不足）

[組織の要因.2-1の対策の提言と同じ 　再掲]
組織の要因2-
1

　



もんじゅ調達プロセスの不備についての整理表 添付資料-3.3 (1/1)　 

番号 分析結果 分類 分析結果 JOFL分類
対策の提言頂上事象3

直接要因

管理課長は、「もんじゅ物品等調達管理要領」の改正前に「もんじゅ
文書管理要領」様式５に基づき、保安規定及びＱＡＰとの整合性確
認を確実に実施すべきであったが、管理課は契約の実務に携わっ
ていないことから、「もんじゅ物品等調達管理要領」を管理する姿勢
が不足していた

【組織の要素を含む背後要因1-⑱に準ずる】

4.中間管理要因
4-7-1　　役割・責任
（「もんじゅ物品等調達
管理要領」を管理する
姿勢が不足）

「もんじゅ文書管理要領」の様式５では、保安規
定及びQAPとの整合性を確認する際の具体的な
視点等が明確になっていなかった

直接要因3-1
組織の要因
3-1

問題事象

「もんじゅ物品等
調達管理要領」に
評価・再評価の基
準が定められて
いなかった。（管
理課は、保安規
定及びＱＡＰで評
価・再評価の基準
を定めることを要
求されているにも
関わらず、「もん
じゅ物品等調達
管理要領」に評
価・再評価の基準
を明確に定めな
かった ）

問題事象3-1

組織の要素を含む背後要因

直接要因3-2

管理課は、文書所管課であるが、他室課からの
情報を基に文書改正時の手続きのみを実施して
いたため、保安規定及びＱＡＰで要求されている
評価・再評価の基準の必要性を十分に理解して
いなかった

組織の要因
3-2

管理課長は、保安規定、QAP及びJEAC4111に関する教育を徹底
すべきであったが、「もんじゅ物品等調達管理要領」等のQMS文書
と保安規定、QAP及びJEAC4111に関する内容を理解できる教育を
していなかった

【組織の要素を含む背後要因1-⑯に準ずる】

組織の要因
3-2

[組織の要因3-2と同じ　再掲]

4.中間管理要因
4-3-1　学習意欲の促
進　（ＱＭＳ文書と保安
規定、ＱＡＰ及びＪＥＡＣ
4111に関する教育不
足）

管理課は、「もんじゅ物品等調達管理要領」の改
正において、評価・再評価の基準を意識すべき
であったが、品質保証室長代理からの改正依頼
であることからそのまま改訂を行った。なお、管
理課では様式-2の「調査内容」欄の記載が基準
であると誤認していた

直接要因3-3

組織の要因
3-1

もんじゅの調達プ
ロセスに不備が
あった。
（もんじゅの調達
プロセスにおいて
調達先の評価/再
評価基準が明確
でなかった。ま
た、再評価につい
ては評価の仕組
みがなかったこと
に対して、不適合
管理せずに「もん
じゅ物品等調達
管理要領」の変更
を行った）

管理課は、「もんじゅ物品等調達管理要領」の改
正において、不適合管理の下で改正を実施すべ
きであったが、品質保証室からの改正依頼で、
改善であると聞いていたため、不適合管理にあ
たるとは認識しなかった。

・管理課長は、業務が職務ラインでマネジメントされていることやその実施結果を確認するこ
と。

【対策の提言(1)②ⅲと同じ】

・管理課に品質保証室を兼務する品質保証担当者（JEAC4111又はISO9000の内部監査員研
修を修了し合格した者相当）を配置し、作業単位毎に承認レベルでのチェック機能を確実にす
る。また、担当者を輪番制として、「常に問いかける姿勢」を定着させることやQMS に係る意
識の底上げを図ること。

【対策の提言(3)②ⅰと同じ】

・管理課長は、調達管理のための「もんじゅ物品等調達管理要領」等のQMS文書と保安規
定、QAP及びJEAC4111の理解促進に係る教育を実施する。

【対策の提言(3)③ⅱ】

・管理課長は、課会等の教育で、文書レビューのやり方、視点を教育する。また、教育には具
体的に管理課が文書所管となっている文書について、どのように整合性確認を実施したかを
確認者に問いかける等、チェックの仕方を含めること。

【対策の提言(1)④ⅰに準ずる】

[組織の要因3-1の対策の提言と同じ　再掲]

[組織の要因3-2の対策の提言と同じ　再掲]

組織の要因
3-3

管理課長は、QMS文書に規定された事項の不履行について、不適
合管理要領の下で処置するべきであったが、不適合管理要領の内
容を十分に理解しておらず処置しなかった。

【組織の要素を含む背後要因3-②に準ずる】

4.中間管理要因
４-７-４　教育・訓練
（不適合管理要領の理
解不足）

管理課長は自らも含め、不適合管理を的確に適用するための教育を徹底すること。

【対策提言(3)②ⅱに準ずる】

4.中間管理要因
4-7-1　　役割・責任
（「もんじゅ物品等調達
管理要領」を管理する
姿勢が不足）

4.中間管理要因
4-3-1　学習意欲の促
進
（ＱＭＳ文書と保安規
定、ＱＡＰ及びＪＥＡＣ
4111に関する教育不
足）

[組織の要因3-1と同じ　再掲]

直接要因3-4

再評価を実施して
いなかったことに
ついて、不適合管
理の下で「もん
じゅ物品等調達
管理要領」の改正
を実施しなかっ
た。
（再評価の仕組み
については、平成
２７年６月の改正
で新たに仕組み
を規定したが、不
適合管理の下で
実施しなかった）

問題事象3-2
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